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第樟艦

1，1　本研究の目的

　最近20年余の間、有限要素法に代表される数値計算法の進歩と、大型電算機のめざま

しい発達によって、土の構成式を適用した境界値問題の解析が盛んに行われるようになっ

た。室内での要素試験（element　test）の結果を忠実に表現し得る構成式を用いて、盛

土や掘削時における地盤の静的な挙動、あるいは、地震時における地盤の動的な挙動を数

値解析するシミュレーションであり、解析と模型実験または現場での動態観測との対応関

係も明らかにされつつある。

　構成式の歴史は、大きく三つの発展段階に分けられる。1960年までには降伏曲面の内部

を弾性領域として、応力が降伏曲面に達した状態における顕著な塑性変形を記述する古典

的な弾塑性構成モデルが提案された。このなかで、粘性土の硬化時の変形挙動を記述する

Roscoeら1｝のカムクレイ・モデルは、これまでは別々に取り扱われることが多かった「圧

密」と「せん断」を統一的に説明できる画期的なモデルであり、今日の土の構成式の出発

点となる歴史的なものと考えられる。次いで、1960～1980年代において、降伏曲面の内部

を弾性領域とせず、その内部の応力変化による塑性変形を記述する種々の繰返し弾塑性構

成モデル2⊃－7）が提案された。これらの繰返しモデルについては、1．3で詳述するが、

すべて等方硬化則と移動硬化則を組み合わせた何らかの異方硬化則を導入することで、繰

返し載荷時のMasing則あるいはバウシンガー効果等の履歴挙動をうまく表現しようとし

たものである。さらに、1970年代以降、塑性不安定8⊃を伴う破壊現象予測に不可欠といわ

れる塑性ひずみ増分方向の応力増分方向依存性や主応力軸の回転等を評価した種々のモデ

ルが提案された。このなかには、J2変形理論9｝、亜塑性モデル1°〕、接線塑性モデル11⊃

等が含まれる。

　土の構成式は、単なる概念あるいは純理論から組み立てられるものではなく、圧密履

歴、ダイレイタンシー特性等の土固有の特性を現実の形で理解し、ふまえた上で、これら
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が妥当に表現できることが必要である。また、構成式を有限要素法解析プログラムに導入

し、現実の問題に適用するには、モデルはできるだけ単純で扱い易いこと、使用される材

料定数の意味付け、決定法が確立されていることが必要がある。しかし、複雑な土の挙動

を広く説明する上で、万人の肯定を期待しうる構成式は現在においてもまだ見出されてい

ないのが実情であり、土質工学における重要な課題のひとつになっている。

　本論文では、この点に鑑み、以下の諸点を主要な目的としたものである。

　（1）一般応力空間での砂質土の非線形挙動を表現する繰返し弾塑性構成式を開発す

　　　　る。この繰返しモデルは、静的な載荷条件下での砂の挙動を包含するものでなけ

　　　　ればならない。

　（2）開発した弾塑性構成式を静的な載荷条件下におけるひずみ軟化挙動の解析へ適用

　　　　し、砂の非排水挙動を十分な精度で予測し得ることを明らかにする。

　（3）開発した弾塑性構成式を有限要素法による砂地盤の液状化解析へ応用し、境界値

　　　　問題としての現実の問題への適用性を明らかにする。

　本論文で取り扱う砂の非排水挙動に関するこのような理論的研究の成果は、砂の変形・

強度特性をよりよく理解する上で重要な情報を提供し、また、実際の境界値問題を取り扱

う上で有益な知見を与え得るものであると考えている。

　砂質土のモデル化を行う場合、考慮されなければならない課題が数多くあるが、以下

に、本研究において特に重視した項目と関連する章番号を示す。

　①：繰返し載荷時の履歴挙動（第2章、第5章）

図1－1（a）のバイ・リニア型の応カーひずみ曲線において、0⇒A⇔Bの処女載荷

（a） σ

B

σy1 一

A

ε

0

σy2 ＿　　　一　　　一　　　一　　一

C

D

図1－1

（b） σ

A

0
ε

1 7

D B
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バウシンガー効果およびMasing則
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時とB⇒C⇒Dの除荷時（逆方向載荷時）を考える。処女載荷時には、A点（σy、）で降

伏が発生するのに対し、逆方向載荷時にはこれより絶対値の小さいC点（σy、）で降伏が

生じる。このように、ある方向の載荷に対する塑性変形の発生によって、逆方向載荷時の

降伏応力が低下する現象は、バウシンガー効果と呼ばれる。

　また、図（b）の滑らかな応カーひずみ曲線において、0⇒Aの処女載荷時に比べて、

A⇒B⇒Cの逆方向載荷時の応カーひずみ曲線は約1／2の曲率でゆるやかに変化する。こ

のため、C⇒Dの再載荷時の応カーひずみ曲線を延長するとA点に戻ることになる。この

ように、ある方向の載荷に対する塑性変形の発生によって、逆方向載荷時の応カーひずみ

曲線の曲率が低下する現象は、Masing則と呼ばれる。

　繰返し弾塑構成式においては、このようなバウシンガー効果、　Masing則等の履歴挙

動、および繰返し載荷時のストレスーダイレイタンシー関係を妥当に表現しなければなら

ない。また、図1－1は一次元応カーひずみ曲線であるが、一般応力空間でモデルを組み

立てる場合、多次元空間での応力の反転を妥当に表現しなければならない。

　　②：非共軸性（第2章）

　降伏曲面（塑性ポテンシャル曲面）が応力の不変量で与えられる等方硬化モデルでは、

塑性ひずみ増分の主軸は応力増分の主軸ではなく、応力の主軸と一致する。このように、

塑性ひずみ増分と応力の主軸が一致する現象は共軸性（coaxiality）と呼ばれる。逆

に、両者が一致しない現象は非共軸性（noncoaxiality）と呼ばれる。図1－2（a）

は、鉛直方向と応力の主軸のなす角β。、同じく鉛直方向と塑性ひずみ増分の主軸のなす

τxz

a）1 dYPxz

streSS increment
　　　　　　　　　　●　　　　　　　o
Plastic　straln　lncre緬en

メへ2βε

streSS vector

2βs

（σz一σ．）／2

dεPz－dεPx

図1－2

　　　　τXZ

（b）

　o　　∂｛な幅な％

非共軸性の説明図

（σz、τxz）

『
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角β。を偏差応力空間で示したもので、β。＝βεの場合が共軸である。また、同図（b

）は、モールの応力円におけるβSを示したものである。矢富ら12⊃’13⊃は、砂のような

粒状体に発生するせん断帯（すべり面）を解析的に表現するには、使用する構成式にこの

非共軸性を評価する必要があること、すなわち、塑性不安定8）を伴う破壊現象の解析に

は、非共軸性の導入が不可欠であることを指摘している。

　地盤材料の構成式で表現される非共軸性の要因は、次の2つに分類することができる。

　　＠：塑性ひずみ増分が、現在の応力状態により唯一に決定されるのではなく、応力増

　　　　分の方向に依存することによって生じる非共軸性。この性質は、塑性応答の応力

　　　　増分方向依存性あるいは増分非線形性と呼ばれ、単曲面モデル4⊃’5D、亜塑性モデ

　　　　ル1°｝、Gutierrezのモデル14⊃、Ashokのモデル15⊃がこの範疇に入る。

　　⑮：異方性を含む定式化を行うことによって生じる非共軸性で、この場合、塑性ひず

　　　　み増分方向は塑性ポテンシャル曲面により応力増分方向に関係なく唯一に決定さ

　　　　れる。異方硬化則に基づく繰返しモデル2｝’3D’6L7⊃、初期応力による応力誘導

　　　　異方性を考慮した関口・太田モデル16⊃がこの範疇に入る。

また、この＠と⑤の割合を自在に設定できる繰返しモデル1η’18｝も提案されている。

　　③：中間主応力に基づく異方性（第2章、第4章）

　一般に、土の強度は主として平均有効主応力、拘束圧、中間主応力の影響を受け、静水

圧軸を含む三軸平面上と静水圧軸と直交するπ平面上において議論されることが多い。つ

まり、三軸平面上では平均有効主応力と拘束圧の影響にっいて、π平面上では中間主応力

の影響について議論される。

　一般応力空間での構成式を考える場合には、π平面上における異方性（規準）をどのよ

うに取り扱うかということが重要であり、どのような規準を用いるかによって、応カーひ

ずみ関係に与える影響も異ってくる。

　　④：非排水時あるいは間隙水圧の移動に伴うひずみ軟化挙動（第3章、第4章）

　新潟地震、日本海中部地震において大規模な地盤の側方流動が観測され19）・2°〕、液状

化に関係した最近の話題になっている。この原因として、液状化層の傾斜、基盤面の傾斜

等が指摘されているが、水平地盤においても％オーダーまたは数十％オーダーのひずみが

生じていることを考えると、非排水時あるいは間隙水圧の移動（migration）に伴うひず
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み軟化挙動の影響が考えられる。

　しかしながら、砂の挙動は、③で述べた中間主応力に基づく異方性や構造的な異方性の

影響を受け、応力状態によって非排水時のひずみ軟化の表れ方も大きく異なったものにな

る。一般応力空間でモデルを組み立てる上で、種々の応力状態における砂の非排水挙動、

特に液状化による大変形の要因と考えられるひずみ軟化挙動の評価は重要である。

　このため、液状化解析に用いる繰返し弾塑性構成式は、繰返し載荷に伴う破壊包絡線の

低下（強度低下）が妥当に表現できると同時に、静的な種々の載荷重条件下においてもこ

のひずみ軟化挙動が表現できなければならない。
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1，2　本論文の構成

本論文は、次の6つの章から構成されている。

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

序論

非共軸性の評価を取り入れた砂の繰返し弾塑性構成式

三軸応力状態での飽和砂の不安定挙動の解析的検討

弾塑性構成式に基づく異方性砂の非排水挙動の評価

砂の繰返し弾塑性構成式の有限要素法による液状化解析への適用

総括

　第1章では、本研究の目的と着目点、および繰返し弾塑性構成モデルに関する既往の研

究の概観を述べている。研究の概観のなかで、第2章、第5章で提案する繰返しモデルと

既往のモデルとの違いについても説明している。

　第2章では、有限要素法による二次元あるいは三次元液状化解析への適用を目的とし

て、一般応力空間での砂の非線形挙動を表現するひとつの繰返し弾塑性構成モデルを提案

している。このモデルは、一般応力空間での応力反転等の履歴挙動が説明できること、負

荷曲面はひずみの増加に伴って塑性状態で破壊曲面に漸近するが、両曲面は交差しないこ

と、土の異方性の影響により、応力主軸の回転に伴う塑性変形を記述できること等を考慮

して組み立てたものであり、繰返し載荷時の砂の挙動を妥当に表現できると同時に、静的

な載荷条件下の挙動を包含するものである。また、本モデルの最大の特徴は、非共軸性の

評価が積極的に取り入れられていることであり、その重要性が実験結果（非排水単純せん

断試験）との比較から示される。

　第3章では、第2章で提案したモデルを非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験

（体積ひずみ増分と軸ひずみ増分の比を一定に制御した三軸試験）で表れるひずみ軟化を

伴う不安定挙動の解析に適用している。本章では、まずモデルを静的な単調載荷の解析に

適用したときの構成関係を示している。次に、このモデルを用いて非排水三軸圧縮試験の

シミュレーション解析を行い、ゆる詰め砂の非排水せん断強度がゼロになり静的液状化に
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至る挙動、間隙比の減少に伴いひずみ軟化からひずみ硬化に至る挙動をうまく表現できる

ことを示している。さらに、非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験でのひずみ軟

化を表現する構成式の安定性について理論的考察を加えたうえで、両試験でのひずみ軟化

の判定式を示している。そして、この結果を基に材料固有のダイレイタンシー特性に加え

て、飽和砂要素に課せられる体積変化、すなわち、排水条件（間隙水の流出入）がひずみ

軟化を伴う不安定挙動の発生に重要な役割を演じていることを明らかにしている。

　第4章では、一般応力空間での両極端の応力状態である三軸圧縮と伸張時の砂の非排水

挙動を統一的に表現する構成式について解析的に検討している。三軸圧縮と伸張時には、

中間主応力に基づく異方性、構造的な異方性の影響が含まれ、砂の非排水挙動に大きな違

いがみられるため、一般応力空間でモデルを組み立てる上で両者を統一的に表現できるこ

とは重要な課題のひとつである。本章では、第2章で提案したモデルの流れ則を拡張し、

これを静的な単調載荷に対して適用している。具体的には、塑性ポテンシャル曲面（流れ

則）を定義する体積最大圧縮時の応力比のπ平面での形状を任意に選定できるモデルを提

案している。これによって、飽和砂の非排水三軸圧縮と伸張挙動の大きな違い（異方性）

をうまく表現できることを示している。

　第5章では、第2章で提案した砂の繰返し弾塑性構成モデルを、構造骨格と間隙水の二

相系からなる有限要素法による液状化解析に適用している。具体的には、「土質工学会・

地盤と土構造物の地震時の挙動に関する研究委員会」で取り上げられた新潟地震での川岸

町地盤の液状化解析（一次元問題）および水浸盛土の遠心力載荷実験のシミュレーション

解析（二次元問題）を実施し、同委員会で示された7種類のモデルによる解析結果と比較

するとともに、本モデルの液状化解析への適用性について検討している。ただし、繰返し

弾塑性構成モデルを有限要素法解析プログラムに導入するにあたり、第2章で提案したモ

デルをさらに単純化したものを使用している。

　第6章では、以上の結果を要約し、結論としている。また、各章の相互の関連を示すと

図1－3のようである。
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・ 本研究の目的と構成

・ 本研究における着目点
・ 繰返し構成式に関する既往の研究の概観

」

・一般応力空閻での繰返し弾塑性構成式の提案
・ 非共軸性の重要性を実験結果との比較から評価

／繰返し載荷時の履歴挙動／非共軸性／中間主応力に基づく異方性／

三軸応力状態での飽和砂の不安定

挙動の解析的検討

・ 第2章のモデルを非排水三軸試験、

　ひずみ経路制御三軸試験へ適用
・ ひずみ軟化時の構成式の安定性の検討
・ ひずみ軟化発生時の条件式の提示

／ひずみ軟化／

砂の繰返し弾塑性構成式の有限要

素法による液状化解析への適用

・ 第2章のモデルを一次元および二次元

　液状化解析へ適用

／繰返し載荷時の履歴挙動／

弾塑性構成式に基づく異方性砂の

非排水挙動の評価

・ 三軸圧縮と伸張時の砂の非排水挙動を

　統一的に表現できる構成式の提案

（第2章のモデルの流れ則を拡張）
・ 体積最大圧縮時の応力比Mのπ平面の

　規準の検討

／ひずみ軟化／中間主応力に基づく異方性／

／構造的な異方性／

　　　・本研究の結論

図1－3 本論文の概要
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1，3　繰返し弾塑性構成式に関する既往の研究の概観

　1960～1980年代、降伏曲面の内部を弾性領域とする前提を捨て、その内部の応力変化に

よる塑性変形の記述を目的として種々の繰返し弾塑性構成式が提案された。これらのモデ

ルは、すべて等方硬化則と移動硬化則を組み合わせた何らかの異方硬化則導入することで

繰返し載荷時のMasing則あるいはバウシンガー効果等の履歴挙動をうまく表現しようと

したものである。

　本節では、これらの繰返しモデルのうち、その後の繰返しモデルの発展の出発点となっ

たMrozら2⊃の多曲面モデル、多曲面モデルの煩雑さを嫌ってこのモデルを単純化した

Dafaliasら3｝の2曲面モデル、二曲面モデルをさらに簡潔にした単曲面モデル4⊃’5｝、多

曲面モデルを数学的に一般化したMrozら6）の無数曲面モデル、および橋口7⊃の拡張下負

荷面モデルの概要について述べる。

　第2章、第5章で提案する繰返し弾塑性構成モデルは、このなかの無数曲面モデルの範

疇に属するものである。ここでは、Mrozらのオリジナルの無数曲面モデルと提案するモデ

ルの違いについても述べる。

　以下では、古典的な弾塑性理論における降伏曲面を橋口2nにならって正規降伏曲面と

呼ぶこととする。

1．3．1　多曲面モデル

　塑性硬化係数場理論2⊃に基づく本モデルは、等方硬化と移動硬化による異方硬化モデル

である。塑性硬化係数場は、応力空間に一定の硬化係数K。を有する多数の曲面の配置に

よって決定される。材料の弾塑性挙動は、負荷経路に伴って変化するこれらの曲面の移

動、拡大（縮小）によって表現される。

　図1－4は、本モデルの概念を簡単に示したものである。応力～ひずみ（σ～ε）関係

は、同図（a）に示すように一定の硬化係数K。‘。｝、Kp‘、⊃、　K。‘。，・…K。〔。⊃の線分で

近似できると仮定する。図（a）には、n＝4の場合を示しており、　K。の大きさは、

K。｛。）＞Kp｛n＞Kp‘。⊃＞K。⊂、⊃＞Kp‘4⊃の順である。この仮定は、図（b）に示すよう
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に応力空問において一定の硬化係数を有する硬化曲面f。、f、、f、、f、、f。を規

定する。ここに、f。は弾性領域を規定する硬化曲面、すなわち降伏曲面であり、この領

域内ではK。⊂。）＝∞である。また、f、～f。はそれぞれ一定の硬化曲面K。｛、｝～K。〔。｝

の領域を定義する硬化曲面である。

　応力点がσ、軸に沿って0⇒A⇒B⇒C⇒D⇒Eと動く比例負荷のとき、応力点はA点

において弾性限界を示すf。に達する。f。は、　B点でf、に接するまで応力点に伴って

移動するが、この間他の曲面は動かない。その後、応力点がC点に達するまでf。とf、

は応力点に伴って移動する。このように、硬化曲面は順次移動して、図（c）には応力点

がf。　（E点）に達した状態を示している。この時点では、f。～f。のすべての曲面が

応力点（E点）で接することになる。

　次に、図（d）にE点から逆方向への除荷過程（E⇒F⇒G⇒H⇒1⇒J）を示す。E

～F間では、応力点は弾性限界を示すf。内にあるため、すべての曲面は移動しない。こ

の間の硬化係数は、0～A間と同じK。⊂。⊃＝ooであり、材料は弾性体として挙動する。図

（b）と図（d）の比較から、E～F間の応力差は0～A間の応力差の2倍になってい

る。応力点がF点を過ぎると、f。はE点から離れ、応力点に伴って移動する。図（e）

には、応力点が1点に達したときのf。～f。を示しており、1点でf。～f、が接して

いる。また、図（f）は応力点がJ点に達したときのf。～f。を示しており、すべての

曲面がJ点で接することになる。このとき、F⇒G、　G⇒H、　H⇒1、1⇒J間の応力差

は、それぞれA⇒B、B⇒C、　C⇒D、　D⇒E間の応力差の2倍であり、応カーひずみ関

係は図（a）のように表される。

　図（a）には、J点からの再載荷時の曲線も破線で併記している。図（d）～図（f）

と同じルールに従って、再載荷時の応カーひずみ関係が描かれる。最終的に、この曲線は

E点に戻り、Masing則が満足される。

　一方、比例負荷ではない場合、それぞれの曲面は互いに一点で接するが、決して交わる

ことがないという仮定が必要である。いま、図1－4（d）のH点まで除荷されたときの

f。～f、を図1－5（a）に示している。この後、応力点がH⇒Kに移動したときを考

える。f。、f、、f、の中心は、最終的に応力点がK点に到達したとき、すべてf、の

中心とK点を結ぶ直線上に位置するように移動しなければならない。理由は、f。～f、

とf3が交わってしまうためである。このことは、　f。～f、の外向き法線方向がすべて

同じであり、逆にf。～f、の外向き法線方向が同じ点を結ぶ直線に沿って負荷曲面の中

1　1
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比例負荷ではない場合の多曲面モデル

心が移動することをことを意味する。

　図（b）には、応力点がK点に到達したときのf。～f。を示しており、応力点（K点

）でf。～f3が接することになる。

　このモデルにおいては、仮定されるすべての硬化曲面（通常10～20）の配置を算定、記

憶しなければならず、計算は一般に煩雑となる。

　以上が多曲面モデルの概要である。これを土の繰返しモデルに適用した研究に、Mroz

ら22⊃、Prevost23⊃の研究がある。

1．3．2　二曲面モデル

　Dafaliasら3｝は、多曲面モデルの煩雑さを嫌ってこれを単純化した二曲面モデルを提案

した。このモデルは、正規降伏曲面Fと負荷曲面fの二つの曲面を有しており、境界曲面

モデルとも呼ばれる。fは負荷の方向を規定する負荷曲面であるのと同時に、弾性限界を

定義する降伏曲面としての機能を持つ。

　図1－6（a）は、初期の応力点が等方応力状態の0点にあるときのfとFを示してい

る。応力点が、0⇒A⇒B⇒Cと移動する応力経路を考える。応力点がOA間にあると

き、すなわちfの内側にあるときは、弾性変形のみが生じ、fは移動しない。応力点がA

点を過ぎると弾塑性変形が生じ、fは応力点の移動に伴って上方へ移動する。図（b）

は、応力点がB点にあるときのfとFを示している。このときの硬化係数Kpは、応力点

Bとそれに対応するF上のC点（共役点）との隔たりδの関数Kp（δ）として表される。
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すなわち、初期降伏時（図（a）のA点）で、Kp（δ）・∞、　F上でK。（0）・0とし、

K。（δ｝を単調に減少するδの内挿関数とすれば、弾性域から弾塑性域への応カーひずみ

関係の滑らかな遷移を表現することができる。ここに、K。（0｝は応力点がF上にあると

きの硬化係数であり、K。（0）・0とすれば、図（c）の実線で示すようにFの拡大（硬化

）の生じない応カーひずみ関係が表現される。また、K。（0）＞0とすれば図（c）の破

線で示すようにFの硬化が生じる応カーひずみ関係が表現される。

　次に、C点から逆方向への除荷過程（C⇒D⇒E）を図（d）に示す。CD間では、応

力点は弾性限界を示すf内にあるため、fは移動しない。　D点を過ぎると、　fはFから離

れ応力点の移動に伴って下方へ移動する。

　図（e）は、応力点がC⇒D⇒E⇒D’⇒C’と移動したとき、すなわち再載荷時の応

カーひずみ関係を示したものである。図中には、再載荷時のD点をD’、C点をC’で表

している。この図から分かるように、再載荷時のE⇒D’⇒C’は、処女載荷時の0⇒C

と同一形状を呈し、これらの相違、つまりMasing効果を表現できない。

　図（f）は、多次元の場合のfとFを表している。多次元問題においては、両曲面が決

まれば、次に負荷曲面上の応力点aに対応する正規降伏曲面上の点σ。　（共役点）を決め

る必要がある。この決定法にはいくつかの考え方があるが、図（f）ではa一αfを結ぶ

直線の延長とFとの交点をσFとしている。ここに、αfは負荷曲面の中心である。した

がって、δはa一σ。間の距離であり、硬化係数Kpはこのδの内挿関数として決定され

る。

　弾塑性変形中、両曲面はともにその大きさを変えながら（fとFの大きさは一定とする

モデル化も可能である）応力空間を移動するが、両者は互いに接することはあっても交わ

ってはならない。したがって、両曲面が接する場合、接点での両者の外向き法線方向は一

致しなければならず、逆に負荷曲面の中心は両曲面の同じ外向き法線方向を有する点を結

ぶ直線に沿って移動する。この点は、多曲面モデルの場合と同様である。

1．3．3　単曲面モデル

　Dafaliasら4⊃は、二曲面モデルにおいて負荷曲面を点に縮退させることにより、さらに

単純化されたモデルを提案した。このモデルは、正規降伏曲面Fのみを有するため単曲面

モデルと呼ばれる。
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図1－7　　単曲面モデルの概要

　このモデルにおいては、塑性ひずみ増分方向は正規降伏曲面上の共役点σ。の外向き法

線方向と同じであると仮定される。共役点の決庫法には、2種類がある。Dafaliasら4⊃

は、図1－7（a）に示すように正規降伏曲面の中心αFから応力増分dσに平行にでる

直線の延長がFと交わる点を共役点σFとした。ここに、図中のaは、現在の応力点であ

る。

　他方、Mrozら5）は図（b）に示すように応力点aからdσに平行に出る直線の延長がF

と交わる点をσ。とした。硬化係数K。は、二曲面モデルと同様にa一σ。間の距離δの

内挿関数とすれば滑らかな応カーひずみ関係を表現することができる。しかしながら、こ

のMrozらの方法では関数Fが単純な場合を除いて、一般にσ。を解析的に決定すること

はできず、数値計算によらなければならない。

　本モデルの特徴は、応力が正規降伏曲面の内部にあるとき、応力増分と塑性ひずみ増分

の相互依存性を表現できることである。すなわち、σ。の位置は応力増分dσによって決

まるため、σ。の外向き法線方向（塑性ひずみ増分方向）はdσに依存することになる。

なお、正規降伏曲面より大きな仮想的な塑性ポテンシャル曲面を導入すれば、応力が正規

降伏曲面上にあるときでも、この相互依存性を表現できるように拡張することも可能であ

る24）。

　本モデルでは弾性領域を仮定しないので、現在の応力点から正規降伏曲面に至る常に滑

らかな応カーひずみ関係を表現することができ、負荷曲面と正規降伏曲面の非交差条件を

考える必要がない。しかし、二曲面モデルと同様に処女載荷、除荷、再載荷曲線が同一形

状を呈し、　Masing効果は表現されない。また、応力増分dσが未知な場合、応力増分一
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ひずみ増分関係をも組み合わせた非線形連立方程式を解かなければならず、解析上煩雑な

問題を生ずる。このようなモデルは、増分非線形モデルと呼ばれる。増分非線形モデルの

具体的な解析アルゴリズムについては、Li26｝の液状化解析プログラムSUMDESに紹介さ

れている。

1．3．4　無数曲面モデル

　多曲面モデルにおいて、仮定する硬化曲面の数を無限に増やすことにより、多曲面モデ

ルを数学的に一般化した無数曲面モデルがHrozら6⊃により提案された。

　このモデルでは、点から正規降伏曲面に至る無数の硬化曲面が仮定されており、このう

ち、現在の応力点を通る活動硬化曲面は負荷の方向を規定する負荷曲面として用いられ

る。このモデルも単曲面モデルと同様に弾性領域が存在しない。また、硬化係数は負荷曲

面fの大きさと正規降伏曲面Fの大きさの比で表されるため、単調載荷時には常に滑らか

な応カーひずみ関係が表現される。

　図1－8は、A点で応力反転が生じ、応力点がA⇒Bに移動したときの負荷曲面fと正

規降伏曲面Fを示したものである。応力反転の瞬間負荷曲面fは、応力反転直前の負荷曲

面上の点（A点）となって表れる。その後、A⇒Bに応力点が移動するのに伴って、同図

に示すようにfは応力反転直前の負荷曲面に接しながら拡大することになる。この応力反

転直前の負荷曲面は、応力反転曲面fsと呼ばれる。多曲面モデルでは仮定したすべての

硬化曲面の配置を記憶しなければならないのに対し、このモデルでは負荷曲面f、正規降

σ塞

〆f A

σ

殴
B

fs

F

σ2

図1－8　　無数曲面モデルの概要
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伏曲面Fおよび応力反転曲面f。を記憶すれば良いという利点がある。しかし、応力振幅

が低下する繰返し載荷においては、すべての応力反転曲面を記憶しなければならず、応カ

ー 変形解析は一般に複雑となる。

　第2章、第5章で提案する繰返し弾塑性構成モデルは、この無数曲面モデルの範疇に入

るものである。提案する繰返しモデルの詳細については、第2章で述べるが、Mrozらのオ

リジナルの無数曲面モデルに対して、以下の5点を拡張することで、砂地盤の液状化解析

に適用可能な、より実用的な構成式になっている。

　　①：Mrozらのオリジナルのモデルが軸対称三軸応力空間で組み立てられているのに対

　　　　し、本モデルは一般応力空間で組み立てられている。

　　②：一般応力空間でモデルを組み立てるにあたり、中間主応力に基づく異方性を導入

　　　　している。

　　③：弾性領域を定義する硬化曲面fEを導入することで、液状化強度曲線の勾配を調

　　　　整することができ、より実用的なモデルになっている。

　　④：応力振幅が低下する繰返し載荷時の無数曲面モデルの煩雑さを解消するために、

　　　　新たな応力反転曲面を導入している。

　　⑤：非共軸性（主応力方向と塑性主ひずみ増分方向が一致しない現象）の評価が積極

　　　　的に取り入れられている。

1．3．5　拡張下負荷面モデル

　橋口25⊃は、正規降伏曲面Fの内部に常に応力点を通り、これと相似な負荷曲面fを仮

定し、硬化係数はこの両曲面の大きさの比に依存するという考えに基づいて初期下負荷面

モデルを提案した。

　このモデルでは、処女載荷時においては負荷曲面は大きさのない点の状態から応力が上

昇するとともに拡大し、最終的に正規降伏曲面に一致する。すなわち、負荷状態において

は、正規降伏曲面の大きさに対する負荷曲面の大きさの比Rが増大し、逆にRが増大する

とき負荷状態であると仮定する。一方、除荷時には負荷曲面は縮小し、応力が原点に戻っ

た状態で、再び点に縮小する。この過程では、塑性変形は生じない。

　図1－9に、初期下負荷面モデルを繰返し載荷に適用したときの概念を示す。図（a）

において、応力点が0⇒A⇒Bと上昇するのにともなって負荷曲面fは拡大する。同図で
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は、A点およびB点での負荷曲面をそれぞれfA、fBで示している。このときの応カー

ひずみ関係は、図（b）の0⇒A⇒Bで表される。その後、応力点がB⇒0⇒B⇒0と移

動したとき、すなわち除荷、再載荷、再び除荷のときの応カーひずみ関係も図中に併記し

ている。同図では、再載荷時のA、B点をA’、B’で示している。この図では、再載荷

時の0⇒A’⇒B’は処女載荷時の0⇒A⇒Bと同一形状を呈し、Masing効果を表現で

きない。また、繰返しにともなって過大な残留ひずみが蓄積されることになる。

　繰返し載荷に対する初期下負荷面モデルの上述の問題点を解消するために、橋口’1｝は

相似中心といわれる概念を導入した拡張下負荷面モデルを提案した。

　図（c）、（d）は、この拡張下負荷面モデルの概要を示したものである。図（a）に

おいて、応力点が0⇒A⇒Bと上昇するときを考える。初期状態の負荷曲面fは応力空間

の原点における点（0点）であるが、応力が上昇するにつれて、fは移動、拡大する。こ

のfの移動、拡大にともなって塑性変形が生じ、相似中心は応力に追随して上昇する。図
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（c）は、応力点がB点に到達したときのfを示しており、図中のsは相似中心、α，は

負荷曲面の中心である。

　一方、B⇒A⇒Oの除荷時においては、　fは相似中心sに至るまで収縮し、　s点におい

て再び点に縮退する。この間、塑性変形は生じず、sは移動しない。しかし、応力がs点

を通過すると、fは再び膨張して塑性変形が生じ、相似中心は移動する。っまり、応力が

原点（0点）に戻る前に塑性変形が生じるため、Masing効果がある程度表現されること

になる。

　相似中心sは、最も弾性的な応力との物理的な解釈が与えられている2のが、幾何学的

な意味は図（d）のようになると考えられる。同図では、sは正規降伏曲面Fの中心α。

と負荷曲面fの中心α，を結ぶ直線と現在の応力点aとF上の共役点σ。を結ぶ直線の交

点に位置し、a点とσ。点での法線方向が同一であることを意味する。

　前述の無数曲面モデルの相似中心は、処女載荷時には応力空間の原点であり、応力反転

後は応力反転が生じた点である。
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1，4　本論文で用いる応力、ひずみの定義

　本論文で用いる基本的な応力とひずみの定義をまとめて示すと以下のようになる。ま

ず、第2章、第4章、第5章は、一般応力空間を対象にしている。したがって、主要な応

力パラメーターとして、

　　P＝⊥σ、、δ、」丁至了。＝．「s、」S、」　・・……・・…・・………・…・（1．1）

　　　　3

　　θ一÷曲一・卜3畜3J二∋、〕・・…・一……………・・……・（1・2）

　　　　　1　　　　　　　　　　　1
　　J2＝－si♂si」　　J3＝：－si」s」kski　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（1．3）
　　　　　2　　　　　　　　　　　3

を用いる。ここで、σ、」は応力テンソル、pは平均主応力、　S、」＝σ、」－pδi」は偏差応

力テンソル、δ、∂はクロネッカーのデルタ、J。は偏差応力の第2次の不変量、　J、は第

3次の不変量であり、本論文では特に断りのない限り、応力はすべて有効応力を意味す

る。また、θは正八面体上における応力状態を表すパラメーターであり、ローデ角と呼ば

れる。

　これらの不変量を用いれば、各主応力は次式で表現することができる。

σ、一
」一年血｛θ÷i－2）｝…・・………・…………（1・4）

　　　　　　　　　　　　（i＝1、　2、　3）

この各主応力の絶対値の大小関係をσ、〉σ、〉σ、とすれば、θは次式の範囲で決定す

ることができ、

　　　フじ　　　　　　フじ
　　一一≦θ≦一　　　　…　　。．．●・●・・●・●・・●。・．。・・●・・●・・・・…　　●●・．●・●●…　　●・・。・…　　（1．5）

　　　6　　　　6

θと中間主応力係数b値との関係は、次式のとおりである。

　　b÷≡li－÷｛！3㎞（一θ）＋1｝・……・…・………・…・・（・・6）

　そして、式（1．1）の応力パラメーターに対応するひずみパラメーターとして、

　　v＝。、、δ、」　　ε。＝丁τ：5マ・………・・……………・・（1．7）

を用いる。ここに、ε、」はひずみテンソル、vは体積ひずみ、　e、」＝εi」一（1／3）vδ、」
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は偏差ひずみテンソルであり、応力とひずみの符号は、圧縮を負とする。また、テンソル

は指標表示し、総和規約を用いる。

　第3章は、三軸応力空間において主応力方向が回転しない場合を対象にしている。した

がって、軸対称応力状態を考えているので、以下の2つの応力パラメーターで規定する。

　　　　1　　p＝一（σa十2σr）　　q＝＝σa一σr　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（1．8）

　　　　3

ここに、σ、、σ．は、三軸供試体の軸応力および側方応力、qは軸差応力である。これ

らの応力パラメーターに対応するひずみパラメーターとして、

　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　v＝εa十2εr　　　　　e＝一（εa一εr）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（1．9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　3

が定義される。ここで、ε、、ε．は、軸ひずみおよび側方ひずみ、eは軸差ひずみであ

る。

　式（1．1）と式（1．8）および式（1．7）と式（1．9）より、次の関係が得られる。

　　q＝．「蕊：－　　　e＝．「爾一εs…・・………・・…・・…（1．10）
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第2章　非共軸性の評価を取り入れた砂の繰返し弾塑性構成式

2，1概説

　1960～1980年代、降伏曲面の内部を弾性領域とする前提を捨て、その内部の応力変化に

よる塑性変形の記述を目的として種々の繰返し弾塑性構成モデルが提案された。これらの

モデルは、すべて何らかの異方硬化則を導入することで繰返し載荷時のMasing則あるい

はバウシンガー効果等の履歴挙動をうまく表現しようとしたものである。このうち、Mroz

の塑性硬化係数場モデルnはその後の繰返しモデルの発展の出発点となったモデルで、降

伏曲面の内部に一定の硬化係数を有する多数の曲面を配置していることから、多曲面モデ

ルとも呼ばれている。その後、多曲面モデルの煩雑さを嫌ってこのモデルを単純化した二

曲面モデル2⊃、二曲面モデルをさらに簡潔にした単曲面モデル3L4⊃、また多曲面モデル

を数学的に一般化した無数曲面モデル5⊃が提案された。また、橋口6｝は相似中心と呼ばれ

る概念を導入することで、常に滑らかな応カーひずみ関係を表現すると共にメイシング効

果を制御できる拡張下負荷面モデルを提案している。

　しかし、これらのモデルは液状化解析への適用を想定すると、理論的枠組みとしての色

彩が強い。さらに、その大部分は材料定数の数が非常に多く、対象材料への適用において

は、その意味付け、決定法を確立すると共に圧密履歴、ダイレイタンシー特性等の土固有

の特性に対する検討が必要であろう。

　一方、近年土質工学会では二つの研究委員会η’8｝で要素試験、1次元地盤、土構造

物、地盤一構造物連成系の問題に対して一斉解析を行い、構成モデルの液状化解析への適

用性を調べており、境界値問題としての現実の問題への適用も活発に行われるようになっ

てきた。しかしながら、液状化挙動を解析で求めようとするとまだまだ十分でないことも

多く、満足できる構成モデルは存在しないといえる。

　本章では、一般応力空間での砂の非線形挙動を表現するひとつの繰返し弾塑性構成モデ

ルを提案する。このモデルは、繰返し載荷時の砂の挙動を妥当に説明できると同時に、静
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的な載荷条件下の挙動を包含するものである。また、本モデルの最大の特徴は、非共軸性

（主応力方向と塑性主ひずみ増分方向が一致しない現象）の評価が積極的に取り入れられ

ていることであり、その重要性が実験結果との比較から示される。
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2，2　繰返し弾塑性構成式

2．2．1　モデルの特徴

　繰返し弾塑性構成モデルを二次元あるいは三次元の液状化解析に適用する時、次の項目

を解決しておかなければならないと考える。

　　①：一般応力空間での応力の反転が考慮できること。すなわち、不変量で記述された

　　　　構成モデルでは、応力の符号も含めて完全に反転する両振り載荷と応力の符号は

　　　　反転することのない片振り載荷の区別ができないが、両者が明確に区別できるこ

　　　　と。

　　②：負荷曲面は、ひずみの増加に伴って塑性状態で正規降伏曲面に漸近するが、交差

　　　　してはならない。

　　③：土の異方性の影響により、主応力軸の回転に伴う塑性変形を記述できること。

　本章では、これらの点を考慮して既に提案している繰返し構成モデル9⊃’1ωを拡張し、

飽和砂の液状化解析を想定した新たな繰返しモデルを提案する。モデルの特徴は次のとお

りで、このうち③～⑥は本モデルの独自性を示すものである。

　　①：本モデルは、塑性硬化係数場理論nに基づく無数曲面モデルの範疇に属し、応力

　　　　比一定タイプの正規降伏曲面とその内部に定義される無数の硬化曲面によって構

　　　　成される。硬化曲面は、応力空間において一定の硬化係数を有する応力点を結ん

　　　　だ曲面である。このうち、現在の応力点を通る活動硬化曲面は負荷の方向を規定

　　　　する負荷曲面として用いられ、その移動、拡大および縮小によって古典弾塑性論

　　　　で弾性域として取り扱われてきた領域での弾塑性挙動を記述する。

　　②：本モデルで、陽に用いられる曲面は、正規降伏曲面、負荷曲面、最新の応力反転

　　　　曲面、過去の最大の応力反転曲面および弾性域を定義する硬化曲面の5つで、5

　　　　曲面モデルと呼ぶこともできる8。

　　　　＊無数曲面モデルでは、応力点の移動に伴って活動硬化曲面（負荷曲面）は別の

　　　　硬化曲面に飛び移り、この曲面が新たな負荷曲面になると考えられられている。

　　　　しかし、設定された硬化係数の下で適応条件は暗に満足されると考えれば、応力
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　　点の移動に伴って同一の負荷　曲面が移動、拡大したとみることができる。この

　　意味から、本モデルは5曲面モデルと呼ぶこともできる。

③：正規降伏曲面および負荷曲面に、中間主応力の影響を考慮した松岡・中井11⊃の

　　破壊規準によって表現される異方性を組み入れる。このとき、一般応力空間では

　　応力点の移動に伴って対応する正規降伏曲面の半径が変化するため、この変化を

　　考慮した硬化則の設定が必要である。ここでは、偏差応力比を正規降伏曲面の半

　　径で基準化した応力比でモデルを組み立てることでこの問題を解決している。

④：モデルは非関連流れ則に基づいており、塑性偏差ひずみ増分の方向は、＠負荷曲

　　面の偏差応力空間での外向き法線方向単位テンソル、⑮応力反転の影響を表す単

　　位テンソル、および＠過去の応力履歴の影響を表す単位テンソルの線形和によっ

　　て決定されると仮定する。⑮、＠の導入により、増分線形モデルの範疇で繰返し

　　載荷時の非共軸性をうまく表現することができる。

⑤：④で決定された偏差ひずみに関する流れ則に基づいて、一般応力空間で非共軸性

　　の程度を表すスカラー変数cが定義される。このcをストレス・ダイレイタンシ

　　ー関係に導入すること、すなわち、非共軸性の評価を取り入れることで応力反転

　　後のダイレイタンシー特性をうまく表現することができる。

⑥：過去の最大の応力反転曲面による応力誘導異方性を表す新たな応力反転曲面を導

　　入する。これによって、無数曲面モデルの問題点である応力振幅が低下する載荷

　　に対する応答についてもうまく表現することができる。

⑦：モデルの材料定数は、弾性定数も含めて7個と比較的少なく、その意味も明らか

　　である。

2．2．2　モデルの概要

　図2－1は、モデルの構成を簡単のため2次元平面で概念的に示したもので、ここに、

σ、は軸応力、σ．は側方応力、τはせん断応力、pは平均主応力である。モデルは、軸

差応力比（（σバσ。）／（．／－3p））およびせん断応力比（τ／p）を正規降伏曲面Fの半径A

で基準化した空間で組み立てられており、この空間では、Fは半径1の円である。以下、

この空間を基準化空間、この空間での応力比を基準化応力比と呼ぶ。

　モデルを基準化空間で組み立てることで、負荷状態を正規降伏曲面Fの大きさに対する
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図2－1　本モデルの概要

負荷曲面fの大きさの比Rで定義することができ、Fの半径Aが変化する一般応力空間で

の異方硬化則を幾何学的に容易に設定することができる。

　同図（a）は、異方圧密状態（σ。〉σ．、τ＝0）の点1からのせん断過程（1→3

）での負荷曲面fと正規降伏曲面Fを示す。正規圧密砂の初期状態のfは、原点を中心と

するf、で表される。τの増加に伴ってfは次第に拡大し、点3でf、に達する。同図

（b）は、点3からの逆方向のせん断過程（3→6）を示す。応力反転の瞬間に負荷曲面

は、f。上の点となって現れる。この応力反転が生じる直前の負荷曲面（f、）を応力反

転曲面f。と呼ぶ。以後、逆方向のせん断の進行に伴ってfは点3に接しながら次第に拡

大し、点6でf。に達する。このことは、1→3のせん断過程において負荷曲面が内側の

硬化曲面を引き連れて拡大したことを表し、過去の最大のRを越えてfが拡大する時（処

女載荷時）は、fの中心は常に基準化空間の原点にある。

2．2．3　正規降伏曲面F、負荷曲面f、応力反転曲面fsおよび弾性領域を定義す

　　　　　　る硬化曲面fE

正規降伏曲面Fは、2階の応力テンソルσ、」を用いて式（2．1）で表され、前述のように

基準化空間で半径1の円である。ここでは

としての意味を持つ。

　　F＝Ri」Riδ一12＝0　・・・・・・・…

、Fの硬化は考慮されておらず、　Fは破壊曲面

・・・・… 　…・・・・・・・・・・・・…　…・・・・…　（2．1）
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ここに、基準化応力比R、」－h、偏差応力比η、」＝聾、平均主応力P＝⊥σ。k、偏差

　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　p　　　　　　　　　　3

応力s、」＝σ、」－Pδ、」、δi」はクロネッカーのデルタである。一般応力空間でのFの半

径Aは、次式で表される。

　　A一印1／2G（θ）…一・…一…………・一…・・……（2・2｝

ここで、θはπ平面上における応力状態を表すパラメーターで、ローデ角と呼ばれる。θ

は次式で表される。

　　θ一÷血一・〔－3畜3J爵3。〕一・一……………・…一（2・3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1
ただし、偏差応力の2次不変量J。＝－s五」S、5、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3次不変量J。＝－s、」S」・S・・であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　3

る。

　式（2．2）で用いられるG（θ）は、中間主応力による強度異方性を考慮し、かつ数学的に

取り扱いやすいテンソル不変量表示したもので、色々な式が提案されている。ここでは、

SMPの概念に基づく松岡・中井規準1’｝をローデ角θの関数として表示した次式12，を用

いる。本モデルは、このG（θ）を変えるだけで種々の強度異方性を表現できるという特徴

を有しているが、これについては、2．5で後述する。

　　　　　　　　　　　1
　　G（θ）　＝　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 　（2．4a）

　　　　　　2卜皆〕1／2…〔皆〕

ここに、

V＝　　3（k－9）

　　2ksin（3θ）
　　S＝

であり、

3－k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s
　　　　　、　k＝9十8tan2φc、　cosu＝：　　　　　　　　、

2〔一着｝3／2

27（k－9）

・… 　　（2．4b）

　　　　φ。は三軸圧縮状態（θ＝π／6）での破壊時の内部摩擦角である。すなわち、正

規降伏曲面Fのπ平面での形はモールクーロン規準の角を滑らかに結んだもので、軸対称

応力状態（θ＝±π／6）でモールクーロン規準と一致する。

　負荷曲面fは常に現在の応力点を通るように決定され、次式で表される。

　　f＝　（Ri」一αi」）（Ri」一αi」）－R2＝0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．5）
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ここに、α、」は基準化空間でのfの中心座標である。また、R（0≦R＜1）は基準化空

間でのfの半径で、次式で表される一般応力空間でのfの半径aとFの半径Aの比であ

る。

　　a＝aoG（θ）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．6）

上式のG（θ）は式（2．4）のθを次式のθに置き換えたもので、a。は後述の式（2．26）、式

（2．27）の硬化則から決定される。

百一 ÷一・卜3ぎ33凱〕……・……………一・…・…（2・7）

ただし、J2・＝（1／2）si」Si」、J3＝（1／3）Si」S」kSki、　Si」＝Si」－pAαi」であ

る。

　応力反転曲面f。は応力反転が生じる直前の負荷曲面で、fと同様に式（2．5）で表され

る。この曲面は、応力点が曲面の外に出てくるまではその大きさ、位置を変えず、外に出

てきたときf。に関する過去の情報は消失する。このうち、最新の応力反転曲面をf。N、

過去の最大の応力反転曲面をf。Mと呼び、　f。Nの半径をR。N、　f。Mの半径をR。図で表す。

f。Mは、基準化空間における過去の最大の負荷曲面を意味する。

　弾性領域を定義する半径REの硬化曲面fEは、2．4．2で後述するように液状化強

度曲線の下限値（液状化に至る繰返し回数N、＝∞の時の応力比）を制御し、強度曲線の

勾配を調整することができる1ω。REは一定で、材料定数として与えられる。この曲面

は、R＞REの時f上の応力点に接しながら移動し、この時弾塑性変形が生じる。応力点

がfEの内部にある時は、その位置も不変で、弾性変形のみが生じる。本曲面は、弾性領

域と弾塑性領域の境界を定義するという意味から、古典弾塑性論における降伏曲面とみな

すことができ、RE＝0の時降伏曲面は存在しないことになる。また、　RE＝1の時正規

降伏曲面内全域が弾性域となり、古典弾塑性論に帰着する。図2－1はRE＝0の時の説

明図であるが、RE≠0の時、点3及び点6の時点でのfεを示すと図2－2のようにな

る。

2．2．4　流れ則

本モデルでは、2種類の流れ則が用いられる。1つは、偏差応力空間での流れ則、もう

1つは、p－∫（2J。）平面での流れ則である。前者は2．3で後述する実験結果に基づき
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設定されるもので、塑性偏差ひずみ増分deP、」の方向を定義する。後者は、塑性体積ひ

ずみ増分dvPとldeP、∂1の比、すなわち、ストレスーダイレイタンシー関係を定義す

る。ここに、　deP、」＝dεPi」一（1／3）dvPδ、」、　dvP＝dεPkk、　dεPi」は塑性

ひずみ増分で、　i　lはテンソルのノルムを表す。

　（a）偏差応力空間での流れ則

　まず、塑性偏差ひずみ増分dePi」に関する流れ則を示す。　deP、」の方向を示す単位

テンソルG、」（＝deP、」／ldeP、」i）として、次式を用いる。

　　Gi」＝Qi」／IQi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．8）

上式のQ、5として新たに次式を導入する。

　　Qi」＝（1－d）QNi」十d｛QLi5十2C（1－Rs廻）QHi」｝　・・・・・・…　（2．9）

ここで、d（0≦d≦1）＝R／R。駈、κは応力履歴に依存する非共軸性の程度を表す材

料定数である。QL、」は負荷曲面fの偏差応力空間での外向き法線方向単位テンソルで、

次式で表される。

　　QLi」＝一（Ri」一αi」）／IRi」一αi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．10）

QN、」は現在の応力点から過去の最大の応力反転曲面f。闘の中心（基準化空間の原点）に

向かう単位テンソルで、応力反転の影響を表し、次式で示される。

　　QNi」＝Ri3／IRi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．11）

なお、R＞RsMの処女載荷時においては、　d＝1であることに留意する必要がある。

QH、」は直前の応力経路の方向を示す単位テンソルで、過去の応力履歴の影響を表し、次
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式で示される。

　　QHi」＝一（Ri」－Rli」）／IRi」－RIi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．12）

ここに、RIi」は前ステップでの基準化応力比である。この応力履歴の影響を表すQH、」

は、塑性ひずみ増分方向の応力増分方向依存性1⊃’4｝’5｝’1°⊃’13⊃を考慮することによって

評価される非共軸性に比べ、より強い非共軸性を与えることができる。また、応力増分方

向依存性を考慮した増分非線形のモデルは、

　　①：一般に、塑性ひずみ増分方向を定義するのに、応力増分dσ、」とFの交点（共役

　　　　点）を求める必要があるが、式（2．4）のようにローデ角θの関数として異方性を

　　　　導入したモデルでは、共役点を解析的に決定できない。

　　②：構成関係が増分非線形であるために、2．2．8で後述する弾塑性係数テンソル

　　　　DEP、δ。、を求めるのに収束計算が必要である。

等の問題点を有する。一方、ここで示すモデルは増分線形であるため、これらの問題が解

消され、FEM解析において計算時間を大幅に低減することができる。

　図2－3は、上述したQL、」、QNi」、QH、」を偏差応力空間で模式的に示したもので

ある。＠点で応力反転が生じ＠→⑤→⑥と応力点が移動した時、⑤、＠点でのそれぞれの

単位テンソルを示している。⑮点では0＜d＜1で、Q、」は式（2．10）、（2．11）、（2．12）の3

／ τ／A

◎

⑤1
1

K
Q触1＿〆

fsN＝fsM Q∵ij

◎レ＜

　Q
；

QHij
〆　Q

図2－3

QL声。一σ，

L
ij

偏差応力空間での流れ則

∫3A
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つの単位テンソルの線形和で表され、Rが小さいほどQN、」の効果（応力反転の影響）が

大きくなる。＠点を越えるとd＝1のため、QN、」の効果は消失し、　Q、」はQL、」と

QH、」で記述される。そして、　R＝1、すなわち、　f＝Fに接近するにつれてQH、」の効

果は減少し、R＝1ではQ、」はQL、」のみで記述され、主応力方向と塑性主ひずみ増分方

向が一致する共軸性を表すことができる。

　材料定数κは、処女載荷時（d＝1）に応力履歴に依存する非共軸性の程度を表す。X

＝0の時は、G、」＝QL、」で常に共軸である。　Xを大きくするほど応力履歴に依存する非

共軸性の程度を大きく表現することができ、前ステップのdσ、」の方向によってその程度

は変化する。

　（b）p一ギ（2J2）平面での流れ則

　次に、上で定義されたG、」にp－．〔2J。）平面での流れ則、すなわちストレスーダイレ

イタンシー関係を重ね合わせて、塑性ひずみ増分dεP、」の方向を規定する単位テンソル

g、」（＝dεP、δ／ldεP、」Dを定義する。　gi」はG、」に体積成分を導入することによっ

て次式で表すことができる。

　　9i」＝αGi」＋　（1／3）αβδi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．13）

上式の両係数α、βを決定するために、本モデルでは次のカムクレイ型のストレスーダイ

レイタンシー関係を用いる。

　　－dvP／dεsP＝M－cη　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．14）

ここに、η＝1η、51、　dεsP＝ldeP、」iであり、体積最大圧縮時の応力比Mは次式で表

される。

　　M－〔号〕1／2煽（θ）…・…・・……・………………一・…・（2・15）

φm。を三軸圧縮状態での体積最大圧縮時の内部摩擦角とすると、上式のGm（θ）は式

（2．4）で使用されるφ。をφ鵬に置き換えたものとなる。

　式（2．14）のc（－1≦c≦1）は、本研究で新たに導入した非共軸性の程度を表すスカ

ラー変数で、c＝1は共軸を、　c＝－1は主応力方向と塑性主ひずみ増分方向が逆向きで

あることを示す。すなわち、式（2．14）はカムクレイ型のストレスーダイレイタンシー関係

に非共軸性の評価を導入したもので、Gutierrez13⊃の2次元平面（平面ひずみ）での提案

を一般応力空問での関係式に拡張したものである。以下、その決定法を示す。

　カムクレイ・モデルのエネルギー消散式を一般応力空間で表すと次式のようになる。
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　　pdvP十si」dePi」＝Mp　dεsP　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．16）

上式の左辺第2項は、主応力方向と塑性主ひずみ増分方向が異なる場合、応力とひずみの

不変量（2J2）’／2およびdε、Pを用いると次のように表される。

　　Si」dePi」＝：C（2J2）1／2dεsP　…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．17）

比例定数λ（＝ldεP、」1）と式（2．13）を用いて、次式が得られる。

　　dePi」＝λ（αGi」）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．18）

　　dεsP＝λα　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・…　。・・・・・・・・・・・…　。・・・…　（2．19）

ここに、λ＝df／K。、df（＝n、∂do、」）は負荷指標、　K。は硬化係数、　n、」は負

荷の方向を示す単位テンソルである。式（2．18）、（2．19）を式（2．17）に代入すると、cは次

式で与えられる。

　　c＝si」Gi」／（2J2）1／2　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．20）

また、式（2．17）を式（2．16）のエネルギー消散式に代入すると、式（2．14）のストレス・ダイ

レイタンシー関係が得られる。以上から、式（2．14）に式（2．19）と次式を代入すると、

　　dvP＝λαβ　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　の・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・…　（2．21）

式（2．13）の係数βは次式で表される。

　　β＝一（M－cη）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．22）

係数αは、　19i」1＝1より、次のようになる。

　　α＝｛3／（β2＋3）｝1／2　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
　（2．23）

　流れ則の解析手順は、まず、式（2．8）～（2．12）からG、」が決定され、G、」を式（2．20）に

代入してcが決まる。次に、cを式（2．22）に代入してβが、式（2．23）でαが決定される。

最後に、G、」、α、βを式（2．13）に代入してg、」が定義される。

　ここで、cの影響を調べるため、等方応力状態でせん断応力τが変動する場合を考えて

みる。図2－4の左上に示すようなせん断履歴において、＠～⑤および＠～⑥ではc＝

1、⑤～＠および＠～⑥ではc＝－1である。この結果、式（2．14）は図2－4の実線で示

すように実験結果とうまく対応するストレスーダイレイタンシー関係を表現することがで

き、cの符号の反転によってストレスーダイレイタンシー関係に応力反転の効果が反映さ

れる。比較のため、式（2．14）でc＝1とし、カムクレイ・モデルのストレスーダイレイタ

ンシー関係をそのまま繰返し載荷に用いた場合は、応力反転後の⑤～＠および④～⑨は破

線のようになり、明らかに既往の実験結果’4｝と矛盾し、　dvPの符号さえ一致しないこ

とが分かる。
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図2－4 ストレスーダイレイタンシー関係

2．2．5　負荷指標df

　塑性ひずみ増分dεP、」の大きさを規定するdfは、式（2．18）、（2．19）に関連して前述

したように次式で与えられ、同式は、同時に載荷、除荷状態を判定する負荷指標として用

いられる。

　　df＝ni」dσi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．24）

負荷の方向を示す単位テンソルn、」は、次式で与えられる。

　　ni」＝（∂f／∂σi」）／1∂f／∂σi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．25）

∂f／∂σ、」については、2．2．10で具体的に述べる。上式は式（2．10）との比較から、

処女載荷時（d＝1）にκ＝0の時のみ偏差応力空間で負荷の方向が流れの方向と一致す

ることを表す。

　式（2．24）は応力反転の瞬間のみdf〈0を示し、この時fは点に縮小する。それ以外は

すべてdf＞0で、載荷として取り扱われる。

2．2．6　硬化則

本モデルではdf＝0及びR≦REの場合を除いて、応力点の移動によって常に新しい

36



負荷曲面fが形成される。ただし、二曲面および多曲面モデルにおいては、何らかの移動

硬化則を設定し、適応条件を介してfの中心座標α、」が決定されるのに対し、本モデルで

はこれを介さずに幾何学的条件だけからα、」およびfの半径Rを決定することができる。

このことは、後述の式（2．32）で与えられる硬化係数の下で、適応条件を満足する移動則が

暗に設定されていると考えることもできる。

　具体的には、次式を式（2．5）に代入しRに関する2次方程式を作成する。

　　　　　αli」　（RsN－R）十αNi」　（R－RI）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　°°°°°°°°°°・・●。・・．・・…　　（2．26）　　αij＝
　　　　　　　　　　（R。N－RI）

ここに、RI、αIi」は前ステップの負荷曲面fIの半径と中心座標、　R。N、αN、」は最

新の応力反転曲面f、Nの半径と中心座標である。　Rはこの2次方程式の一つの解であり、

次式で与えられる。

　　　　－A2－　（A22　－AIA3）　1／2
　　　　　　　　　　　　　　　　　°°°°・。°°°・・…　　●・●・・●・…　　●●・・。・…　　●…　　（2．27a）　　R＝
　　　　　　　　　A1

ここに、

1ここ讐手∴：：∵αlll聾：R・｝…一

である。また、α、」は上式で得られたRを式（2．26）に代入して決定される。

　図2－5は、図2－1と同じ平面で式（2．26）を示したものである。同図は、応力点が1

→2に移動したときfIの中心とf。Nの中心を結ぶ線上にfの中心が決定され、f、fI

およびf。Nが応力反転の生じた点Sで接し、これらの曲面が交差しないことを表してい

る。別の表現をすると、負荷曲面の中心の移動量dα、」（＝α、」一αIi」）は、半径の拡

大量dR（＝R－RI）を用いて次式で表せることを意味している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α　　ij寧α　　ij
　　　　　　　　　　　　dR　　・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・…　。…　。・・・・・・・・・・…　（2．28）　　dαi」＝
　　　　　　　RsN－RI

　なお、繰返し載荷時の応力反転を記述するために、応力反転が生じた図2－5の点Sを

中心とし、等方的に拡大する同心円で負荷曲面を表すモデル15，も数多く提案されてい

る。しかしながら、この種のモデルは、一次元応カーひずみ関係を取り扱う場合には問題

ないが、一般応力空間ではfとFが交差し、K。≠0で応力点がFに到達することとな

り、塑性状態でfがFに漸近する現象をうまく表すことができない。

　ところで、本モデルで採用した無数曲面モデルは、応力振幅が低下する繰返し載荷にお
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図2－5 負荷曲面の決定法則

いて原理的には、すべての応力反転曲面を記憶せねばならないという問題を持っている。

この問題は、Hardin－Drnevich、　Ramberg－Osgood等の一次元応カーひずみモデルに

Masing則を導入する時、除荷開始時の情報を何個まで記憶しておくかという問題と同じ

である。

　この問題に対し、本モデルでは負荷曲面fおよび最新の応力反転曲面f。Nの半径と中心

座標、過去の最大の応力反転曲面fs凹が生じた時点での基準化応力比RM、」を記憶するこ

とで、上述した無数曲面モデルの煩雑さを解消している。ここに、R。u＝IRM、」1であ

る。この場合、応力振幅が低下する応力反転が3回以上発生するとf。Nとf。Mは接しなく

なり、その後応力点がf。Nの外側に出てきたとき何らかの工夫が必要になる。この対策と

して、図2－6を用意した。同図では、応力点がf。Nの外側でfs凹の内側に出たとき、破

線で示すようにRM、」を通りf。Nの外側に接する新たな曲面f。Kを定義し、応力点がfsK

の内にあるか否かを判定する。内にあるときは、f。Nをf1、fsKを新たな応力反転曲面

f，Nとし、外にあるときはf。Kをfl、f。Mをf、Nとして式（2．26）、式（2．5｝からfが決

定される。このことは、過去の最大基準化応力比R図、∂による応力誘導異方性がR＜R。u

で存在し、R≧R。Mで消失することを意味する。　fsKの半径RKおよび中心座標αK、」

は、式（2．29）、式（2．30）で表される。

　　RK＝（1－t）Rs慧　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．29）

　　αKi」＝tRMi」　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．30）

38



ノ τ／（pA）

　／／

千IKだ

ノ、　　RMij

　　　fsN　I　　o　、，

～一脚

／　　＼黛’

fsM　　M

　　　　／

一

σa　－

∫3P

図2－6 新たな応力反転曲面fsK

一 σr

両式は、αK、」がfsMの中心（基準化空間での原点）とRM、」を結ぶ線上に位置すること

を意味している。ここに、tはRK、αK、」をR、αi」として式（2．5）に代入して得られ

る方程式の解であり、次式で表される。

　　　　αNi」　αNi」十2Rs翼RsN－RMi」　RMi」一　（RsN）2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・…　　9・●．●・・（2．31）　　t＝　　　　　2　（R図i」　αNi」十Rs麗RsN－RMi」　R凹i」）

　この方法を用いることで、負荷曲面の半径Rの滑らかな遷移を表現することができる。

同時に、プロクラム記憶域を大幅に低減でき、数値計算アルゴリズムの簡略化を図ること

ができる。また、後述の式（2．32）で示すように硬化係数K。はRの関数で表されるため、

K。の滑らかな遷移も表現される。

2．2．7　硬化係数Kp

　応カーひずみ関係を定義するには、最後に硬化係数K。を設定する必要がある。硬化係

数K。は、負荷曲面の半径Rで規定され、次式で与えられる。

K・＝K・・〔｛｝〕1／2q≡1。〕2・・………………・・……・…（2・32）

ここに、Kp、＝rK、、p、は初期平均主応力、　K、は初期体積弾性係数である。rは本
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モデルの材料定数で、硬化係数の初期値K。、を初期体積弾性係数K、で規準化したもので

ある。

　この結果、除荷曲線は処女載荷曲線の半分の曲率をもつことになり、　Masing則が表さ

れる。また、f＝Fの時、　R＝1、K。＝0であり、塑性状態でfはFに限りなく漸近す

るが、一致することはない。

　式（2．32）は、以下に示すように平均主応力p一定の等方応力状態で処女載荷時の一次元

応カーひずみ関係を双曲線で表示したことに相当し、材料定数rはη一ε。P関係の初期接

線勾配を規定する。まず、η一εsP関係を式（2．33）の双曲線で表すと、

　　　　　AGtεsp　　　　　　　　　　　．．．．・・・・・・・・・・・・・…　　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・…　　（2．33）
　　η＝
　　　　A十Gtεsp

次式が得られる。

　　　　　　　　　　dη　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　　。・・・・・…　　。・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・（2．34）　　dεsp＝
　　　　　　Gt　（1一η／A）2

ここに、G。は双曲線の初期接線勾配である。また、　AはFの半径で、双曲線の漸近線で

もある。一方、本モデルでは、式（2．19）より次式が成り立っ

　　　　　　　ni」dσi」　　　　　　　　　　　　　．°°○●°．●・．・●●．・・。●・●・・●●●●●●●・●・・●・・●●・○．●●●・●（2．35）　　dεsp＝α
　　　　　　　　Kp

ここで、平均主応力p一定の等方応力状態でせん断応力τが増加するとき、一次元問題で

は次式が成立する。

　　ni」dσi」＝：．／－2　dτ　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．36）

　　dη＝（《／－2／p）　dτ　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 　（2．37）

式（2．36）を式（2．35）に、式（2．37）を式（2．34）に代入し、α＝1であることを考慮して両者

を比べると、次式が得られる。

　　Kp＝GtP（1一η／A）2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．38）

処女載荷時はη＝aであるから、K。、＝G。　p、　RE＝0のとき式（2．32）と式（2．38）は一

致し、式（2．32）は双曲線の応カーひずみ関係を表すことになる。

2．2．8　弾塑性定数テンソルDEPijk1

上で算定されたni」、　g、」およびK。に基づいて、応力増分dσi」は、全ひずみ増分
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dε、」（＝dεE、」＋dεP、」）を用いて次式で表される。

　　dσi」＝DEPi」kldεK1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．39）

弾塑性定数テンソルDEP、」Mは次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　DEi」mn　gmnnstDEs憶1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　。・・・・・・・・・・…　　。・…　　（2．40）　　DEPi」k1＝DEi」k1－
　　　　　　　　　　　　Kp十nmnDEmn8t　gst

ここに、dεE、」は弾性ひずみテンソル、　DE、」。、は弾性定数テンソルで、　DE、∂。、を構

成するせん断弾性係数Gおよび体積弾性係数Kは、次式で与えられる。

　　G＝GI　（p／PI）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．41）

　　K＝KI　（p／pl）1／2　・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．42）

ここに、G、、K、は初期平均主応力p、のときのGおよびKである。

2．2．9　本モデルの材料定数

　本モデルの材料定数は、2つの弾性定数（G、、K、）とφ。、φm。、　r、　X、　REの

7っである。φ。とφ鵬は三軸圧縮試験から決定され、前者は、式（2．1）において正規降

伏曲面Fの半径Aを、後者は式（2．14）においてdεvP＝0の時の応力比Mを定義する。

r、κ、REの物理的な意味は本文中に述べたが、これらは液状化強度試験結果のフィッ

ティングによって決定される。まず、REの効果が最も小さい最大応力比での実験結果に

合うようにrとκを決め、その後、REで強度曲線の勾配を調整する。

2．2．10　∂f／∂σijの評価

　負荷曲面fの外向きテンソル∂f／∂σ、」は、式（2．25）で単位テンソルに変換されるた

め、その大きさは意味を持たない。このため、式（2．5）は次のように書くことができる。

　　f＝（ηi」－Aαi」）（ηi」－Aαi」）－a2　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．43）

上式から、∂f／∂σ、」は次式で表される。

　　　　　　2　　　　　　　　　　　2　　∂f
　　　　　＝一（ηi」－Aαi」）一一（η取1－Aαk1）ηK1δi」
　　　　　　P　　　　　　　　　　3P　　∂σi」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂A　　　　　∂a
　　　　　　－2（ηk1－AαKl）αk1　　　－2a　　　　 ・・・・・・・・・・・・・… 　（2．44）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σi」　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σi」
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ここに、

1会、」＝〔号〕1／21害（皇）・1害（θ）　∂G（θi」　　∂θ）ll、、・

　∂G（θ）　　　　　sG（θ）4　　　　　∂θ　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　∂θ　　　｛1十（v／3）G（θ）2｝tan（3θ）　　∂σi」　3cos（3θ）

　∂sin（3θ）　　　∂J2　　　∂J3
　　　　　　　＝B1　　　十B2　　　　、
　　∂σij　　　　∂σij　　∂σij

　∂J2　　　　　　　∂J3　　　　　　　2　J2
　　　　＝＝Sij　、　　　　　＝SikSkj一　　　 δij　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　　∂σi」　∂σi」

　　　9《！「3　　J3　　　　　　　3．／曽3
　　　　　　　　　　　、　B2＝一　　　　　、　B1：＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　2J23／2　　　　4　　J25／2

　∂a　　　　∂G（θ）　∂G（θ）　∂G（θ｝∂θ
　　　　＝　　ao　　　　　　、　　　　　　＝　　　　　　　　　　、

　∂σi5　　　∂σ、」　∂σ、」　∂θ　　∂σ、」

　∂G（θ）　　　　　sG（θ）4　　　　　∂θ　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　∂θ　　　｛1十（v／3）G（θ）2｝tan（3θ）　　∂σi」　3cos（3θ）

　∂sin（3θ）　　　∂J2　　　∂J3
　　　　　　　　　　　　　十C2　　　　、　　　　　　　＝C1
　　∂σi」　　　∂σi」　　∂σi」

　∂J2　－　　A－　　　　　　一　　　∂A
　　　　＝Sij－－SK1αk1δi∂－PSklαKl　　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σi」　　　　　　　　3　∂σi」

　∂J3　　－　－　　 2J2－D／3　　　　　　　－　一　 ∂A
　　　　　　　　　　　　　　　　　　δij－Pα1mSmnSn1　　　　、　　　　＝Si，kSkj－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σi」　∂σi」　　　　　　　　3

　D＝－A（αklslms皿k十sk1α1msm翼十sklslmαmk）

　　　十2pA2　（αk1α1皿白mk十αklslmαmk十Skユα1mαmk）

　　　－3P2A3　（αk1α1mαmK）　、

　　　9ノー3　　J3　　　　　　　3．／－3　　　　　　　　　　　　
　C1＝　　　　　　　　　　　　　、　　C2＝－

　　　　4　　J25／2　　　　　　2J23／2

である。

∂sin（3θ）

　　　　　　、　∂σi」

∂sin（3θ）

　　　　　　、
　∂σi」
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2，3　非共軸性の程度を表すスカラー変数c

　式（2．20）で定義されたスカラーcは、一般応力空聞で非共軸性の程度を表す重要な変数

である。以下では、中空ねじりせん断試験機を用いた等方および異方圧密からの非排水単

純せん断試験結果に基づいてこのcを求め、繰返し載荷時の非共軸性について調べる。

2．3．1　cの決定法

　式（2．20）で用いられるG、」は次式で表され、塑性偏差ひずみ増分deP、∂の方向を示す

単位テンソルである。

　Gi5＝dePi」／ldePi」1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．45）

塑性偏差ひずみ増分dePi」は次式から得られる。

　dePi」＝dei」－dsi」／（2G）　・6・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2．46）

ここに、　de、」は全偏差ひずみ増分で、非排水単純せん断変形のひずみの境界条件は、

de、、＝de22＝de33＝dv＝0である。　Gは、式（2．41）で決定される。

2．3．2　試験方法および試験結果

　供試体は豊浦砂を用いて空中落下法で作成した（高さ20cm、外径10cm、内径6cm）。異

方圧密の方法は、まず側方応力σ．を等方的に載荷後、異方分の軸応力dσ、を載荷して

所定のσ。とした。非排水単純せん断変形は、供試体の高さを一定に保ち、供試体中空部

に満たした水の出入を止める手法16⊃を用いて表現した。

　圧密打切り時の間隙比e。、σ。、σ．、B値および式（2．41）のG、を表2－1に示す。

G、は微小ひずみ時（2．5×10－5）の実測値である。

　異方圧密からのせん断応力振幅一定の液状化強度試験結果を図2－7（a）に、等方圧

密からの結果を同図（b）に示す。縦軸はせん断応力τを初期軸応力σ。。で正規化した応

力比で表示している。両結果から変数cを求めた。なお、同図（a）では1／4サイクル毎

にA～Fの区間を指定している。
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表2－1 e。、σ。、σ，、B値およびG、

Void
Ratio

σa　　　　　σr
　　　　（kPa）

　　B

Value
GI

（kPa）

Anisotropic 0，792 一 163．66 一 65．66 0．98 70000

Isotropic 0，778 一 98．00 一 98．00 0．95 73500

　　（a）

　　0．15
℃
8　0．o
這

） 　　－0．15

£　　　o．o
淫（b）

誘

9
の

0．2

0．0

　　　　DCBA

tO－3．O　　　　O．0 3．O

一
〇．2

　0．0　　　　　　　　　　　1．0－3．O　　　O．0　　　　3．O

Axial　s童ress（σa／σao）Shear　strainγ（％）

図2－7　液状化強度試験結果

　（a）異方圧密からのせん断試験におけるcの特性

　A～F区間のcの変化を図2－8（a）に実線で示す。対応するτを破線で併記してお

り、横軸は、応力増分の数である。矢印で示すように、τの符号にかかわらずピークせん

断応力時のcは繰返し載荷に伴って次第に1に接近しており、非共軸から共軸へ近づいて

いるのが分かる。ピークせん断応力付近のcの凸状の変化は除荷直後のもので、この時ひ

ずみ増分は極めて小さくこの現象は無視することができる。

　また、応力反転が生じた瞬間c＝－1が表れていること、τ＝0付近でc＝0となって

いることも分かる。

　この様子を偏差応力空間で模式的にみると図2－9のようになる。同図では、＠点で応

力反転が生じ、＠→⑮→＠と応力点が移動した時、＠、⑮、＠それぞれの点での主応力の

方向を細い実線の矢印、塑性主ひずみ増分の方向を太い実線の矢印で表すことができる。

破線は、対応する塑性ポテンシャル曲面の断面である。応力反転直後の＠点では両方向は

ほぼ逆向き（c＝－1）で、塑性主ひずみ増分は応力経路の方向（＠→⑤）ではなく、応
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力空間の原点（応力反転曲面f、騒の中心）に向っている。τ＝0の三軸圧縮状態の⑤点で

は両方向は直交（c＝0）し、ピークせん断応力時の＠点では両方向は次第に一致するよ

うになり、c＝1に接近している。

　（b）等方圧密からのせん断試験におけるcの特性

　（a）と同様に、変数cを実線で、対応するτを破線で図2－8（b）に示す。　（a）

との違いは、図2－4に関連して述べたように応力反転の瞬間にc＝－1になるが、その

ままc＝－1を保ち、τの符号が変わるとc＝1になることで、c＝1とc＝－1が交互

に表れている。

　この様子を同様に偏差応力空間でみたのが図2－9の＠’、⑤’、＠’である。応力反

転直後の＠’から⑤’までは両方向は逆向きでc＝－1、τの符号が変わる⑤’からピー

クせん断時の＠’までは両方向は一致しc＝1が表れている。

　これらの結果は、繰返し載荷時の塑性ポテンシャル曲面の偏差応力空間での断面は原点

を中心とする凸な曲面では表せないこと、負荷曲面を塑性ポテンシャル曲面とする関連流

れ則（G、5＝QL、」）が適用できないこと、さらに、応力増分dσ、」と正規降伏曲面Fの

交点（共役点）での法線方向成分も実験結果に比べ弱い非共軸性しか与えることができな

いことを示している。前述の式（2．8）～（2．12）はこれらの結果に基づいて導入されたもの

であり、材料定数を適切に選べば、これらの式は実験結果の特性をうまく表すものと考え

る。
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　　1．O

co．o

　－1．0

　　　0　　　　　140　　　　280
（b）

　　1．O

co．o

　－1．0

　　　0　　　　　220　　　　440

　　　　Number　of　stress　increments

　　　図2－8　非共軸性の程度を表す変数c

　　＼

Cニー1

Cニ＋1
　　＼

　　＼

◎

／Cニー1

＼◎

⑤／ノ

　ノ

◎＼
C＝＋1

図2－9　主応力の方向と塑性主ひずみ増分の方向
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2，4　非排水単純せん断試験の解析結果

2．4．1　液状化強度試験のシミュレーション解析

　2．3に示した異方および等方圧密からの液状化強度試験の解析を行い、式（2．8）～

（2．12）で定義した偏差応力空間での流れ則が実験で得られた非共軸性をどの程度表現でき

るかについて検討する。

　解析はひずみ制御方式で行う。せん断ひずみ増分dγ（・1x10－5）を順次与え、式

（2．39）で得られるせん断応力τの絶対値が所定の値に達したらdγの符号を変えて繰返し

載荷を再現する（APPENDIX　A参照）。

　（a）　異方圧密からの液状化強度試験の解析

　ここでは、式（2．9）を便宜的に次式のように変更して表2－2の4ケースの解析を行っ

ており、ケース1からケース4の順に非共軸性が弱くなるよう設定されている。

　　Qi」＝X1（1－d）QNi」十d｛QLi」＋κ2（1－RsM）QH五」｝　・・・…　（2．47）

表2－2において、κ1＝1．0のケース1～3は式（2．9）のモデルと一致し、ケース数が

増えるほど応力履歴の影響を表すQH、」の効果を低下させている。ケース4は、　QN、」と

QH、」を取り去ったもので、　G、」＝QL、」である。その他の材料定数は共通で、表2－3

（a）に示す。

　ケース1～4の解析結果（応力経路、応カーひずみ関係）を図2－10に示す。表示法は

図2－7と同じで、図中の数字は繰返し回数である。応力履歴の影響を表すQH、」による

表2－2　解析ケース

κ1 2C2

Case　1 1．0 10．0

Case2 1．0 5．0

Case3 1．0 0．0

Case4 0．0 0．0

　表2－3　材料定数

（a）Anisotropic

GI＝70000　kPa
KI＝187000　kPa
RE＝　　0．0

φc＝31°
φmc＝30°
r　　＝10

（b）Isotropic

GI＝74000　kPa
KI＝196000　kPa
RE＝　　0．O
X　＝　10．0

φc＝31°
φmc＝30°
r　　＝　7
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非共軸性を最大に評価したケース1（κ、＝10．0）は、図2－7（a）の実験結果とよい

対応関係があることが認められ、2．5サイクル目にひずみが急増し、2％程度の大ひずみ

に至る過程をうまく表しているといえる。一方、X。を小さくしてQ㌦による非共軸性

を少なくするほど軸応力σ、の低下が抑えられ、液状化強度が増加すること、更に、ケー

ス3とケース4を比べると、応力反転の影響を表すQN、∂による非共軸性を取り去るだけ

でも液状化強度が増加することなどが分かる。

　ケース1～4の変数cの変化を図2－11に示す。また、ケース1の1000ステップまでの

cの変化を図2－12に拡大して示す。ここに、横軸のステップとはdγを与えた回数で、

図2－12では対応するτを破線で併記している。

　図2－11、2－12において、ケース1のピークせん断応力時のcは0．75から1に近づ

いており、非共軸から共軸に至る図2－8（a）の様子をうまく表している。また、応力

反転の瞬間c＝－1が現れ、τ＝0付近でc＝0となる傾向も表現されている。一方、図

2－11のケース2のピークせん断応力時のcは0．85～1で、ケース1に比べ非共軸の程

度が若干低い。ケース3のピークせん断応力時のcは、常に1（共軸）である。これらの

結果は、異方応力状態の土の繰返し載荷時の非線形挙動を表現する場合、ピーク応力時に

0．15

喜一α15

＼　　0．15

）
≦⊇＿0．15
罵
α：　0．15

沼

2
あ一〇・15

　　0．15

Case　1
：

．32　1へ
一 ・ぐ　　ソ

腫　　　i　　　邑　　　l　　　i　　　屡　　　i　　　5　　　i　　　5　　1　　　1
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4　　　　3　　　2 1

一
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一

一
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σa／σao　　　　　　　　γ（％）

図2－10　　応力経路、応カーひずみ関係
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非共軸から共軸に至る過程をいかにモデル化するかが重要であることを示していると考え

られる。

　ケース4はケース1～3と大きく異なっており、応力反転時にc＝－1が表現されてい

ない。この応力反転時のc＝－1は、弾性としての挙動が卓越する領域であるが、図2－

10のケース3とケース4の違いをみると、この領域での非共軸性も土の非線形挙動に影響

していることが分かる。これは、図2－4に関して前述したように、cの符号の反転によ

ってストレスーダイレイタンシー関係に応力反転の効果が評価されるためである。

　（b）　等方圧密か、らの液状化強度試験の解析

　応力経路、応カーひずみ関係および変数cの変化を図2。13に示す。用いた材料定数は

表2－3（b）に示している。ただし、等方圧密からの解析ではQH、」＝QL、」＝QN、」

であるため、κの値は意味をもたない。

　図2－13と、図2－7（b）および図2－8（b）の実験結果との対応はよいように思

われ、4サイクル目にひずみが急増し、大ひずみに至る過程がうまく表れている。また、

応力反転に伴ってc＝1とc＝－1が交互に現れる様子がうまく表現されている。
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2．4．2　液状化強度曲線のシミュレーション解析

　ここでは、提案したモデルの適用例として非排水繰返し単純せん断試験より求まる液状

化強度曲線をシミュレートする。

　解析は、初期応力状態として平均主応力p、ニ98kPa、側圧係数K。　（＝σx／σ。）

ニ0．5とし、繰返し最大せん断応力振幅τm。．／p、＝0．15、0．20、0．25、0．30、0．35にっ

いて計算を行った。ここに、σ。は鉛直方向応力、σxは水平方向応力である。解析で得

られた応カーひずみ関係からせん断ひずみγの両振幅が5％に達した繰返し回数を液状化

に至る繰返し回数N、として図2－14の実線および破線で示した。

　図中の実線は、本モデルの7つの材料定数のうちr＝15．0、RE＝0．0を用い、破線は

r＝9．0、Rε＝0．3を用いている。その他の材料定数は同じで、図中に併記している。

これらの材料定数は、石原ら1ηの実験結果（●印）を参考にして設定したものである。

　弾性領域の大きさを定義するREを0．0とした実線は、液状化強度曲線の勾配が大き

く、実験結果をうまく表現できていない。一方、RE＝0．3を用いた破線は、低い応力比

でのN、が増加し、実験結果の傾向をおおむねうまく表現している。

　図2－15に最大せん断応力比τ血。。／p、＝0．3のときの応カーひずみ関係と応力経路を

示す。この解析結果は、図2－14の実線（r＝15．0、RE＝0．0）のものである。また、

図2－16にこのとき得られたせん断応力比τ／p、、負荷曲面の半径R、非共軸性の程度
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を表すスカラーcおよび側圧係数K。の変化を示す。横軸は、せん断ひずみ増分dγ（＝・

1．0×10－5）を与えた回数である。

　図（a）のせん断応力比τ／p、の変化をみると、非排水条件下での繰返しせん断によ

る材料剛性の低下に伴って所定の最大せん断応力振幅τmaxを生じさせるのに必要なdγ

の回数が増加している。

　図（b）のRでは、応力反転の瞬間にR＝0が発生し、負荷曲面fが点に縮小している

のが分かる。また、繰返しせん断に伴ってRは次第に増加し、最終的に負荷曲面fが正規

降伏曲面Fに滑らかに漸近する（R≒1）様子が表現されている。

　図（d）のK。では、K。＝0．5から出発し、鉛直方向応力σ。と水平方向応力σxの

差が小さくなり、等方応力状態に近似する様子がうまく表現されている。
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2，5　中間主応力に基づく異方性の評価

　一般応力空間での強度異方性を考えるとき、π平面上の破壊規準（正規降伏曲面）の評

価が重要な課題となる。一方、本モデルは式（2．4）で表されるG（θ）を変えるだけで種々

の強度異方性を評価できるという特徴を有している。

　図2－17は、三軸圧縮状態での破壊時の内部摩擦角φ。が35°のときのDrucker－

Prager規準、　Mohr－Coulomb規準、　Lade規準、橋口18｝の規準、式（2．4）で用いた松岡

・ 中井規準および第4章で提案する幾何学的に表現される規準の形状を示している。

　第5章で後述する二相系有限要素法解析プロゲラム（NAPOLI）には、上述した6種類

の規準が導入されており、以下、これらの破壊規準をG（θ）の形式で表したときの式を示

す。幾何学的に表現される規準については、第4章で後述するためここでは詳細は省略す

るが、材料定数A，を変えることでπ平面上の形状を任意に選定することができるという

特徴を有している。図2－17では、A，＝0．806を用いている。

①：Drucker－Prager規準

　Drucker－Prager規準をG（θ）の形式で示すと、次式で表される。この規準は、π平面

上では、円で表される。

　　G（θ）－6sinφ・＿＿．．＿＿＿＿＿．．＿．．．＿＿．＿＿（2．48）
　　　　　　3－sinφ。

②：麟ohr－Coulomb規準

　Mohr－Coulomb規準は、π平面上において歪んだ六角形である。この規準は、中間主応

力σ。の影響を考慮しておらず、内部摩擦角φ一定の強度を与える。

　　　　　　　　　　3　sinφc
　　G（θ）　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・…

　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（2．49）

　　　　　　4「3　　　　　　　　　　　　sinφcsinθ　　　　　　　　COSθ一
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◎：Lade規準

　Lade規準は、式（2．4）に示した松岡・中井規準と同様に、応力の第2、第3不変量を

用いることで、中間主応力σ。の影響を考慮したものになっている。この規準は、三軸伸

張側（θ＝一π／6）においてMohr－Coulomb規準よりも外に凸の曲面を呈し、三軸圧縮側

よりも少し大きな内部摩擦角φの値を与えるものである。

　　　　　　　　　　1
　　G（θ）　＝　　　　　　　　　　　　　　　　 ・。・・・・・・・・・・・・・・・・・…

　。・・・・・・・・・…　（2．50a）

　　　　　　2〔一皆〕1／2呵号〕

ここに、

　　　　k
v＝　　　　　　　　、　k＝
　　3（27－k）

　　2ksin（3θ）

（3－　 sinφc　）　3

　　　　　　　　　　　　　　　　、（1　十　 sinφc　）　　（1　－　 sinφc　）　2

　　　　　－S
　　　　　　　　　　、　　COSU＝　　　　　　　　　　　　　、S＝
　　　27（k－9）　2〔一皆〕3／2

・・… 　　（2．50b）

である。式（2．50）は式（2．4）の松岡・中井規準と同形で、両者の違いはvとkの定義式の

違いのみである。

④：橋□の規準

橋口の規準は次式で表され、松岡・中井規準と同様に軸対称応力状態（θ＝±π／6）で

Mohr－Coulomb規準と一致する。図2－17では

にある。

　　　　　　　　　　　　　　6　sinφ。
　　G（θ）一

ここに、φA

｛÷（φA4＋φ・4）一去（φA4一φ・4）｝1／4

＝3＋slnφ。、φB＝3－sinφ。である。

この規準は松岡・中井規準とほぼ同一線上

　　　　　　　・．●●．・。●●●●●．●●●（2．51）
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2，6　本章の要約

　本章では、有限要素法による二次元あるいは三次元液状化解析への適用を目的として、

一般応力空間での砂の非線形挙動を表現するひとつの繰返し弾塑性性構成モデルを提案し

た。提案したモデルの最大の特徴は、実験結果に基づいて非共軸性の評価が積極的に取り

入れられていることである。適用例として実験結果に表れる非共軸性をどの程度表現でき

るかを示した。

　本章の主要な結論は、次のとおりである。

　　①：正規降伏曲面、負荷曲面、応力反転曲面等、すべての曲面が交差しない条件下

　　　　で、松岡・中井の破壊基準によって表現される異方性を組み込んだモデルが提案

　　　　された。

　　②：偏差応力空間での流れ則に応力反転の影響を表すテンソル、応力履歴の影響を表

　　　　すテンソルが導入され、この流れ則に基づいて非共軸性の程度を示すスカラーc

　　　　が定義された。このcをストレスーダイレイタンシー関係に導入することで、応

　　　　力反転の効果をうまく評価することができた。

　　③：実験結果に基づくcと解析で得られたcの比較から、本モデルは増分線形モデル

　　　　の範疇で繰返し載荷時の非共軸性をうまく表現できることが分った。

　　④：新たな応力反転曲面f。Kを用いることで、無数曲面モデルの問題点とされている

　　　　応力振幅が低下する繰返し載荷をうまく表現することができた。
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第3章　三軸応力状態での飽和砂の不安定挙動の解析的検討

3，1概説

　土構造物の破壊は、土要素の不安定挙動によって引き起こされ、一般にこの不安定挙動

は応力点が破壊曲面に到達した時に生じると考えられている。しかし、Ladeら1）－3⊃は、

非排水条件下の実験結果に基づいて次のことを明らかにした。

　①：ゆる詰め砂においては、応力点が破壊曲面に到達する前にひずみ軟化を伴う不安定

　　　挙動が生じる。

　②：DruckerおよびHil1の安定条件は、不安定挙動の定義には適用できない。

　③：摩擦性材料の安定には、材料固有の体積変化特性（ダイレイタンシー）が重要な役

　　　割を演じる。

　Ladeらが取り扱った不安定挙動は、いわゆる静的な液状化と呼ばれる現象と同じもの

で、別の表現をすれば、有効応力経路が排水時の強度に至らないうちに生じる破壊現象で

あるといえる。

　Ladeらの研究におけるひずみ軟化が、せん断時に体積収縮を示すゆる詰め砂に限定され

ているのに対し、Chuら4⊃’5，、内田ら6⊃は、ひずみ経路制御三軸試験（体積ひずみ増分

と軸ひずみ増分の比を一定に制御した三軸試験）と呼ばれる手法を用いて、せん断時に体

積膨張を示す中～密詰め砂においてもひずみ軟化を伴う不安定挙動が表れることを示し

た。また、五十嵐らηも三軸圧縮試験において排水量を制御することによって静的液状化

挙動が表れるとの結論を得ており、小高ら8⊃も同様の実験結果を示している。

　本章は、これらのひずみ軟化を伴う不安定挙動を解析的に検討したものである。解析に

は、第2章で提案した弾塑性構成モデル9⊃を用いた。このモデルは、FEMによる2次元

あるいは3次元液状化解析への使用を目的として提案した繰返しモデルである。

　本章では、まずモデルを静的な単調載荷の解析に適用した時の構成関係を示す。次に、

このモデルを用いてVerdugoら1°⊃”1⊃、兵動ら12〕’13｝が行った非排水三軸圧縮試験のシ
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ミュレーション解析を行い、ゆる詰め砂の非排水せん断強度がゼロになり静的液状化に至

る挙動、間隙比の減少に伴いひずみ軟化から硬化に至る挙動をうまく表現できることを示

す。

　さらに、非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験でのひずみ軟化を表現する構成

式の安定性について若干の理論的考察を加えたうえで、両試験でのひずみ軟化の判定式を

示す。そして、この結果を基に材料固有のダイレイタンシー特性に加えて、飽和砂要素に

課せられる体積変化、すなわち、排水条件がひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生に重要な

役割を演じていることを明らかにする。

　本章で取り扱うひずみ軟化は、いわゆる排水時の砂骨格が示すひずみ軟化とは明らかに

異なるものである。すなわち、以下に述べるひずみ軟化は、非排水あるいはひずみ経路制

御というひずみの条件を課すこと（砂骨格と間隙水にある種の制限をつけること）によっ

て生じた不安定挙動であり、せん断帯形成などに伴う不安定挙動とは異なるものであるこ

とを明記しておく。また、本論文における定式化は、微小変形理論の範囲で行う。
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3，2　単調載荷時のモデルの概要

　本モデルは、塑性硬化係数場理論に基づく無数曲面モデルの範疇に属し、応力比一定タ

イプの正規降伏曲面とその内部に定義される無数の硬化曲面によって構成される。この

内、現在の応力点を通る活動硬化曲面は負荷の方向を規定する負荷曲面として用いられ、

その移動、拡大および縮小によって古典弾塑性論で弾性域として取り扱われてきた領域で

の弾塑性挙動を記述する。

　また、本モデルで陽に用いられる曲面は、正規降伏曲面、負荷曲面、最新の応力反転曲

面、過去の最大の応力反転曲面および弾性域を定義する硬化曲面の5つである。このた

め、本モデルは5曲面モデルと呼ぶこともできる。

　本章では、前述したように静的な単調載荷時の挙動を取り扱うため、以下、静的な単調

載荷を考えた時のモデルの基本式（構成関係）を示す。この時用いられる曲面は、正規降

伏曲面と負荷曲面の2つで、モデルは等方硬化モデルとなる。

3．2．1　正規降伏曲面F、負荷曲面f

　正規降伏曲面Fは破壊曲面としての意味を持ち、2階の応力テンソルσ、」を用いて次式

で表される。

　　F＝ηi」ηi」－A2＝0　・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．1）

ここに、偏差応力比η、、一聾、平均主応力P－⊥σ　、偏差応力S、、一σ、、－Pδ、、、

　　　　　　　　　　　　P　　　　　　　　　　3

δ、」はクロネッカーのデルタであり、上式は、式（2．1）の両辺にAの自乗を乗ずることに

よって得られる。

　Fの半径Aは、次式で与えられる。

A－
〔号〕1／2G（θ）……・……・……………・一……・…・・（3・2）

上式のG（θ）は、前述の式（2．4）で表され、SMPの概念に基づく松岡・中井規準14｝をロ

ー デ角θの関数として導入したものである。この結果、Fのπ平面での形はモールクーロ

ン規準の角を滑らかに結んだ曲線で表され、軸対称応力状態（θ＝±π／6）でモールクー

63



ロン規準と一致する。

　負荷曲面fは、次式で与えられる。

　　f＝ηijηij－a2＝0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．3）

上式は、式（2．5）の両辺にAの自乗を乗じ、α、」＝0を考慮することによって得られる。

ここで、aはfの半径であり、次式で与えられる。

　　a＝a。G（θ）　…・………・・…・………・……・…………・・…（3．4）

上式は、式（2．6）においてα、」＝0を考慮することによって得られる。また、a。は現在

の応力点を通るように硬化則から決定される。

3。2．2　流れ則

　塑性ひずみ増分dεP、」の方向を規定する単位テンソルg、」は、次式で表される。

　　9i」＝dεPi」／ldεPi31

　　　　＝αGi」＋　（1／3）αβδi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．5）

上式の両係数α、βは、カムクレイ型のストレスーダイレイタンシー関係に非共軸性（応

力主軸と塑性ひずみ増分主軸が一致しない現象）の評価を取り入れることによって、次式

で表される9⊃。

　　1：π1誓マ訓3）｝＿｝・・…・……………・・…・…………（3・6）

ここに・体積最大圧縮時の応力比M－〔号〕～θ）・η一1η・・1である・φ一を軸

対称応力状態での体積最大圧縮時の内部摩擦角とすると、　Gm（θ）はG（θ）で用いられる

φ。をφm。に置き換えたものとなる。また、c（－1≦c≦1）は、次式で与えられるス

カラーで、非共軸性の程度を表す。

　　c＝Si」Gi」／（2J2）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．7）

ここで、c＝1は共軸を、　c＝－1は応力主軸方向と塑性ひずみ増分主軸方向が逆向きで

あることを示す。ただし、本章で取り上げた解析では、両主軸方向が固定されており、常

に共軸（c＝1）である。

　式（3．5）、（3．7）で用いられるG、」は、塑性偏差ひずみ増分deP、」の方向を示す単位

テンソルで、次式で与えられる。
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　　Gi」＝dePi」／ldePi」1

　　　　：＝Qi3／　 lQi」1　　　・・●・・●・…　　．．。．・・・・・…　　．・●・・…　　●・・・…　　●・・…　　。・．・（3．8）

ここに、deP、」＝dεP、」一（1／3）dεkkPδi」である。上式のQ、」は、本章で取り扱う解

析では次式で与えられる。同式は、負荷曲面fの偏差応力空間での外向き法線方向単位テ

ンソルを表す。

　　Qi」＝一ηi」／1ηi」1　　・・6・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。。・…　。・・・・・…　（3．9）

3．2．3　負荷指標dfと硬化係数Kp

　塑性ひずみ増分dεP、」の大きさを規定するdfは、次式で与えられ、同式は、同時に

載荷、除荷状態を判定する負荷指標として用いられる。

　　df＝ni」dσi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．10）

負荷の方向を示す単位テンソルn、」は、次式で与えられる。

　　n、」＝（∂f／∂σ、」）／1∂f／∂σ、」i……………・・………・・（3．11）

　硬化係数Kpは、応力空間の原点を中心とする負荷曲面fの大きさaと同じく応力空間

の中心を原点とする正規降伏曲面Fの大きさAの比で与えられ、次式で表される。すなわ

ち、本章での解析はすべて等方硬化則に従う共軸モデル（c＝1）を用いた解析である。

K・－K・・〔号「〕1／2〔・一知2………・…………・…・・……（3・12）

ここに、K。、＝rK、、p、は初期平均主応力、K、はp＝p、のときの体積弾性係数、

rは硬化係数の初期値K。、をK、で規準化したパラメーターであり、上式は式（2．32）にお

いてRE＝・0、　R＝a／Aを考慮することによって得られる。

3．2．4　弾塑性係数テンソルDEPijkl

　上で示されたn、」、g、」、　K．と全ひずみ増分dε、」を用いて、応力増分dσ、」は次式

で与えられる。

　　dσi5＝：DEPi」kldεk1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．13）

上式の弾塑性係数テンソルDεP、」。、は、次式で表され、
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　　　　　　　　　　　　DEmnkl　nmnDEi」uv　guv
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・（3．14）　　DEPi」kl＝DEi」k1－
　　　　　　　　　　　　　　　Kp十Hs

ここに、DE、」。、は弾性係数テンソル、　H。＝DEpq。。　n。。g。tである。　DE、」。1を構成

するせん断弾性係数Gおよび体積弾性係数Kは、式（3．15）、（3．16）で与えられる。

　　G＝GI　（p／pl）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．15）

　　K＝K1　（p／PI）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．16）

ここで、G、、K、はP＝P、のときのGおよびKである。

3．2．5　本モデルの材料定数

　用いられる材料定数は、2つの弾性定数（G、、K、）とφ。、φm。、　rの5つである。

このうち、φ。、φm。、rは通常の排水三軸圧縮試験から決定される。すなわち、φ。は

q／p～e関係の破壊応力比から決定され、式（3．1）の応力比Aを、φm。はq／p～v関

係のピーク応力比（体積最大圧縮時の応力比）から決定され、式（3．6）の応力比Mを定義

する。また、rはq～eP関係の初期接線勾配から決定され、式（3．12）においてa＝0の

ときの硬化係数の初期値K。、を定義する。ここに、三軸応力状態での応力とひずみの定義

は式（3．17）、（3．18）のとおりで、ePはeの塑性成分を表す。

　　q＝σa一σr、p＝　（σa＋2σr）／3　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．17）

　　e＝（2／3）（εバεr）、v＝εa＋2εr　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．18）

ただし、σ、は軸応力、σ．は側方応力、ε。は軸ひずみ、ε．は側方ひずみで、σ。＝

σ、、、σ。＝σ22・＝σ33、εa＝ε、、、ε。＝ε22＝ε33である。

　これら5つの材料定数のうち、ひずみ軟化挙動に及ぼすφm。の効果については3．4．

1で述べる。また、残りのG、、K、、φ。およびrの効果については、3．5で説明す

る。
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3，3　非排水三軸圧縮試験のシミュレーション解析結果

　本節および次節では、軸対称三軸応力状態を対象にしていることから、式（3．17）および

式（3．18）に示した応力とひずみの定義を用いて検討を加える。

　Verdugoら1°｝’11⊃が行った等方圧密からのひずみ制御非排水三軸圧縮試験結果と解析

結果の比較を図3－1（a）、　（b）に示している。用いられた砂は豊浦砂で、同図

（a）は、極めてゆるく詰められた砂（D．＝12％）の応力経路と応カーひずみ関係を、

同図（b）はD．＝12～31％の結果を示している。豊浦砂の間隙比e。と解析で用いた材

料定数を、表3－1（L1～L3、　H1～M3）に示す。

　これらの結果の比較から、図3－1（a）では、極めてゆるく詰められた砂の非排水せ

ん断強度がゼロとなり、静的液状化が発生する様子、同図（b）では、間隙比e。の減少

に伴いひずみ軟化からひずみ硬化に至る挙動がうまく表現されていることが分かる。

　図3－2は、兵動ら12⊃’13⊃がひずみ制御で行った豊浦砂の異方圧密からの非排水三軸

圧縮試験結果と解析結果を比較したものである。同図において、○、▽、ロ印は実験結果

を実線は解析結果を示している。解析で用いた材料定数は、表3－1（H1～H3）に示され

ている。

　解析結果は、初期せん断q。　（＝σ。。一σ。。）を有するゆる詰め砂（D。≒30％）のひ

ずみ軟化から硬化に至る挙動をうまく表現している。ここに、σ。。、σ。。はそれぞれ

σ。、σ．の初期値である。
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（a）　　　　　　　　　　　Experiment　　　　　　　　　　　　　　　Analysis

　　　　　500　　　　　　　　　　　　　500

　　℃
　　曳

　　ぞ

　　の
　　詔　0　　　　　　　　　　　0
　　　

　　き　　　　　　Axial　Strain　εa（％）　　　　　　Axial　Strain　εa（％）

　　筍　500　　　　　　　　　　　　500
° ぎ

　　0

　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　0　　　　　　　500　　　　　1000　　　　　0　　　　　　500　　　　1000

　　　　　　　　　Mean　Stress　p（kPa》　　　　　　　Mean　Stress　p（kPa）

（b）　Exp。，㎞ent　　　Analysi・
　　　　　800　　　　　　　　　　　　　　800

　　ハ
　　£400　　　　　　　　　　　　400
　　誉

　　馨，o　　　　　　　　o

　　ま：051015051015　　9つ　　　　　　　Axial　Strain　　ε●（％）　　　　　　　AXial　Strain　　εa（％）

　　き800　　　　　　　　　　　　800
　　旬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M3
　　°；

　　呂　　400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　400　　　　　　M2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M1

　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　　500　　　　　　0　　　　　　　　　　　500

　　　　　　　　　Mean　Stress　p（kPa）　　　　　　麟ean　Stress　p（kPa）

図3－1　　Verdugoら’°⊃’11｝の実験結果と解析結果

　　　　表3－1　　間隙比e。と材料定数

eo GI KI φ φ駿 r
（kPa） （kPa） deg． deg．

L1 0，930 5430 14500 31．5 32．．0 1．5

L2 0，930 9400 25100 31．5 32．0 1．5

L3 0，933 34400 91600 31．5 32．0 1．5

M1 0，930 12200 32600 　　！
31．5 32．0 1．5

M2 0，883 27000 72000 31．5 30．0 4．0

M3 0，861 28200 75400 31．5 30．5 8．0

H1 0，876 10000 10000 33．4 30．4 2．0

H2 0，869 10000 10000 33．4 30．4 2．0

H3 0，856 10000 10000 33．4 30．4 2．0
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3，4　三軸応力状態でのひずみ軟化挙動の理論的考察

　以下、非関連流れ則を用いた硬化型のモデル（硬化係数K。＞0）を対象にして、ひず

み軟化を伴う不安定挙動の発生条件を示し、若干の考察を加える。なお、以下の議論は応

力比一定タイプの負荷曲面とカム・クレイ型のストレスーダイレイタンシー関係を用い、

破壊応力比で硬化係数K。がゼロとなる硬化則を与える他のモデルにおいても成立する。

　三軸応力状態での応力増分とひずみ増分の関係は、次式で表される。

　　｛1二｝一［DEP］｛諭

　　　　　　一K。圭H。慮詔1：1｛13………………・…・（3・19の

ここに、

i；：；－il論1∵1：：：：－ll臨。⊥醐

である。また、n。、n。は負荷の方向を示す単位ベクトル、9p、g。は塑性ひずみ増

分の方向を示す単位ベクトルで、前述の単位テンソルn、」、g、」との関係は式（3．20）、

（3．21）のとおりである。

　　np＝nkk　　　　　　、　9p＝9kk　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．20）

　　　　　2　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　、　9s＝一（g11－g33）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．21）　　n。＝一（n、rn。、）
　　　　　3　　　　　　　　　　　　　3

3．4．1　非排水時のひずみ軟化挙動の検討

　非排水条件下（dv＝0）では、次式が得られる。

　　　　　3G（Kp十Knpgp）　　　　　　　　　　　　　　　　　de　　・。・…　。・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・…　（3．22）　　dq＝
　　　　　　　　Kp十Hs

また、負荷の条件（負荷指標df＞0）は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　Kp　（3Gns）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　de＞0　　・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．23）　　df＝nsdq十npdp＝
　　　　　　　　　　　　　　Kp十Hs
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式（3．23）において、式（3．24）が成り立っ（後述の表3－2参照）ことを考えると、

　　dens　＞0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．24）

次式が得られ、橋口16⊃の主張と一致する。

　　Kp十Hs＞0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．25）

この結果、式（3．22）において式（3．25）を考慮すると非排水時にひずみ軟化の発生する条件

は、式（3．26）で与えられ、同式は、Ladeら2｝が導いた安定条件の判定式と一致する。

　　Kp十Knpgp＜0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．26）

なお、非排水条件下でのひずみ軟化の定義として、式（3．22）においてdqde＜0を用い

ているが、式（3．17）、（3．18）を考慮するとdσi」dε、」＝dqdeが成立するため、ひず

み軟化の定義としてdσ、」dε、」〈0を採用したことと等価である。

　式（3．26）は、式（3．19）の弾塑性マトリックスDEPの対角項Dssに負が生じること、関連

流れ則（n。＝g。）を用いたモデルではK。＞0のもとでは軟化は生じないこと、およ

び、非排水時のひずみ軟化が、材料固有の体積変化（g。の特性）に支配されることを示

している。このとき、dePは次式で表され、

　　de・－3Gn・9・de．．＿＿＿＿＿．＿＿＿．＿．＿＿．＿（3．27）
　　　　　　Kp十Hs

上式において、式（3．25）、（3．26）およびn。g。＞0（後述の表3－2参照）を考慮する

と次式が成立する。

　　dep＝　　3Gn・9・　　　＞1．。＿＿＿．．＿＿．（3．28）
　　de　　（Kp十Knpgp）十3Gnsgs
同式は、dePとdeの符号が同じで、　dePの絶対値がdeの絶対値より大きいことを

表している。

　ここで、この時の塑性ポテンシャル曲面gの接線方向と応力経路の方向との関係を調べ

てみる。式（3．24）～（3．26）と式（2．29）が成り立つ（表3－2参照）ことを考慮すると、

　　degs＞0　 ・・。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．29）

次式が得られる。

　　dg＝9sdq十9pdp

　　　　－9・de（K・＋Kn・9・）－n・degP2＜。．＿＿＿．＿＿．（3．3。）

　　　　　　　　　　　　　Kp＋Hs

式（3．23）と式（3．30）は、ひずみ軟化が生じる時の応力経路が負荷曲面fの接線方向より外
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図3－3 ひずみ軟化時の応力経路の方向

側で、塑性ポテンシャル曲面gの接線方向より内側（図3－3の着色部）に向かっている

ことを示す。Ladeら3⊃は、この領域の存在を実験的に確かめ、　Wedge　Shaped　Regionと呼

んでおり、ここでは軸差応力qは低下するが、応力比q／pは増加する。

　さて、本モデルでは硬化係数K。の補間則として式（3．12）が用いられ、体積弾性係数K

は式（3．16）で与えられる。両式を式（3．26）に代入すると次式が得られ、軟化の条件から

K、、pの影響を取り除くことができる。

　　r　（1－a／A）2十npgp＜0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．31）

ただし、上式の左辺第1項は常に正である。また、本モデルでは前述のように応力比一定

タイプの負荷曲面を仮定しており、次式が成立する。

　　£ンスー1：η1嘉19P＝一碗（M印1ηTD｝…………・…・・……（3・32）

ここで、ηT＝q／pで、前述のη＝　1η、」1＝（η、」η、」）1／2との関係は、η＝

！（2／3）ηTである。Mは、次式で表され、

　　　　6　sinφ皿c
　　　　　　　　　　　°°°°°°°°°°・°°・・・・…　　．・・…　　●・・・・・・・・…　　。・・・・・・・・…　　（3．33）　　M＝
　　　　3±　 sinφmc

上式の符号は、三軸圧縮で一、三軸伸張で＋であり、係数C、～C、の符号は正である。ま

た、硬化型のモデルにおいてn。、gp、n。、g、およびdeの符号は式（3．17）、（3．18）、

（3．20）、（3．21）を考慮すると容易に決定でき、三軸圧縮、三軸伸張状態で表3－2のとお

りである。同表において、9pの符号はM＜1η。1で＋、　M＞1η。1で一である。

　式（3．32）を式（3．31）に代入するとηTだけに関する不等式が得られ、pおよびqの項が

単独に含まれないことが分かる。このことは、φm。〉φ。としてg。　（＜0）の絶対値を
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表3－2 de、　n・、n・、9sおよびg。の符号

de ns np 9s 9P

三軸圧縮 一 一 十 一
±

三軸伸張 十 十 十 十 ±

需
に

6
σ

沼

ε

あ

き

レ
．雪

＄

o

300

200

100

0
0　　　　　　5　　　　　10　　　0　　　　　250　　　　500

Axial　Strain　εa（％）　　　　Mean　Stress　p　（kPa）

図3－4　　φm。だけを変えたときの解析結果

大きく設定すると、ある応力比η。からひずみ軟化を示し、最終的に非排水せん断強度が

ゼロになる挙動を表現できることを示す。φm。〉φ。は、限界状態（変相状態）に至る前

に破壊する材料を想定したことになる。前述の図3－1（a）のL1～L3、同図（b）のM1

の解析では、表3－1に示したようにφm。＝32°、φ。＝31．5°を用いることでこの現象

を表現している。

　図3－4は、図3－1（b）のM1の材料定数を用いて、φm。だけを28°、30°、34°に

変えたときの解析結果であり、M1のφm。＝32°の結果も併記している。φm。を大きくする

と急激なひずみ軟化が発生し、収縮型（Contractive）の挙動を示す。逆に、φm。を小さ

くするとひずみ硬化が生じ、膨張型（Dilative）の挙動が表現される。

3．4．2　ひずみ軟化時の構成式の安定性

ここでは、非排水時にひずみ軟化を示すときの骨格の変形を表現する構成式の安定条件
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について検討してみる。まず、Druckerの安定条件（最大塑性仕事の原理）は、2次塑性

仕事増分d2wpが正の時、解の安定性が保証されるというもので、この条件を常に満足す

る材料は安定な材料と呼ばれる。式（3．34）、（3．35）、式（3．23）～（3．26）および式（3．29）を

考慮すると、

　　deP＝（df／Kp）gs　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．34）

　　dvP＝（df／Kp）gp　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．35）

式（3．36）が成立し、このDruckerの安定条件は満足されないことが分かる。

　　d2WP＝dσ五」dεPi」＝dq　deP十dp　dvP

　　　　　　3Gdf　de
　　　　　＝　　　　　　　　　｛gs（Kp十Knpgp）－Kgp2ns｝＜0　・…　（3．36）
　　　　　　Kp（Kp十Hs）

同時に、式（3．37）が成立し、Druckerの条件より若干広い範囲を定義するHi11の安定条件

も満足されない（APPENDIX　B参照）。

　　d2W＝dσi」dεi」＝dqde十dpdv〈0　……・………・…・…（3．37）

　Ladeら3）は、　DruckerおよびHi11の安定条件は解の安定に対する十分条件であり、必要

条件ではないという事実に基づいて、　（材料の）不安定挙動の判定には適用できない（式

（3．37）の不等号が満たされても不安定な挙動がみられない）と述べている。しかし、この

安定性の議論はLadeらの結論に対するDruckerの反論（不均質な変形を考慮するとLadeら

の結果をDruckerの条件を基礎に説明可能である）17）からも分かるように極めて難しい

ものである18｝。両者の立場は、ひずみ軟化を材料特性と考えるか境界値問題の結果とし

て考えるべきかという立場の違いを示しているともいえるが、ここで使用するモデルは材

料特性としては軟化の生じない硬化型のモデルであり、図3－1、3－2、3－4等に示

したひずみ軟化は、結果的に後者の立場に立脚したものになっている。ただし、これらの

ひずみ軟化は、前述のように非排水というひずみの拘束を課すことによって生じた挙動で

あり、排水時の砂骨格が示すせん断帯形成に伴うひずみ軟化とは明らか鑓異なるものであ

ることに注意が必要である。

　ここで、式（3．19）の弾塑性マトリックスDEPの固有値について調べておく。式（3．25）を

考慮すると次式が成立する。

　　　　　　　　DssDpp－DspDps　3GKKp　　det［DEP］＝　　　　　　　　　　　＝　　　　　　＞0　　・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．38）

　　　　　　　　　　（Kp十Hs）2　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kp　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十Hs

同式は、DEPの2つの固有値が共に正で、ひずみ軟化がせん断帯の発生を伴わない均質な
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変形であることを示している19｝。一方、Bazantら2°｝は非対称マトリックスDEPの安定

性は次式で表されるように、マトリックスの対称成分DEPsから決定されると述べてい

る。

㏄t［D・PS】一㏄t｛［DEPI去［DEPIT｝…・…………・……一（3・39）

ここに、添字Tはマトリックスの転置を意味する。det［DEP］＝0が中立平衡極限状態

（Critical　state　of　neutral　equilibrium）を表すのに対し、　det［DEPs】ニ0は安定限

界極限状態（Critical　state　of　stability　limit）を表す（APPENDIX　B参照）。

　det［DEP。1は次式で表され、非関連流れ則（g。　n。≠gp　n。）を用いるとK。＞0の

もとでも負となる場合が生じ得ることが分かる。

㏄t［D・Ps】一 （　3GKKp十Hs）。｛K・（K・＋H・）一芸GK（9・n・－9・n・）・｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・●・鱒・．．…　　●・●．・…　　。。・・。・・・…　　（3．40）

図3－5は、図3－1（b）のM1の解析におけるDEPおよびDEP。の最小固有値λ。、

λ。を軸ひずみε。に対して示したもので、λ。はλ。の初期値である。同図によると、

λ。はε、の増加に伴って次第にゼロに接近するが、式（3．38）で示されるように常に正で

ある。しかし、λ。はε。＝1．5％付近でλ。＝0を通過しており、それ以降では安定し

た平衡状態は存在しないことになる。すなわち、本研究で取り扱うひずみ軟化はDEPの最

小固有値が常に正の状態で生じ、DEP。の最小固有値が負となる屈服形の不安定（Flatte

ning　instability）21｝挙動と類似の現象であると考えられ、解の唯一性の消失、分岐を

伴う座屈型の不安定2n挙動とは異なる現象である。

　以上の考察は、有効応力に基づく式（3．19）の弾塑性マトリックスDEPについてのもので

ある。以下では、全応力に基づく弾塑性マトリックスD即。について検討してみる。

　全応力表示の応力増分～ひずみ増分関係は、次式で表される。

　　｛1二。｝一【D・P」｛劉・…・…・……………・・……一（3・4・）

　　　【D…】－K。圭H。【1：1£二；、（K。＋H。｝r1…………・…・・（3・42）

ここに、　dp，＝d（p＋Pw）、　Pwは間隙水圧である。　rは、次式で与えられ、

　　1　n　　　1－n　　－＝一　　十　　　　　　　　・・。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（3．43）

　　r　Kf　　　K血
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DEP、　DEPsの最小固有値兀。、λ。

nは間隙率、K。、Kmはそれぞれ間隙流体および土粒子の体積弾性係数である。

　DEP。の固有値λ。は、次の2次方程式の2つの解であり、

　　λt2十Aλt十B＝0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．44）

　　A＝Dss十Dpp十　（Kp＋Hs）r

　　B＝Dss｛Dpp十　（Kp＋Hs）r｝－DspDps

最小固有値がゼロになるのは、式（3．44）の定数項Bがゼロのときである。このとき、K。

は次式で与えられる。

　　Kp＝－Hs　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．45）

　　または、Kp＝－Knpgp／（1＋K／r）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．46）

式（3．45）は、式（3．25）より意味のない解である。この結果、式（3．46）が成立するときλ。

＝0が生じ、解の唯一性が保証されないことが分かる。

　ここで、土粒子および間隙流体を非圧縮性とすれば（r＝oo）、式（3．46）は式（3．26）に

示した軟化の生じる条件と一致する。

　式（3．46）は、全応力を制御するいわゆる応力制御試験ではひずみ軟化挙動を再現できな
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いことを意味する。一方、前述の式（3．38）は、ひずみ制御非排水試験で得られたひずみ軟

化時の有効応力経路をたどるように有効応力を制御すれば、ひずみ軟化挙動を再現できる

ことを示している。

　図3－6は、この様子を模式的に示したものである。図中の実線（A→B→C）は、ひ

ずみ軟化時の有効応力経路を、破線（A→B。→C。）は全応力経路を示す。また、Pw。

およびPw。はB点、　C点での間隙水圧である。全応力をB。点からC。点へ低下させるの

と同時に間隙水圧を流入（dPw＝Pw。－P冊）すれば、有効応力はB→Cへ移動し、ひ

ずみ軟化挙動が再現される。一方、いわゆる応力制御方式で全応力だけをB。→C。へ低

下させても、有効応力はB→Dへ移動し、材料は線形弾性体として挙動することになる。

すなわち、式（3．46）はB，→C。の全応力経路に対して2っの有効応力経路（B→DとB

→C）が存在し得ることを意味している。

3．4．3　体積ひずみを制御した時のひずみ軟化挙動の検討

　近年、せん断中に体積ひずみを膨張側に制御すると、密な砂でもひずみ軟化挙動が現れ

ることが示されている4｝－6｝。以下、体積ひずみを制御したときのひずみ軟化について検

討しておく。

　まず、式（3．47）の互を用いて体積ひずみ増分と軸ひずみの増分の比を定義すると、

　　dv／dεa＝≡1　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．47）

PWB

q

P
P亡

　　　　　　　　　　Pwc

図3－6　　有効応力経路と全応力経路
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式（3．48）、（3．49）が成り立っ。

　　dv／de＝b　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．48）

　　b＝：3a／（3－a）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．49）

例えば、側方ひずみ拘束（dε。＝0）三軸圧縮試験（K。圧密試験）は、a＝1、b＝1．5と

したひずみ制御試験、平均主応力p一定試験は、次式のbに基づいてdv／deを制御し

た試験といえる。

　　－　　Dps　　　3Gns　gp　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．●．●●●●●．●。．●●●。●・●●●。●●●●●●●・・．●●●（3．50）　　b＝一一＝
　　　　　Dpp　Kp十3Gns　gs

平均主応力p一定試験においては、式（3．48）、（3．50）よりdq～de関係は次式で表さ

れ、n。　g。＞0を考慮するとK。＞0のもとではひずみ軟化は生じない（無条件に安定

）ことが分かる。

　　　　　　　　3GKp　　dq＝　　　　　　　　　　　　de　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．51）

　　　　　　　十3Gnsgs　　　　　Kp

体積ひずみ増分を制御する時は、a、　bの符号は意味をもつ。三軸圧縮ではa〈0が膨張

を、三軸伸張ではa＞0が膨張を意味し、bの符号の意味も同じである。この時、　dq～

de関係は式（3．52）である。

　　　　　3G｛Kp＋Knp（gp－bgs）｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　de　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。。・…　（3．52）　　dq＝
　　　　　　　　　Kp十Hs

負荷の条件は次式で与えられる。

　　　　　Kp（3Gns＋bKnp）
　　　　　　　　　　　　　　　de＞0　　・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・…　（3．53）　　df＝
　　　　　　　　Kp十Hs

ここで、bを一定にして体積ひずみを膨張側に制御した試験5⊃’6｝を考える。この状況は

地震中に発生した過剰間隙水圧が下方から流入してくる過程で、不透水層の存在によって

上方への水圧の消散が妨げられた場合の近似と考えることができる。この時、式（3．53）に

おいて式（3．24）、Ede＞0、np＞0を考慮すると非排水の場合と同様に式（3．25）、式

（3．38）が成り立ち、体積ひずみ増分と軸ひずみ増分の比を一定に制御した時のひずみ軟化

も均質な変形であることが分かる。また、ひずみ軟化の条件は式（3．54）で与えられ、前述

の式（3．26）は、同式の特殊な場合（b＝0）とみなすことができる。

　　Kp十Knp（gp一石gs）〈0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．54）

上式で、bg。は排水条件によって課せられる体積変化を表すと考えることができ、せん

断中に体積ひずみを膨張側に制御するとき、もg。＞0が成り立っ。この結果、非排水時
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には式（3．26）が成立しない密な砂でも、体積ひずみを制御すること、すなわち、間隙水を

強制的に流入することによって課せられる体積膨張（bg。）が材料固有の体積膨張（g。）

より大きくなると、ひずみ軟化が容易に生じることが分かる。この結論は、内田ら6⊃が実

験的に導いた結論を理論的に導いたものになっている。

　なお、この時飽和砂の間隙水圧増分dPwは、次式で表される。

　　dPw＝r　dv＝rb　de　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．55）

　図3－7（a）は、図3－1（b）のM3の材料を用いて、式（3．47）のaを一定（a＝

－ 0．1、－0．3）に制御した時のひずみ制御三軸圧縮試験の解析結果である。同図には、

非排水（a＝0．0）の場合の結果も併記している。例えば、材料が線形等方弾性体と仮定

すれば、応力経路は図3－7（b）に示すようにdq／dp＝一定で移動する。この図か

ら、非排水時にひずみ硬化を示す膨張性材料も体積ひずみを制御することによって、あた

かも収縮性材料に変わったかのように、ひずみ軟化を示し、復元力が低下することが分か

る。このことは、材料固有のダイレイタンシー特性に加えて、飽和砂要素に課せられる体

積変化、すなわち、聞隙水の流出入がひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生に重要な役割を

演じていることを示している。
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aを一定に制御したときの解析結果

79



　なお、内田ら6⊃は初期平均主応力p、＝200kPaの条件下で水中落下法による比較的密

なOttawa　Sand（D，＝60％）を用いて、式（3．47）のaを一〇．3、－0．5、－0．7としたひずみ

制御三軸圧縮試験を実施している。図3－8はこの結果で、a＝一一〇．5、一・0．7のとき平

均主応力pが単調に低下する静的液状化が生じている。一方、図3－7はp、＝500kPa

のゆるい豊浦砂（D。＝31％）の結果である。同図では、a＝－0．1、－0．3のとき静的液

状化に至っているが、これは、p、が大きいこと、密度が低いことが影響しているものと

思われる。

　三軸状態での極端な例として、異方圧密状態からde＝0の条件で、体積ひずみだけを

膨張側に制御する（dv＞0）試験が考えられる。この時、　a＝3、　b＝∞である。負荷

の条件は次式で与えられ、

　　　　　KpKnp　　df＝　　　　　　　dv＞0　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．56）

　　　　　Kp十Hs

前述の式（3．23）、（3．53）と同様に式（3．25｝、（3．38）が成立する。この時、dqは、次式で

与えられる。
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　　　　　一3GKgsnp　　　　　　　　　　　　　dv　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．57）　　dq＝
　　　　　　　Kp十Hs

上式より、三軸圧縮ではdq＞0、三軸伸張ではdq〈0が得られ、常にqの絶対値が低

下することが分かる。

　図3－9の実線は、初期せん断q。を有する図3－2のH2（q。＝50　kPa）およびH3

（q。＝80kPa）の材料定数を用いて、体積ひずみだけを膨張側に制御した場合の解析結

果（応力経路）である。例えば、材料が線形等方弾性体と仮定すれば、応力経路は図中に

破線で併記したようにp軸に平行に移動する。同図では、平均主応力pの低下に伴って初

期せん断q。も次第に低下しており、間隙水圧の流入による地盤の復元力の低下、すなわ

ち、一種の静的液状化現象を表していると考えられる。

　図3－9に示すような応力経路（ひずみ経路）は、例えばカム・クレイ型の降伏規準に

従う材料では通常弾性域に入る。しかしながら、砂のような粒状体では降伏規準を近似的

に応力比一定線とみなすことができることを考慮すれば、この挙動は現実に生じ得る砂の

浸透破壊現象とみることができよう。また、図3－7、図3－9に示したような体積ひず

み増分を制御した場合の土要素の挙動に関する検討は、地盤への薬液注入、グラウトおよ

び水圧破砕問題等への適用も期待できるものと考えられる。
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3，5　パラメトリック・スタディ

　3．2．5で述べたように、三軸試験の解析で有効な材料定数は、2つの弾性定数（

G、、K、）、三軸応力状態での破壊時の内部摩擦角φ。、同じく三軸応力状態での体積

最大圧縮時の内部摩擦角φm。、および硬化係数の初期値Kp、を設定するrの5っである。

このうち、φ鵬のひずみ軟化挙動に及ぼす影響については、図3－4に関連して詳しく述

べた。すなわち、φm。を大きくすると急激なひずみ軟化が発生し、収縮型（Contractive）

の挙動を示す。逆に、φm。を小さくするとひずみ硬化が生じ、膨張型（Dilative）の挙動

が表現される。

　本節では、残りの4つの材料定数G、、K、、φ。、rを変えたパラメトリック・スタ

ディからこれらの材料定数がひずみ軟化挙動に及ぼす影響を調べておく。ただし、K、に

ついては、式（3．15）、（3．16）からボアソン比γ＝一定が得られるため、ここではγを変え

た解析を行う。

　図3－10～図3－13は、図3－4と同様に表3－1のM1の材料定数を用いて、それぞ

れr、G、、φ。およびγのみを変えた解析結果である。

　図3－10では、rの増加に伴って応カーひずみ関係の初期接線剛性が増加し、ひずみ軟

化発生時の軸差応力（ピーク強度）も増加する。また、rが大きくなると、大ひずみ時に

も大きなせん断抵抗を有することが分かる。

　図3－11では、G、を変えてもピーク強度は変わらないが、　G、が大きくなるとピーク

時のひずみが小さくなり、結果的に急激なひずみ軟化が表現される。

　図3－12のφ。の影響は、図3－4のφmの影響と関連する。すなわち、φ。を大きく

することはφm。を小さくすることに相当し、体積膨張領域の拡大を意味する。逆に、φ。

を小さくすることはφm。を大きくすることに相当し、体積収縮領域の拡大を意味してい

る。このため、φ。を大きくするとひずみ硬化が生じ、膨張型（Dilative）の挙動が表現

される。逆に、φ。を小さくすると急激なひずみ軟化が発生し、収縮型（Contractive）

の挙動を示す。

　砂の排水せん断強度は、一般に破壊時の内部摩擦角φ。により評価されるが、図3－

4、図3－12は砂の非排水せん断強度が、φ。とφm。の相対的な大小関係により決定され
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ることを示している。

　図3－13のγの影響は、G、の影響とほぼ同じであり、γを変えてもピーク強度は変わ

らない。また、γが大きくなると（K、が大きくなると）ピーク時のひずみが小さくな

り、急激なひずみ軟化が表現される。
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3，6　本章の要約

　本章では、第2章で提案した繰返し弾塑性構成モデルを非排水三軸試験およびひずみ経

路制御三軸試験（体積ひずみ増分と軸ひずみ増分の比を一定に制御した三軸試験）で表れ

るひずみ軟化を伴う不安定挙動の解析に適用した。

　本章では、まずモデルを静的な単調載荷の解析に適用したときの構成関係を示した。次

に、このモデルを用いて非排水三軸圧縮試験のシミュレーション解析を行い、ゆる詰め砂

の非排水せん断強度がゼロになり静的液状化に至る挙動をうまく表現できることを示し

た。さらに、非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験でのひずみ軟化を表現する構

成式の安定性について理論的考察を加えたうえで、両試験でのひずみ軟化の判定式を示し

た。そして、この結果を基に材料固有のダイレイタンシー特性と飽和砂要素に課せられる

体積変化、すなわち、排水条件（間隙水の流出入）がひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生

に及ぼす役割を明らかにした。

　本章の主要な結論は、次のとおりである。

　　①：提案した弾塑性構成モデルは、極めてゆるく詰められた砂において非排水せん断

　　　　強度がゼロになり、静的液状化が発生する挙動、間隙比の減少に伴いひずみ軟化

　　　　からひずみ硬化に至る挙動をうまく表現することができる。

　　②：限界状態（変相状態）に至る前に破壊する材料（φm。〉φ。）を想定することで

　　　　静的液状化を表現することができる。

　　③：非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験でひずみ軟化を伴う不安定挙動の

　　　　発生する条件は、それぞれ、下に示す式（3．26）と式（3．54）で表され、この時の変

　　　　形は、せん断帯の発生を伴わない均質なものである。

　　　　Kp十Knpgp＜0　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．26）

　　　　Kp十Knp（gp－bgs）＜0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．54）

　　④：式（3．54）から分かるように、ひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生には、材料固有

　　　　のダイレイタンシーに加えて、排水条件（間隙水の流出入）が重要な役割を演じ

　　　　ている。
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第4章　弾塑性構成式に基づく異方性砂の非排水挙動の評価

4，1概説

　砂のような粒状体は、通常強い固有異方性nを有しており、堆積面（水平方向）と最大

主応力方向のなす角度δによって、その挙動は大きく異なる。一般に、δが90°から減少

して強度が低下するのに伴って体積最大圧縮量は増大し、破壊時ひずみも増加する。この

ため、三軸圧縮状態で膨張的（Dilative）な挙動を示す材料が、伸張状態では収縮的

（Contractive）な挙動を示す実験結果が数多く報告されている2⊃－8⊃。

　一方、近年大地震による液状化の発生予測、影響予測および対策効果の予測が重要な検

討課題となってきた。特に、有効応力法による2次元あるいは3次元液状化解析手法の実

務への適用は、液状化対策工の設計を実施するうえで急務であり、上で述べた砂の異方的

特性をうまく表現できる妥当な弾塑性構成式の確立が望まれている。

　本章は、液状化に関連の深い飽和砂の非排水挙動のうち、一般応力空間での両極端の応

力状態である三軸圧縮と伸張挙動に着目し、これを統一的に表現する構成式について検討

したものである。三軸圧縮と伸張時には、中間主応力に基づく異方性、構造的な異方性の

影響が含まれ、砂の非排水挙動に大きな違いがみられるため、一般応力空間でモデルを組

み立てる上で両者を統一的に表現できることは重要な課題のひとつである。本章では、第

2章、第3章で提案した弾塑性構成式の流れ則を拡張し、これを静的な単調載荷に対して

適用している。具体的には、塑性ポテンシャル曲面（流れ則）を定義する体積最大圧縮時

の応力比Mのπ平面での形状を任意に選定できるモデルを提案している。これによっ

て、飽和砂の非排水三軸圧縮と伸張挙動の大きな違い（異方性）をうまく表現できること

を示す。

　一般応力空間で提示された繰返し弾塑性構成式には、何らかの異方性を導入すること

で、三軸圧縮と伸張挙動の違いを表現できるものが多い。π平面での断面形状に着目する

と、西ら1nのモデルは破壊曲面と塑性ポテンシャル曲面にモールクーロン規準を、負荷
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曲面にDrucker－Prager規準を適用している。そして、これら3曲面の中心位置をすべて初

期応力の方向にずらすことで、初期応力による応力誘導異方性を表現している。八嶋らの

モデル12⊃も、3曲面の中心位置をすべて初期応力の方向にずらしており、負荷曲面と塑

性ポテンシャル曲面はDrucker－Prager規準、破壊曲面はモールクーロン規準である。平

井13）のモデルとPastorら’4⊃のモデルは、3つの曲面をローデ角θを用いて設定し、3

曲面とも同じ定義式が用いられているが、両者のπ平面での形状は異なっている。また、

第2章、第3章で提案したモデルも3つの曲面にローデ角θを用いて設定した松岡・中井

規準を用いている。

　これらのモデルでは、強度特性および体積変化特性（ダイレイタンシー特性）のそれぞ

れの特性に及ぼす中間主応力の影響は表現される。しかしながら、三軸圧縮時に膨張的な

挙動を示す材料が、三軸伸張時に収縮一方となるような強い異方性を表現することは困難

である。

　本章では、まず砂のせん断過程における体積変化特性に関する既往の実験結果を、構造

的な異方性に着目して整理し、その結果に基づいて、流れ則を定義する体積最大圧縮時の

応力比Mのπ平面での形状を任意に選定できるモデルの重要性を示す。次に、この特性を

表現できる構成式（流れ則）を提示し、平均主応カー定排水せん断試験および、いくつか

の非排水三軸圧縮・伸張試験結果との比較から、本モデルの適用性を調べる。

　砂の構造的な異方性を表現する方法に修正応力を用いる方法23，がある。ここで提案す

る構成式は、砂の非排水挙動で表れる構造的な異方性を通常の三軸圧縮と伸張試験に基づ

いて比較的簡単に表現しようとしたもので、構造的な異方性と中間主応力に依存する異方

性を一体として取り扱ったものである。修正応力を用いる方法との対応については、本モ

デルは降伏・破壊曲面と塑性ポテンシャル曲面にそれぞれ異なる構造テンソルを適用した

ことに相当すると考えられる。
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4，2　実験結果に基づく体積変化特性の定量的評価

　既往の研究において、破壊時の内部摩擦角φの異方性（強度異方性）に関する研究は数

多くみられるが、体積最大圧縮時の応力比Mの異方性に関する研究は、比較的少ない。本

節では、既往のデータから体積最大圧縮時の内部摩擦角φm　（変相角に相当する）を求

め、その異方性の程度が試料、供試体作成方法および相対密度等によって大きく異なるこ

とを示す。

4．2．1　三主応力制御試験における富士川砂の体積変化特性

　山田ら2⊃は、平均主応力p一定（98kPa）の排水条件下で、立方体供試体を用いた真の

三軸せん断試験（三主応力制御試験）を行った。供試体は、飽和した富士川砂を鉛直方向

に注入して作成された。

　図4－1はこの結果で、●印は体積最大圧縮時の応力比を、△印は破壊時の応力比を表

している。ここでは、応力比をτ。c。／pで表示しており、τ。。。は八面体せん断応力であ

る。また、図中のZCは通常の三軸装置での圧縮試験（σ、・σ。、σ、・σx＝σ。）に、　ZEは

伸張試験（σ、・σx＝σY、σ、＝σz）に相当する。一方、YCはσ、・σ。、σ。＝σx・σzの条件

下での圧縮試験、XEはσ、ニσ。・σz、σ。・σ。での伸張試験である。ただし、σ、、σ。、σ3

は最大、中間および最小主応力を意味し、絶対値の最大のものを最大主応力、最小のもの

を最小主応力という。σ。、σ。、σ2の定義は図4－2（a）のとおりで、一例としてXEの

場合の主応力を同図（b）に示す。

　応力比～体積ひずみ関係図から、三軸圧縮時（ZC、　YC）と三軸伸張時（ZE、　XE）の体積

最大圧縮時の応力比を読み取り、そのときの内部摩擦角φ鵬、φm。を表4－1（実験番号

1、2）に示した。この試験では、φ鵬はφm。よりかなり大きく、その差は8～10°であ

ることが分かる。

　ZCでの内部摩擦角φm。＝34．9°を用いたモールクーロン規準、　Lade規準および後述の

式（4．10）で表される新たに導入した幾何学的規準’5⊃”6D’17⊃による応力比を図4－1中

に併記した。幾何学的規準の材料定数として、Am＝0．806を用いたが、これについては
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表4－1 既往の実験から得られたφ鵬、φm。、R鵬

慧
番号 脇

供試体の

作成か法
謙
方法

P、σr
（kPa）

D．

（％）

Φm。

（deg．）

φm．

（deg．）

馬

12 山田ら2） 富士川砂 Pcuri㎎ P　一定 98

98

34

34

349
3α3

44．7

4a8
1，186

1，138

3 石原ら5｝ 富士川砂 　●pour1㎎ P　一定 98 38 325 348 1，053

456 龍岡ら田⊃ 富士川砂 水中落1下 P一定 98

196

別

53

53

53

31．6

訓L1

3α0

35．8

35．8

35．8

1，098

1，037

α998

789 三浦ら3） 豊浦砂 脚
助Tappi㎎
Wet　Rodding

σ．一定 196

196

196

55

55

55

3α1

30．1

29．2

29．7

3Z6
馴L4

0，990

1，064

1，133

10 Pradhanら4） 豊浦砂 P　一定 245～147 翻
27L7 27．5 α994

11 安福ら19） 豊浦砂 水中落下 P　一定

σ．一定

　980
784～1764

40 32．3 320 α992

12 安福ら鳳16）

㈱
空中落下 P　∠一定 98 60 254 　」

2鼠4 1，000

り
0 安福ら カーボネイト砂

（Dogs　Bay砂）

空哨落下 P　一定 98

98

40

80

3α9

3丘9

釧」4

40．6

α950

1，070

15 Vaidら2°｝ Ottawa砂 水中落下 非排水 196～2500 33～43 28．2 29．2 1，028

9　1



4．3．3で詳述する。●印は、すべてモールクーロン規準より外側にある。また、三軸

伸張時にはLade規準（φm。・＝39．7°）よりさらに外側にあり、特に軸対称応力条件下では

幾何学的規準と実験結果との対応は良いようである。なお、この幾何学的規準では、φ皿．

＝44．7°、Drucker－Prager規準では、φm。＝67．7°である。

4．2．2　供試体作成法の違いによる豊浦砂の体積変化特性

　三浦ら3⊃は、側圧σ．一定（196kPa）の排水条件下で、通常の円柱供試体を用いた三

軸圧縮および伸張試験を行った。材料は豊浦砂で、多重ふるい落下法（MSP法）、Dry

Tapping法、恥t　Rodding法と呼ばれる3種類の方法を用いて供試体を作成している。

　図4－3は、この結果である。同図の三軸伸張側の結果をみると、体積最大圧縮量は、

MSP法＞Dry　Tapping法＞Wet　Rodding法の順にあるのに対し、このときの応力比（q／

p）の絶対値は、MSP法くDry　Tapping法くWet　Rodding法の順で、順番が逆転している

のが特徴的である。ここに、q＝σ、一σ、である。体積最大圧縮の応力比からそのときの

内部摩擦角φm。、φm。を求め、表4－1（実験番号7～9）に示した。

　MSP法によって作成された供試体は、堆積方向への載荷に対して変形しにくいという異

　　　　　　　　　　　0．5

図4－3　供試体作成法の違いによる体積変化特性3｝
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方性を有している3）が、表4－1（実験番号7～9）では、異方性の強いものほどφ鵬と

φm。が近い値を示している。また、MSP法、　Dry　Tapping法、　Wet　Rodding法の順に砂の

構造が乱され、固有異方性が取り除かれていると考えれば、固有異方性が消失するのに伴

ってφ鵬がφm。より大きくなるといえそうである。別の表現をすれば、体積最大圧縮時の

応力比のπ平面での位置は、三軸伸張状態でモールクーロン規準より外側にあり、異方性

の強い材料ほどモールクーロン規準に接近することを示している。

　ただし、材料が膨張的挙動を示すか、収縮的挙動を示すかは、このφ皿。とφm。の大小関

係だけで決まるものではなく、4．5で後述するように破壊時の内部摩擦角φと体積最大

圧縮時の内部摩擦角φmの相対的な大小関係（φとφmの異方性の違い）に基づいて考察

する必要がある。

4．2．3　空中落下法による豊浦砂の体積変化特性

　Pradhanら4）は、平均主応力p一定の排水条件下で、種々の繰返し三軸試験を行った。

材料は豊浦砂で、供試体の作成方法は空中落下法である。

　実験で得られたφm。とφm。を表4－1（実験番号10）に示している。この実験で、彼ら

は「φm。とφm。は、それぞれ27．7°と27．5°でほぼ等しい。また、この値は供試体密

度、応力経路、応力履歴、圧力レベルによらない」との結論を出している。この結果は、

前述の三浦らの行ったMSP法による結果と対応しているものと判断できる。

4．2．4　Dogs　Bay砂の体積変化特性

　安福らは、平均主応力p一定（98kPa）の排水条件下で三軸圧縮および伸張試験を行っ

た。材料は、カーボネイト系の破砕しやすい砂（以下、Dogs　Bay砂と呼ぶ）で、供試体の

作成方法は空中落下法である。

　実験で得られたφm。、φm。を表4－1（実験番号13、14）に示している。この実験で

は、φm。は相対密度D．によらず一定（36．9°）である．これに対し、φm。はD。の低下

に伴って低下しており、D。＝40％のφm。は、80％のφm。より6°程度小さいことが分か

る。
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4．2．5　体積変化特性の定量的評価

　4．2．1～4．2．4の結果は、砂の有する固有異方性の程度によって、体積最大圧

縮時の応力比が三軸圧縮と三軸伸張において相対的に大きく異なることを示している。こ

のことを、次式で定義される指標Rmを用いて評価することを考える。

　　　　　ηme（3十η皿c）
　　Rm　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・・・・・・・・・・・・・・…　　。…　　（4．1）

　　　　　　　3η皿。

指標Rmは、拘束圧による違いも含めて実験結果を統一的に解釈するためのものではな

く、既往のモールクーロン、Lade、　Drucker－Prager等の規準が実験結果に表れる構造的な

異方性をどの程度表現できるかを定量的に調べるために導入したものである。ここに、

ηm。、ηm。は三軸圧縮および伸張時の体積最大圧縮時の応力比（q／p）の絶対値を意味

する。この指標は、Rm＝1のときモールクーロン規準に一致し、　Rm＝1＋ηm。／3のとき

Drucker－Prager規準に一致するという特徴を有している。

　表一1に、前述した実験で得られたRmを示している。同表には、富士川砂を用いた石

原ら5⊃の実験（実験番号3）、同じく富士川砂を用いた龍岡ら’8｝の実験（実験番号4～

6）、豊浦砂、秋穂砂を用いた安福ら15⊃’16｝’19｝の実験（実験番号11、12）および

Ottawa砂を用いたVaidら2°｝の実験（実験番号15）から求めたRmもあわせて示してい

る。

　図4－4は、表一1のRmをηm。に対してプロットしたものであり、図中の数字は表4

－ 1の実験番号である。図中にはモールクーロン規準を適用したときのRm　（＝1）を実

線で、Lade規準を適用したときのRmを破線で、　Drucker－Prager規準を適用したときの

R皿を一点鎖線で併記している。Lade規準に従うと、Rm一ηm。関係はやや右上りの曲線で

表される。また、Drucker－Prager規準も同じく右上り（勾配1／3）の直線である。

　同図において、強い固有異方性を有すると考えられるMSP法（実験番号7）とPradhan

らの実験（実験番号10）ではRm＜1であり、ηm。がモールクーロン規準より内側にある

ことが分かる。

　一方、山田らの実験（実験番号1、2）と三浦らによる恥tRodding法（実験番号9）

のRmは、　Lade規準のRmよりかなり大きく、ηm。がLade規準に従う曲線とDrucker

－ Prager規準によるものの間にあることを示している。

　龍岡らの実験（実験番号4～6）から平均主応力pの影響をみると、実験番号4、5、
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6の順にpが大きくなるが、これに伴ってRmは次第に低下し、モールクーロン規準に接

近していることが分かる。このことは、高圧下の豊浦砂（実験番号11）の実験において

Rmが1より小さくなることと整合している。

　ただし、高拘束圧下でRm＝1に接近することが、強い構造的異方性を意味するもので

はないことに注意が必要である。砂の異方的な挙動は、φとφmの異方性の違いに基づい

て考察する必要がある。拘束圧が大きくなると、φとφmは共にモールクーロン規準に接

近し、両者の異方性の程度の違いが少なくなり、その結果、砂の挙動（応力経路、応力～

ひずみ関係）に表れる異方的特性は小さくなるものと考えられる。

　以上、既往の実験結果に基づいて、体積最大圧縮時の応力比Mに表れる固有異方性の強

さを式（4．1）で示す指標Rmを使って検討した。図4－4の結果によるとRmの値は0．95

～1．20とかなりの幅で分布し、ひとつの規準だけで異方性の程度を表すことの難しさが理

解できる。材料の特性、供試体の作成方法、あるいは拘束圧の大きさ等によって異方性が
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変動するのであるから、この様な特性をひとつの規準を使って評価するための有効な方法

として、中間主応力係数（b値）に応じて体積最大圧縮時の応力比Mが任意に設定できる

規準、すなわち、Mのπ平面での形状を任意に設定できる規準を考える必要のあることを

この結果は示している。ここで、b・（σガσ・）／（σ・一σ・）である。次節では、この特性を

表現できる流れ則について言及する。
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4，3　構成式の概要と流れ則への新たな異方性の導入

　本モデルは、塑性硬化係数場理論に基づく無数曲面モデルの範疇に属し、応力比一定タ

イプの正規降伏曲面（破壊曲面）とその内部に定義される無数の硬化曲面および流れ則、

硬化則（硬化係数）によって構成されている。硬化曲面のうち、現在の応力点を通る活動

硬化曲面は、負荷の方向を規定する負荷曲面として用いられ、その移動、拡大および縮小

によって古典弾塑性論で弾性域として取り扱われてきた正規降伏曲面内領域での弾塑性挙

動を記述している。

　本章では、前述したように静的な単調載荷時の挙動を取り扱う。このとき、陽に用いら

れる曲面は正規降伏曲面と負荷曲面の2つである。以下、静的な単調載荷時のモデルの基

本式（構成関係）のうち、正規降伏曲面F、負荷曲面fおよび流れ則にっいて述べる。硬

化則は第2章、第3章と同じであり、静的な単調載荷時には負荷曲面が応力空間の原点を

中心にして拡大する等方硬化型モデルとなる。

4．3．1　第2章、第3章のモデルの正規降伏曲面F、負荷曲面fおよび流れ則

　単調載荷時の正規降伏曲面Fは、2階の応力テンソルσ、」を用いて次式で表される。

　　F＝ηi」ηi」－A2＝0　・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・…　。…　（4．2）

ここに、

　　　　　Si」　　　　1
　　ηi」＝一、p＝一σkk、　Siδ＝σi」－pδi」、δi」はクロネッカーのデルタであ
　　　　　P　　　　3

る。Aは、　Fの半径で、次式で与えられる。

A＝
〔号〕1／2G（θ）一…・…・……………・…………一（4・3）

上式のG（θ）は次式で表され、同式は、松岡・中井2nの破壊規準に基づいて中間主応力

の影響をローデ角θの関数として導入9⊃’1ηしたものである。

　　　　　　　　　　　1　　G（θ）　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　・。・・・・・・・・・・…　。。・・・・…　。・・・・…　。・…　（4．4）

　　　　　　2〔一÷〕1／2呵÷〕
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ここに、

　　　　　3－k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－s
　　　　　　　　　　、　k＝9十8tan2φ。、　cosu＝＝　　　　　　　　　、　　V＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2〔一皆〕3／2　　　　3（k－9）

　　　　2ksin（3θ）
　　S＝＝
　　　　　27（k－9）

であり、φ。は三軸圧縮時（θ＝π／6）の破壊時の内部摩擦角である。θは、次式で表さ

れ、

　　θ一÷血一・｛－3壬31i、／。｝・…・・…………・……・・…一（4・5）

J、＝　（1／3）s、」s」。S。、、　J。＝（1／2）s、」s、」である。この結果、　Fのπ平面での形

はモールクーロン規準のひずんだ六角形に外接する凸な曲線、オムスビ形となり、軸対称

応力状態（θ＝±π／6）でモールクーロン規準と一致する。

　負荷曲面fは、式（4．2｝のAを次式のaに置き換えたものであり、Fと同じG（θ）を用

いて中間主応力の影響がθの関数として導入されている。

　　a＝＝aoG（θ）　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・…　（4．6）

ここに、aはfの半径で、　a。は現在の応力点を通るように硬化則から決定される。

　軸対称応力状態での静的な単調載荷時の流れ則（ストレスーダイレイタンシー関係）

は、次式で表され、カム・クレイモデルと一致する。

　　　dvp　　－　　　：＝M一η　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（4．7）

　　　dεsp

ここに、　dvP＝dεkkP、　dεsP＝｝dei」Pl、　dei」P＝dεi」P－（1／3）dvPδi」、

dε、」Pは塑性ひずみ増分、η＝1ηi」1である。llはテンソルのノルムを表す。式

（4．7）で用いられる体積最大圧縮時の応力比Mも、θの関数Gm（θ）を用いて次式で与え

られる。

　　M－〔著〕1／2偏（θ）・…・…・・………・………・・…・一……・（4・8）

ここで、Gm（θ）は、式（4．4）で用いられるφ。をφm。に置き換えたものであり、φm。は

前述したように三軸圧縮状態での体積最大圧縮時の内部摩擦角である。

　すなわち、第2章、第3章のモデルでは破壊および負荷に関してθの影響を定義する

G（θ）と流れ則に関してθの影響を定義するG皿（θ）が同じ定義式（松岡・中井規準21⊃
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）に基づいて設定されている。

4．3．2　流れ則への新たな異方性の導入

　ここでは、中間主応力の影響を表すG（θ）およびGm（θ）に安福ら15⊃’16】’17⊃の導入

した幾何学的に表現される規準を適用する。これは、G（θ）とG皿（θ）を独立に設定する

ことで、前節で述べたダイレイタンシー特性をより的確に表現し、これによって非排水時

のひずみ軟化（Contractive）から硬化（Dilative）に至る挙動をうまく表現しようと試

みたものである。この試みは、軽部ら22，の結論（ダイレイタンシーとせん断強度は直接

には関係のない現象であり、破壊曲面がモールクーロンの破壊六角錘に外接する曲面で表

せるのに対し、等ダイレイタンシー線はπ平面で静水圧軸を中心とする同心円群となる）

とも整合するものである。

　本モデルに組み込まれた幾何学的に表現される破壊規準をG（θ）の形式で表すと、次式

となる。

　　　　　　　　　　　ηfcAf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。・・…　　。・●・・・・・・・・・・・・・…　　（4．9）　　G（θ）＝
　　　　　｛Af2　cos2（1．5θo）十sin2（1．5θo）｝1／2

ここに、θ。・θ一π／6である。η，。は三軸圧縮状態での破壊時の応力比であり、次式で表

される。

　　η，。＝6sinφ・＿．．＿．＿＿＿＿＿．＿．．＿・…………（4．1・）
　　　　　3－sinφ。

A，は材料定数であり、A，・＝1と置くとG（θ）はπ平面で円（Drucker－Prager規準）とな

り、A，＝3／（3＋η，。）と置くと三軸圧縮と伸張状態でモールクーロン規準を満足する歪ん

だ楕円となる。したがって、この規準の有用性はA，の値を変えることにより、π平面での

形状を任意に選定できるという点にある。

　図4－5は、φ。＝40°においてA，＝1．0、0．9、0．8、0．75のときのG（θ）の形状

をπ平面上に描いたものである。A，の値を変えることにより、π平面での形状を任意に

選定できることが分かる。

　また、π面上のMの特性を評価するG皿（θ）は、G（θ）と同形の次式で与える。

　　　　　　　　　　　　ηmc　Am
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…　　。。・・・・・・・・・・…　　。・・（4．11）　　Gm（θ）・
　　　　　　　｛Am2　cos2（1．5θo）十sin2（1．5θo）｝1／2
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図4－5

Af＝1．0

　0．9

　0．8

A。を変えたときのπ平面上のG（θ）の形状

ここに、η鵬は式（4．1）で用いた三軸圧縮状態での体積最大圧縮時の応力比であり、次式

で表される。

　　ηm。－6sinφm・＿＿＿．．＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿．．（4．12）
　　　　　3－　 sinφmc

また、AmはA，と同じ特徴を有する材料定数であり、それぞれ独立に与えられる。

4．3．3　本モデルの材料定数

　モデルの材料定数は、2つの弾性定数（初期せん断弾性係数G、とボアソン比γ）、

φ。、φm。、硬化係数の初期値を設定するrおよび今回新たに導入したAf、　Amの7つであ

る。このうち、φ。とφ鵬は三軸圧縮時の破壊時の応力比ηf。および体積最大圧縮時の応

力比ηm。を用いて、次式で与えられる。

　　sinφ。＝3η・・＿＿＿．．＿＿．＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿（4．、3）
　　　　　　　6十ηf。
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　　　　　　　　3ηm。
　　sinφmc＝　　　　　　　　　．．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・…　　。。…　　。…　　（4．14｝

　　　　　　　6十ηm。

また、AfとAmは三軸伸張時の破壊時の応力比ηf。および体積最大圧縮時の応力比ηm。を用

いて次式で与えられる。

　　Af＝ηfe／ηfc　・・…　。・・・・・・・・・・・・…　。。・・。・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・…　（4．15）

　　Am＝ηme／ηmc　。。・。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・。・・。・・・・…　（4．16）

前述した図4－1の実線は、式（4．16）から決定されたAm＝0．806を用いて描いたGm（θ）

のπ平面での形状を示しているが、実験結果との対応は全体的に良好である。

101



4，4　実験結果と解析結果の比較

4．4．1　平均主応カー定、e一定排水せん断試験の解析

　まず、表4－1（実験番号12）で前述した安福ら15｝”6⊃が行った平均主応力p一定

（98kPa）、θ一定排水せん断試験の解析を行う。用いた材料はD。＝60％の秋穂砂で、供試

体の作成方法は空中落下法である。

　図4－6は、式（4．7）で予測される応力比（∫（3／2）η）～塑性ひずみ増分比（

．／一

（3／2）dvP／dεsP）関係と実験結果を比較したもので、○印が実験結果、実線が予測結

果である。また、図4－7は応力比（！（3／2）η）～体積ひずみ（v）関係、図4－8は

応力比（∫（3／2）η）～せん断ひずみ（∫（2／3）εs）関係の予測値と実験結果を比較した

ものである。図中には、θが30°　（三軸圧縮）、15°、　0°、－15°、－30°　（三軸伸張

）の場合の比較が示されている。ただし、図4－6の実験結果においては、全ひずみを塑

性ひずみとしてプロットしている。

　解析に用いた材料定数は、表4－2に示している。図4－6～図4－8において、予測

値はストレスーダイレイタンシー関係、体積変化特性および応力比～せん断ひずみ関係の

θ依存性をうまく表現しているといえる。

　図4－9は、三軸圧縮と伸張時の応力比（∫（3／2）η）～主ひずみ関係の予測値と実測

値を比較したものである。図（a）が三軸圧縮、図（b）が伸張時の結果であるが、軸対

称応力状態における予測される主ひずみ値と実測値との対応も良好である。

4．4．2　非排水三軸圧縮および伸張試験の解析

　非排水時の解析を行うにあたり、φ。、φm。、A，、　A皿の決定法は4．3．3で述べたと

おりである。まず、A，については、実際に行った非排水試験結果において三軸圧縮と伸張

時の破壊時の内部摩擦角φがほぼ等しいという実験結果に基づいて、Af＝3／（3＋ηf。）で

与えている。また、Amについてはこれをパラメトリックに動かして、実験結果にフィッテ

ングする値を選定している。これは、ゆる詰め砂の非排水三軸伸張試験では、体積収縮一
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　　図4－7　応力比～体積ひずみ関係

　　　　　　　　　表4－2

　　　　　　　　　　　　　　　蒋万η

　　　　　　　　　　　　ε3
　　　　　　　　　　　　圖
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解析に用いた材料定数

GI（kPa） ツ
φ。〔deg．） φ鵬（deg．） r 飼 Af

25000 1／4 39．2 25．4 2．0 0，751 0，750
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方の挙動を示し（後述の図4－10参照）、ηm。を一義的に決定できないこと、また特に伸

張側では応力経路が反転する点の平均主応力がかなり小さく、ηm。の正確な決定が困難な

ことによっている。

　（a）豊浦砂の非排水三軸試験の解析

　図4－10は、兵動ら6）がひずみ制御で行った豊浦砂（Dr≒30％）の異方圧密からの非排

水三軸圧縮および伸張試験結果と解析結果を応力経路と応カーひずみ関係で比較したもの

である。同図において、○、▽、口印は圧縮試験結果、●、■印は伸張試験結果を、実線

は解析結果を示している。解析で用いた材料定数は、表4－3（Hの記号）に示してい

る。解析で採用したφ。＝33．4°での圧縮側と伸張側の応力比を、図中に破線で併記して

いる。

　解析結果は、初期せん断q。（＝σ。。一σ。。）を有するゆる詰め砂の非排水挙動をうまく

表現している。ここに、σ。。、σ。。は鉛直応力、側方応力の初期値である。特に、三軸圧

縮状態では一旦ひずみ軟化が生じた後硬化に転じるのに対し、伸張状態では急激なひずみ

軟化が生じ、静的な液状化に至る様子がうまく表現されている。

　このような非排水時の強い異方性を表現するには、前述したようにGm（θ）をG（θ）と

独立に設定するためのAmの導入が不可欠であると考えられる。このことをパラメトリヅク

に詳細に検討したのが、図4－11である。同図は、図4－10と同じ材料定数を用いて、Am
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だけを0．8、0．711に変えたときの三軸伸張時の解析結果を示している。図中には図4－

10で用いたA皿＝1．0の結果も併記している。なお、A皿は式（4．11）から分かるように三

軸圧縮時にはその効果が消失する（θ＝π／6のとき、分母と分子のAmが相殺される）た

め、圧縮時の解析結果は、すべて同じである。また、A皿＝0．711は伸張時にもモール・ク

ー ロン規準を満足するように、Am＝3／（3＋ηm。）から設定したものである。

　同図において、　Am＝1．0に接近するにつれて急激なひずみ軟化が生じ、結果として

Contractiveな挙動をうまく表現している。これは、流れ則を定義する体積最大圧縮時の

応力比Mがπ平面で円（Drucker－Prager規準）に近いことを示しており、前述した軽部ら

の結論とも一致するものである。

　（b）しらすの非排水三軸試験の解析

　図4－12は、岡林ら7）が行った乱したしらす（Dr＝60％）の非排水三軸圧縮・伸張試験

結果と解析結果を比較したものである。解析に用いた材料定数は、表4－－3（K1～K3）に

示しており、解析で採用したφ。＝36．9°での圧縮側と伸張側の応力比を図中に破線で併

記している。

　解析結果は、三軸圧縮および伸張時の非排水挙動の大きな違いをうまく表現しており、

伸張時にわずかではあるが軟化点を有する特徴も表現されている。

　この解析では、　Am＝0．810を用いている。ここで、　Am＝3／（3＋ηm。）＝0．724と置け

ば三軸伸張時にモール・クーロン規準と一致すること、また、A皿＝0．788と置けばLade

規準と一致することを考慮すると、三軸伸張時のMは、正ade規準とDruckerPrager規準の

問で、Lade規準に近い値を設定したことになる。

表4－3　解析に用いた材料定数

G重｛kPa） γ
φ。｛deg．｝ φ隔。｛deg．｝ r 飼

H 10000 1／8 33．4 30．4 1．0 1，000

Kl

K2

K3

1000

2300

5560

1／3

1／3

1／3

36．9

36．9

35．9

28．7

28．7

28．7

1．5

1．5

1．5

0，810

0，810

0，810

Vl

V2

V3

7600

10000

15500

1／3

1／3

1／3

35．0

35．0

35．0

30．0

30．0

30．0

1．5

1．5

1．5

0，850

0，790

0，790

M1 12200 1／3 31．5 28．0 1．5 1，000

＾　　　　　　●：EXPER5MENT
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　　図4－10　Amを変えたときの解析結果

　　　　　　　（三軸伸張）
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　（c）Tailings　sandの非排水三軸試験の解析

　図4－13は、Vaidら8｝が行ったUniform　tailings　sand（Dr＝33～40％）の非排水三軸

圧縮・伸張試験結果と解析結果を比較したものである。解析で用いた材料定数は表4－3

（V1～V3）に示しており、φ。＝35．0°での圧縮側と伸張側の応力比を図中に破線で併記

している。図4－10、図4－12、図4－13において、三軸圧縮と伸張時のφはほぼ同じで

あり、前述したようにA．＝3／（3＋ηf。）に固定してもおおむね妥当であることが分かる。

だだし、図4－13の応力経路の横軸は、図4－10～図4－12とは異なり、実験の整理方法

に合わせて（σ。＋σ，）／2を用いているので注意が必要である。解析結果は、実験に比べて

伸張時の最大強度が若干大きいものの、三軸圧縮と伸張時の非排水挙動の特徴的な違いを

おおむね表現している。
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4，5　φとφ．の相対的な大小関係

　軸対称応力状態でひずみ軟化が発生し、静的な液状化に至る条件、その理論的背景につ

いては、第3章で詳述した。ここでは、φとφmの相対的な大小関係がひずみ軟化の発生

に与える影響について具体的に考察する。

　図4－14は、表4－3の材料定数（M1）を用いて、φ鵬だけを28、30、32、34°に変

えた時の非排水三軸圧縮試験の解析結果である。ただし、三軸圧縮試験の解析であるた

め、前述のようにAmの値はこの結果に何ら影響を及ぼさない。同図におて、φm。を大き

く（φm。〉φ。）すると急激なひずみ軟化が発生し、Contractiveな挙動を示す。逆に、

φm。を小さく（φm。＜φ。）するとひずみ硬化が生じ、Dilativeな挙動が表現される。

　このように、φ。とφ鵬の大小関係によって、破壊時近傍のダイレイタンシー特性の逆

転が表現できることは、既にいくつか報告されている1ω’24｝。

　図4－15は、同様に表一3の材料定数（H1）を用いて、非排水三軸圧縮試験（Comp．、b

＝0）、非排水三軸伸張試験（Ext．、　b＝1）および等方圧密からの非排水単純せん断試

験（S．S．、　b＝0．5）の解析結果を比較したものである。ここで、せん断応力は！（3J。）

を用いており、図中の圧縮試験結果（Comp．）は、図4－・14のφm。＝28°の結果と同じであ

る。

　この解析では、A皿＝1．0を用いてG血（θ）を設定した。また、　Af＝3／（3＋ηf。）＝

0．703で与えた。この結果、三軸圧縮でφ＝31．5°、φ皿＝28．0°、単純せん断でφ＝

「δ　300　　　　φ，鴫＝28＠

匙

：200　　　30・
婁

届100　　　　　32°

壽　　　　3牟
’

器　o
O　　　　　O　　　　　　5　　　　　10　　　0　　　　　250　　　　500

　　Axial　strain　　ε8　　（％）　　　　　　Mean　Stress　p　（kPa）

　図4－14　φm。を変えたときの解析結果

　　　　　　（三軸圧縮）

箋3・。

馨

占

蕾

拐

100

0
　0　　　　　　　5　　　　　　10　　　　0　　　　　　250　　　　500

Sh。、，　S，，ai，痂一、、（％）　Mean　S・・ess　p（kPa）

図4－15　三軸圧縮、伸張および

　　　　　単純せん断試験の解析

圖卜＼
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33．8°、φm＝40．0°、三軸伸張でφ＝31．5°、φ皿＝43．1°が得られ、φmがφより相

対的に大きいほどContractiveな挙動が強く表現されることになる。

　このように、本モデルではA，とAmをそれぞれ独立に与えることで、中間主応力係数

b値に応じてφとφmの相対的な大小関係を自由に与えることができる。この結果、今ま

でのモデル11⊃－14｝では表わすことのできなかった図4－10に示したような三軸圧縮と伸

張時でダイレイタンシー特性が逆転する強い異方性を比較的容易に表現することができ

る。

　一方、今までのモデルでは破壊曲面、負荷曲面および塑性ポテンシャル曲面のπ平面で

の断面形状（異方性）を定義する規準が固定されているため、解析の適用範囲は限定され

たものとなる。
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4，6　本章の要約

　本章では、液状化に関連の深い飽和砂の非排水挙動に着目し、一般応力空間での両極端

の応力状態である三軸圧縮と伸張挙動を統一的に表現する構成式について解析的に検討し

た。

　本章では、まず砂のせん断過程における体積変化特性に関する既往の実験結果を、構造

的な異方性に着目して整理し、その結果に基づいて、流れ則を定義する体積最大圧縮時の

応力比Mのπ平面での形状を任意に選定できるモデルの重要性を示した。次に、この特性

を表現できる構成式（流れ則）を提示し、平均主応カー定排水せん断試験および、いくっ

かの非排水三軸圧縮・伸張試験結果との比較から、本モデルの適用性を調べた。このモデ

ルは、第2章で提案した繰返しモデルの流れ則を拡張し、これを静的な単調載荷に対して

適用したものである。

　本章の主要な結論は、次のとおりである。

　　①：平均主応カー定および側圧一定の排水せん断試験において、既往のモール・クー

　　　　ロン、Lade、　DruckerPrager等の規準が構造的な異方性の程度をどの程度表現で

　　　　きるかを定量的に示すための指標Rmを提示した。

　　②：①で提示したRmは、材料の特性、供試体の作成方法、あるいは拘束圧の大きさ

　　　　等によって大きく変動しており、このような特性をひとつの規準を使って評価す

　　　　るための有効な方法として、体積最大圧縮時の応力比Mのπ平面での形状を任意

　　　　に選定できる規準を考える必要があることを示した。

　　③：②の結果に基づき、破壊時の応力比Aのπ平面での形状と独立に、Mのπ平面で

　　　　の形状を任意に選定できるモデルを提示した。

　　④：③のモデルを用いることにより、三軸圧縮時にはひずみ硬化する材料が、三軸伸

　　　　張時にはひずみ軟化を示すような特性（強い異方性）をうまく表せることを示し

　　　　た。

　　⑤：④の結果は、Mの異方性（π平面での形状）をいかに設定するかが砂の非排水挙

　　　　動の解析に重要であることを示している。
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第5章　繰返し弾塑性構成式の有限要素法による液状化解析への適用

5，1概説

　繰返し載荷時の土の変形挙動は、初期応力状態およびその後の応力経路に強く依存する

ことが知られており、これらの土固有の特性を表現できる精度の高い構成式が要求されて

いる。現在までに提案された土の構成式の主流は、弾塑性理論に立脚したものである。そ

して、これらの大部分は等方硬化則に基づいているが、特に繰返し載荷時の体積ひずみの

累積、　Masing則あるいはバウシンガー効果等の履歴挙動を適正に表現するには、異方硬

化則の導入が不可欠であると考えられる。

　1．3で前述したように、異方硬化則を導入した繰返しモデルにも色々なモデルがある

が、これらを有限要素法解析プログラムに導入し、境界値問題としての現実の問題に適用

した例は、まだ多くない。

　本章では、有限要素法による二次元あるいは三次元液状化解析を目的として、まずひと

っの比較的簡単な繰返し弾塑性構成モデルを提案する。構成モデルを解析プログラムに組

み込むにあたり、扱いやすさを考えてモデルはできるだけ単純で、材料定数の数もできる

だけ少ないものであることが望ましい。このため、ここでは有限要素法による解析の第一一

ステップとして第2章で提案した繰返しモデルをさらに単純化したモデルを提示する。

　次に、このモデルを有効応力に基づく二相系有限要素法解析プログラム（NAPOLI）に

組み込み、土質工学会・地盤と土構造物の地震時の挙動に関する研究委員会nで取り上げ

られた新潟地震での川岸町地盤の液状化解析（一次元問題）および遠心力載荷実験のシミ

ュレーション解析（二次元問題）を行い、同委員会で示された7種類の構成モデルによる

解析結果と比較するとともに、本モデルの液状化解析への適用性について検討する。
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5，2　繰返し弾塑性構成式の定式化

5．2．1　繰返し弾塑性構成式の概要

　まず、本章で提案するモデルの特徴を以下の①～⑤に示す。このうち、①については第

2章に示した繰返しモデルと同じであり、②～⑤については、第2章のモデルをさらに単

純化したものになっている。

　　①：本モデルは、塑性硬化係数場理論2⊃に基づく無数曲面モデルの範疇に属し、応力

　　　　比一定タイプの正規降伏曲面とその内部に定義される無数の硬化曲面によって構

　　　　成される。硬化曲面は、応力空間において一定の硬化係数を有する応力点を結ん

　　　　だ曲面である。このうち、現在の応力点を通る活動硬化曲面は、負荷の方向を規

　　　　定する負荷曲面として使用され、その移動、拡大および縮小によって古典弾塑性

　　　　論で弾性域として取り扱われてきた正規降伏曲面内領域での弾塑性挙動を記述す

　　　　る。この点は、第2章で提案したモデルと同じである。

　　②：本モデルで、陽に用いられる曲面は正規降伏曲面、負荷曲面および最新の応力反

　　　　転曲面の3つであり、第2章のモデルで使用した過去の最大の応力反転曲面と弾

　　　　性領域を定義する硬化曲面は使用しない。

　　③：正規降伏曲面および負荷曲面のπ平面での規準、すなわち式（2．4）のG（θ）とし

　　　　て式（2．48）によって表されるDrucker－Prager規準を用いる。同規準は、応力点

　　　　の移動にかかわらず正規降伏曲面の半径が一定であるため、幾何学的な硬化則の

　　　　設定がより簡単である。

　　④：塑性ポテンシャル曲面gは、第2章のモデルと同様にカム・クレイ型である。た

　　　　だし、第2章のモデルで導入した非共軸性の評価を取り除き、関口・太田モデル

　　　　3⊃と同型のストレス・ダイレイタンシー関係を用いる。

　　⑤：第2章では、新たな応力反転曲面を定義し、これを用いて応力振幅の低下する繰

　　　　返し載荷を表現したが、本章ではさらに単純化した応力反転曲面を用いている。

　図5－1は、本モデルの構成を簡単のため二次元平面で概念的に示したもので、図（a

）は、異方応力状態の点1からのせん断過程（1⇒3）での負荷曲面fと正規降伏曲面F
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図5－1 本モデルの概要

一 σr

を、図（b）は点3からの逆方向のせん断過程（3⇒6）でのfとFを示す。図2－1と

の違いは、横軸および縦軸の表示法のみである。すなわち、本モデルでは応力点の移動に

かかわらず正規降伏曲面の半径が一定であるため、横軸を軸差応力比（（σゴσ。）／（ノー3p

））、縦軸をせん断応力比（τ／p）とする応力比空間において、すべての曲面が交差しな

い条件下で幾何学的な異方硬化則を設定することができる。

5．2．2　正規降伏曲面F、負荷曲面fおよび最新の応力反転曲面fsN

　正規降伏曲面Fは次式で表され、同式は粘着力c。＝0の場合のDrucker－Prager規準

と一致する。

　　F＝ηi」ηi」－A2：＝0・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・…　（5．1）

　　　　　　　Si」　　　1
ここに、η五」＝一、p＝一σkk、　Si」＝σi」一σkkδi」、δi」はクロネッカーのデルタ
　　　　　　　P　　　　3

である。Fの半径Aは、三軸圧縮状態での破壊時の内部摩擦角φ。を用いて次式で定義さ

れる。

A－
〔号〕1／21妻’1蓋ち。・・…・一……………・…・…・……・・（5・2）

上式は、式（2．2）のG（θ）に式（2．48）を代入することによって得られる。本モデルではF

の硬化は考えていないため、Fは破壊曲面としての役割を行う。
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　負荷曲面fは、次式で表される。

　　f＝（ηi」一αi」）（ηi∂一αi」）－a2＝0・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．3）

ここに、α、」はfの中心座標である。また、aはfの半径で、常に現在の応力点を通るよ

うに後述の式（5．13）の硬化則から決定される。粘着力c。を有する材料では、式（5．1）お

よび式（5．3）において平均主応力pの代わりにp＋c。cotφ。を用いれば同様の取り扱い

が可能である。

　応力反転曲面f。は応力反転が生ずる直前の負荷曲面で、fと同様に式（5．3）で表され

る。この曲面は、応力点が曲面の外に出てくるまではその大きさ、位置を変えず、外に出

てきたときf。に関する過去の情報は消失する。この点は、第2章のモデルと同じであ

る。ただし、第2章のモデルでは最新の応力反転曲面fsNと過去の最大の応力反転曲面

f。Mの2つの応力反転曲面を記憶したのに対し、本モデルでは最新の応力反転曲面f。Nの

みを記憶する。

　また、第2章で導入した弾性領域を定義する硬化曲面fEについては、簡単のためR冠

＝0を用いる。RE＝0は、　f置が点に縮退し、降伏曲面が存在しないことを意味する。

5．2．3　流れ則

　塑性ひずみ増分dε、」Pは、負荷指標df、塑性ひずみ増分の方向を規定する単位ベク

トルg、」および硬化係数K。を用いて次式で表される。

　　　　　　　　df　　dεi」P　＝　　－9i」　・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．4）

　　　　　　　　Kp

上式のdfは次式で与えられ、同式は同時に載荷、除荷状態を判定する負荷指標として用

いられる。

　　df　＝　ni」dσi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．5）

ここに、n、」は負荷曲面の単位法線ベクトル、　dσi」は応力増分である。また、　n、」、

g、」は式（5．6）、（5．7）で与えられ、

　　　　　　　　　　∂f／∂σ、」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・．・・…　　●・●●・・・・…　　．・・・・…　　（5．6）
　　nij＝　　　　　｛（∂f／∂σ、」）（∂f／∂σ、」）｝1／2

　　　　　　　　　　∂9／∂σ、」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●・●・…　　●●・・●・…　　．・・・・・・・…　　（5．7）
　　9ij＝　　　　　｛（∂9／∂σi」）（∂9／∂σij）｝1／2
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式（5．6）の∂f／∂σ、」は、式（5．3）より次のように得られる。

　　ll、。一号｛（η…α・j）一÷（ηk1一α・・）η・・δ・・｝…………・（5・8）

式（5．7）で使用される塑性ポテンシャル曲面gとして、次式で定義されるカム・クレイ型

の曲面が用いられる。

　　9＝三＋1np…・・………・…………・…・…・・…………（5．9）
　　　　　　M

上式で用いられる体積最大圧縮時の応力比Mは、三軸圧縮状態での体積最大圧縮時の内部

摩擦角φ鵬を用いて次式で与えられる。

M－
〔号〕1／21妻’監一・・…・……………………・………（5・1・）

式（5．9）より、次式が得られ、

　　ll、、－alMl（η…α・・）＋÷｛aM－（η…α・・）η・・｝δ・・1（5・・1）

上式より、式（2．14）に対応するストレス・ダイレイタンシー関係を求めると、次のように

なる。

　　　dvp　　　　　（ηK1一αk1）
　　一　　　＝M一　　　　　　　ηk1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．12）

　　　　　　　　　1ηk1一αkll　　　dεsp

ここで、α．、＝ηk、°と置けば、上式は関口・太田モデル3⊃のストレス・ダイレイタンシ

ー 関係と一致する。ただし、η。、°は初期状態での偏差応力比η、」である。また、αk、＝

0と置けば、c＝1とした式（2．14）、すなわちカム・クレイモデルと一致する。

5．2．4　硬化則

　本モデルは、df＝0およびf＝Fの場合を除いて、偏差応力比（η、」）空間での応力

点の移動によって常に新しい負荷曲面fが形成される。このため、偏差応力比空間におけ

る応力比の移動はすべて負荷（硬化）ととらえられ、常に塑性変形が生じる。このとき、

fの中心座標α、」と半径aは式（5．13）と前述の式（5．3）を満足するように決定される。

　　α、、一αli・（aN－a）＋αN・」（a－a1）．＿＿＿＿＿．＿．．（5．13）
　　　　　　　　　　　　N　　　　　　l　　　　　　　　　　　a　　－a

ここに、a1、αIi」は前ステップの負荷曲面fIの半径と中心座標、　aN、αNi」は最
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図5－2 新たな応力反転曲面

一 σr

新の応力反転曲面fsNの半径と中心座標である。上式と、第2章で提案したモデルの硬化

則、式（2．26）との違いは、前者が偏差応力比空間で組み立てられているのに対し、後者が

基準化空間（Ri」空間）で組み立てられていることだけである。すなわち、上式は、式

（2．26）において、R。N→aN、RI→a1、R→aと置くことによって得られる。

　前述のように、無数曲面モデルでは応力振幅が低下する繰り返し載荷のとき、無数の応

力反転曲面を記憶する必要があり、モデルを複雑なものにしている。この問題に対し、本

モデルでは応力反転曲面は最新のものを1つだけ記憶することで、モデルをより単純化し

たものとしている。応力点がこの最新の応力反転曲面を越えた場合、図5－2の破線で示

す新たな応力反転曲面f。Kを定義する。同図では、応力点が最新の応力反転曲面f。Nの外

側に出てきたとき、応力空間の原点を中心とし、f。Nに外接する新たな応力反転曲面fsK

を定義している。現在の負荷曲面の中心座標α、」と半径aは、f。Nを前ステップでの負荷

曲面fI、f。Kをf。Nとして式（5．13）と式（5．3）から決定される。

　このモデル化においても、第2章の硬化則と同様に負荷曲面の半径aおよび硬化係数

K。の滑らかな遷移を表現することができる。また、過去の最大の応力反転曲面を記憶す

る必要がないため、プログラム記憶域をさらに低減することができる。

　K。の補間則は、次式が用いられる。

　　K・－K・・〔卸n〔・一舞〕2・………一………・・………（5・14）
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ここに、K。、＝rG、、p、は初期平均応力、G、は初期せん断弾性係数である。rは本

モデルの材料定数で、硬化係数の初期値K・・を初期せん断弾性係数G、で規準化したもの

である。第2章の式（2．32）では、K。、を初期体積弾性係数K、で規準化した材料定数rを

用いたが、両者はボアソン比γを用いて、次式から変換することができる。

　　　　　2（1十γ）
　　KI＝　　　　　　　GI　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．15）

　　　　　　（1－2γ）　　　　　3

式（5．14）の変数nについては、式（2．32）ではn＝1／2を用いているが、ここではn＝1．0

を用いる。n＝1．0の場合、式（2．38）と式（5．14）の比較から、平均主応力pが一定でない

ときにも、式（5．14）は処女載荷時の一次元応カーひずみ関係を双曲線で表現することにな

る。

5．2．5　弾塑係数テンソルDEPi」k、および本モデルの材料定数

　弾塑係数テンソルDEP、」。、は、式（5．16）で表される。また、弾性係数テンソルDE、」。、

を構成するせん断弾性係数Gおよび体積弾性係数は、式（5．17）、（5．18）で与えられる。こ

れらは、第2章の式（2．40）～式（2．42）と同じである。

　　　　　　　　　　　　DEiδmn　gmnstDEstkl
　　DEPi」kl＝DEi」k1－　　　　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 　（5．16）

　　　　　　　　　　　　　　十nmnDE皿nst　98t　　　　　　　　　　　　Kp

　　G＝GI　（p／PI）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．17）

　　K＝：K1　（p／PI）1／2　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．18）

　また、本モデルの材料定数は、2つの弾性係数（G、、K、）と式（5．2）において正規

降伏曲面Fの半径Aを定義するφ。、式（5．10）において体積最大圧縮時の応力比Mを定義

するφm。、および式（5．14）において応カーひずみ関係の初期接線係数を規定するrの5つ

である。
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5，3　液状化解析プログラム

5．3．1　二次元液状化解析プログラムの一覧

　液状化を考慮した地盤の地震応答解析として、これまでに色々な方法が提案されてい

る。また、これらを実地震での動態観測、振動台実験、遠心力載荷実験のシミュレーショ

ン解析に用い、解析と観測値、あるいは実験結果との対応関係も次第に明らかにされっっ

ある。

　これらの解析方法の違いとして、以下の項目が考えられるn。

　　①：基礎方程式

　　②：構成式（応カーひずみ関係）

　　③：運動方程式の解法

　表5－1に、現在までに有限要素法による2次元液状化解析プログラムとして発表され

ているプログラム名を示す。間隙水をどのような未知数で表すか等の定式化に若干の相違

はあるが、ほとんどのプログラムで基礎方程式としてBiot26⊃の二相系混合体の運動方程

式を用い、土骨格の変形と間隙水の相互作用を評価している。同表では、間隙水をどのよ

うな未知数で表すかによって、以下の3つの形式に分類している。

　U－Pw形式：土骨格の変形Uと間隙水圧Pwを未知数とする｛

　u－W　形式：土骨格の変形uと土骨格に対する間隙水の相対変位Wを未知数とする

　u－U　形式：土骨格の変形Uと間隙水の絶対変位Uを未知数とする

　本研究では、　Zienkiewiczら6⊃の開発した液状化解析プログラムDIANA－Gをベースにし

て、これに新たな機能と構成式を追加してプログラムを拡張し、　NAPOLI　（Nonlinear

Analysis　Program　evaluating　the　effect　Of　LIquefaction）と名付けた。表5－2に、

NAPOLIの解析機能一覧を示す。なお、　Zienkiewiczらの開発した液状化解析プログラム

は、日本でもいくつかの企業に導入され、DIANAというプログラム名で土木学会、土質工

学会等に数多く発表されているが、オランダのTNO（オランダ応用科学研究機関）で開発

された汎用非線形有限要素法解析プログラムDIANA3ωの版権を犯すことになるため、こ

の名前を使用することはできない。
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表5－1 液状化解析プログラムの一覧

プロクラム名 開発者 未知数 構成式または

間隙水圧発生モデル

TARA－3 Finnら4｝・5⊃ U－P胃 応カーひずみ関係は双曲線モデル

間隙水圧は体積ひずみモデルで予測

DIANA－G Zienkiewiczら6｝ u－u P－Zモデル21｝、R－Sモデル22，、M瑚モデル23，、

Densificationモデル24⊃

DINAFLO冒 Prevostη u－u 多曲面モデル

ALISS 大槻ら8⊃’9⊃’期 U騨Pw 応カーひずみ関係はR－0モデル

間隙水圧は体積ひずみモデルで予測

NONSOLAN 田中1n u－Pw Densificationモデル25｝

FILIP 井合ら12⊃・13｝ u－P珊 応カーひずみ関係は双曲線モデル

間隙水圧は体積ひずみモデルで予測

NAFSS 西ら14｝・15⊃・剛 u－w 西モデル

LIQCA 八嶋ら1η u－Pw 岡・足立モデル

湖uDIAN 塩見ら18⊃ u－u P－Zモデル21D、Densificationモデル24⊃

NAPOLI 森尾ら19⊃’2°｝ u－u 無数曲面モデル19⊃、Densificationモデル2°⊃

表5－2 NAPOHの解析機能一覧

外力 任意点加振、地震入力、入射波入力

初期 初期応力

荷重 節点荷重、面荷重

要素

粘性ダンパー要素（2節点、3節点）、

梁要素（2節点、3節点）、軸ばね要素、

二次元四角形要素（4節点、8節点、9節点）

剛体要素、剛棒要素、ジョイント要素

六面体三次元要素（8節点、20節点）

解析法 Newton－Raphson法、初期応力法、　BFGS法

積分法 Nemarkβ法、　SSPJ法

ソルバー インコア・スカイライン法

固有値 パワー法、ダブルQR法

その他 バンド幅最小化

構成式

Trescaモデル、　Von－Misesモデル、

Mohr－Coulombモデル（関連流れ則、非関連流れ則）、

Drucker－Pragerモデル（関連済れ則、非関連流れ則）、

Pastor－Zienkiewizモデル2n、Reflecting　Surfaceモデル22⊃、

Multi－Mechanismモデル23⊃、Densificationモデル20⊃’24⊃、

無数曲面モデル19⊃
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5．3．2　u－U形式の基礎方程式

　水で飽和した二相系混合体の運動方程式は、最初にBiot26⊃により提案された。また、

有限要素法による数値解析解は、線形問題についてGhaboussiら27⊃によって、非線形問

題にっいてZienkiewiczら24〕によって最初に求められた。本節では、微小変形を仮定し

た二相系材料のU－U形式の基礎方程式6｝’28⊃’29⊃について述べる。

　応力の釣り合い式は、土骨格に対して次式が成立し、

　　σ」i．」十（1－n）pw．i－（1－n）　ρsui＋（1－n）　ρsbi＋Ri＝0　・…　（5．19）

水に対して次式が成り立つ。

　　－npw．i－nρfUi＋nρfbi－Ri＝0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．20）

ここで、U、、Uiはそれぞれ土骨格および水の変位であり、　（・）は時間による微分を

意味する。また、σi」は有効応力、Pwは間隙水圧、ρ。、ρ。は土粒子および水の質量

密度、nは間隙率、　b　iは物体力である。　R、は、　Darcy則によって表される多孔質体と

その中を流れる水の相互作用項であり、次式で与えられる。

　　Ri＝n2（Ui－ui）／k　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．21）

ここに、kは透水係数である。式（5．19）と式（5．20）は、混合体の単位体積あたりに占める

土骨格の体積（1－n）と水の体積比率nに対して表されている。土骨格と水の混合体の平

均密度は、次式で与えられる。

　　ρ＝（1－n）　ρs十nρf　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．22）

　土骨格の有効応力増分dσi」とひずみ増分dε、」の関係は、次式で表され、

　　dσi」＝DEPi」kldεk1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．23）

ここに、DEP、」．、は弾塑性係数テンソル（接線剛性）である。水については、通常弾性で

あると仮定して、次式が成立するものとする。

　　（1－n）εii十nθw＝－Pw／r　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．24）

ここで、εiiは土骨格の体積ひずみ、θWは水の体積ひずみである。　rは次式で与えられ

る。

　　1　n　　　1－n　　－＝一　　十　　　　　　　　 ●●・．．・●●・●・・●●・●・●…
　　●●。。・。・．・●．●●・．．。．・・・・・・・・…　　（5．25）

　　r　　Kf　　　Km

ただし、K，は水の体積弾性係数、　Kmは土粒子の体積弾性係数である。土粒子の体積弾

性係数Kmを無限大とみなせる場合は、　rは次式で表される。
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　　r＝Kf／n　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．261

また、有効応力σ、」と全応力σt、」の関係は、次式で与えられる。

　　σti」＝σi∂－Pwδi」　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．27）

　変位とひずみの関係は、一相系連続体と同じように、土骨格について次式で表され、

　　εi」＝（1／2）（u．i，」＋u，」，　i）　　・…　　●・…　　。。・●・・・・…　　●・・●・…　　●・・・・・・・・…　　●。（5．28）

水について次式で表される。

　　θw＝Ui，i　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．29）

　式（5．19）、式（5．20）の釣り合い式に、構成式（5．23）、（5．24）および変位とひずみの関係

式（5．28）、（5．29）を代入し、土骨格の変位uおよび水の変位Uを未知数として運動方程式

を解くことができる。この解法は、u－U形式と呼ばれる。

　実際の境界値問題を解くためには、有限要素法が用いられる。この解析方法について

は、文献19）に詳しいためここでは詳細は省略するが、最終的に得られる離散化された支

配方程式は、次のようになる。

1川＋：∵川＋：1：：｛二｝一｛：」…一

　ここに、M、、　M、は質量マトリックス、　C、～C3は減衰マトリックス、　K、～K3は剛性マトリ

ックス、f。、f。は外力ベクトルであり、第1行が式（5．19）の土骨格の釣り合い式を、

第2行が式（5．20）の水の釣り合い式を表している。上式において、弾塑性構成モデルを用

いる弾塑性解析では、　K、とuの関係が非線形となる。

5．3．3　非線形方程式の解法

　非線形方程式の解法として、表5－2に示すようにNAPOLIには、初期応力法、　Newton

－ Raphson法、　KT、法、　KT、法、　BFGS法等の種々の解法が導入されている31⊃が、5．4の

解析では、このうち初期応力法を用いている。初期応力法とは、各積分ステップにおける

不均衡力に対する変形を常に初期剛性を用いて求め、この不均衡力が設定された値以下に

なるまで収束計算を行う方法で、反復回数は多くなるが、接線剛性を計算する必要がない

という利点がある。

　時間積分法は、Newmarkのβ法を用いる。この方法では、　n＋1ステップ（時刻t＋dt）

123



における変位U。．、、速度V。．、は、nステップ（時刻t）での変位U。、速度V。、加

速度a。およびn＋1ステップでの加速度a。．、を用いて次式で表される。

　　u・一一u・＋dtv・＋〔去一β・〕dt・a・＋β説・a…………・（5・31）

　　vn寺1＝v動十（1一γa）dtan十γadtan＋1　・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．32）

ここに、γ。、β。はNewmarkのβ法のパラメーターで、0＜γ。＜1、0＜β。＜1の

値を取る。なお、γ。＝1／2としてv。＋、を求める方法は、Crank－Nicholson法と呼ば

れ、一般的に良く用いられている。

　ここで、式（5．30）の支配方程式を簡単のため、次式で記述する。

　　Mman．1十Snq＝fn．1　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5．33）

ただし、Mmは質量マトリックス、　S。qはn＋1ステップでの内力ベクトルで変位u。．、、

速度v。．、の関数、f。qは外力ベクトルである。式（5．33）が線形の場合には、式（5．31）

と式（5．32）を式（5．33）に代入してa。．、を求め、これを式（5．31）、（5．32）に代入して

u。＋、、v。。、を求めることができる。しかし、式（5．33）が非線形の場合には、一義的に

解を求めることはできなくなり、上で述べた初期応力法と組み合わせた収束計算により解

を求めることになる。

　この方法は、予測子修正子法と呼ばれ、予測子としてNewmarkのβ法を、修正子として

初期応力法を用いている。表5－3に、5．4の解析で用いた予測子修正子法の計算手順

32⊃を示す。同表では、2のpredictor　phaseにおいては、　a。．、（°｝＝0を設定してお

り、a。．、｛°⊃はpredictor　phaseにおける加速度の予測値の初期値である。

　なお、初期応力法において収束過程で降伏が一方向に進む場合、収束過程を応力履歴と

みなすことができる。しかし、5．4の二相系混合体の動的解析では収束過程で小さな除

荷（応力反転）が生じた（静的解析では生じなかった）。本モデルでは、この除荷を応力

履歴とみなすことができないため、常に各収束計算開始時のひずみを記憶しておき、この

収束計算開始時のひずみからのひずみ増分により応力増分を計算している。
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表5－3 予測子修正子法の計算手順

：Begin　predictor　phase　in　胃hich　冊e　set

　　　Unq《i⊃　U　o◆1＝Un　　dtv　　　dt2　（1－2β＆）a塾／2

　　　Vaq⊂n＝v動q＝Vn　dt（1一γのan
　　　auq｛n　　［Uoq‘9－u8n◆、］／（dt2β8）　0

：Evaluate　residual　forces　using　the　equation

　　　ψ⊂i｝＝fa。1－M題a。．1‘i｝－S　（U。．1⊂iD

：Solve　the　equation　using　the

　　　K8du⊂重⊃　ψ‘i，

v。q⊂n）

：Enter　corrector　phase　in　which　珊e　set

　　　Un◇1｛i◇n　　Ua．レ1｛三⊃十　du〔i，

　　　anq⊂iq⊃　［uロq⊂D1⊃－u㌔q］／（dt2β亀）

　　　v塾q⊂DI｝＝Vnq｛三⊃十dtγ邑a動。16q⊃

：If　du⊂i⊃and／or　ψ｛n　do　not　satisfy　the　convergence　condition

　then　set　1＝i＋1　and　go　to　step　3　 0therwise　contintle．

：Set

　　　u動◎1

　　　V匝←1

　　　a塾尊1

　for　use

　　　　　　　｛iや1⊃
＝u［塾◇1

　　　　　　　⊂i噸1｝
＝V島＋1
　　　　　　　6噸1⊃
　　a塾◆1

1n　next　time　step． and　begin　next　ti皿e　step．
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5，4　液状化解析への適用

5．4．1　新潟地震における川岸町地盤の液状化解析（一次元問題）

　（a）　解析条件

　土質工学会委員会で指定されたとおりに、新潟地震で液状化による被害の生じた川岸町

地盤（深さ70m、地下水位GL－2m）を表5－4に示すように20要素に分割した。この解

析モデル底面に粘性ダンパーを結合し、その下端から最大120cm／s2（入射波の2倍）の

地震波を入力して解析を行った。入力地震波を図5－3に示す。この波は、秋田県庁地階

で記録された強震記録を震央距離、距離減衰の違いを考慮して修正されたnものである。

初期応力状態はK。＝0．5とした。ここに、K。＝σx。／σz。で、σx。は初期水平方向応

力、σz。は初期鉛直方向応力である。また、排水条件は全要素非排水とした。時間積分法

表5－4　　川岸町地盤の解析モデル

τm累／σz。 rDepth

（m）

Ele皿ent

Nu皿ber

Vs
（皿／s）

Density

（t／皿3）

Relative
Density
D．（％）

G竃

（kPa）

σZO

（kPa》

　φG

ωegree》 R5 R20

1 8．82

2
110 1．8 21780

26．46
30

3 41．90

4
110 1．9 30～40 22990

55．13
31 0．10 0．09 5

5 68．36

6
150 1．9 45 42750

81．59
35 0．15 0．11 8

7 97．02

8 185 1．9 50～55 65030 114．70 37 0．20 0．14 12

9 132．30

10 157．30

　1

ll 189．60

12
230 2．1 80～85 lll100

227．40
44 0．70 0．50

13 270．50

14 327．30

15 397．90

16 468．40

17 270 2．2 90 160400 539．00 45 0．90 0．60

18 609．60

19 680．10

20 750．70

350 2．3 φ鵬。＝　28　◎　（GL－2～14　回　）、　Poisson’s　Ratio　γ＝　0．2　〔All　Ele面ent　）
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川岸町地盤の液状化強度曲線

は前述のようにNewmarkのβ法で、積分時間間隔dtは0．005秒、レイレイ減衰の係数は

α＝0．0、β＝0．001を用いた。

　本モデルの5つ材料定数のうち、G、、φ。、rを表5－4中に示した。　K、は、ボア

ソン比γ＝0．2とG、から決定し、φm。＝28°を用いた。これらの材料定数を用いた液状

化強度曲線を図5－4に示す。図中に委員会で指定されたそれぞれの深さでの液状化強度

を○、口、△印で併記した。この液状化強度は、表5－2中のR5、R2。であり、　R5は

繰返し回数N＝5で液状化に至るせん断応力比（τm。／σ。。）、R。。はN＝20で液状化に

至るせん断応力比である。

　なお、GL－0～2mは線形弾性、　GL－14～70mではDrucker－Pragerモデルを用いた。

　（b）　解析結果

　図5－5、5－6、5－7に委員会で指定された出力地点での加速度、せん断応力およ

び間隙水圧の時刻歴図を示す。図5－7の間隙水圧時刻歴において、　GL－3．5～5mでは

4秒付近、　GL－2～3．5mでは6秒付近で間隙水圧が初期鉛直方向応力に等しくなり、液
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状化に至っている。この結果は、委員会報告書に示された7種類の解析モデルによる結果

と大きな差はない。ただし、細かくみると本モデルではGL－2～3．5mおよびGL－10～12m

での間隙水圧の上昇が若干大きい。これは、図5－4に示したように、本モデルでは液状

化強度曲線の勾配が若干大きく、低い応力比での間隙水圧の上昇が過大に評価されたため

と思われる。図5－5の加速度時刻歴、5－6のせん断応力時刻歴では、GL－3．5～5mで

液状化が発生した4秒付近以後、この層より上の層ではせん断応力振幅、加速度振幅が小

さくなっており、液状化した地盤、振動台実験等で観察される典型的な応答を示してい

る。これは、液状化の発生に伴い地盤剛性が低下し、せん断波が上方へ伝播できなくなっ

たためである。

　図5－8に最大加速度、最大変位の深度分布を示す。分布形状、絶対値とも7種類の解

析モデルによる結果と大きな差はなく、最初に液状化の発生したGL－3．5～5mより上部で

最大加速度が低下している。ただし、細かくみると、地中のGレ5～12m付近の値が若干大

きめである。しかしながら、減衰、収束判定規準等に関する指定がなされていないため両

者の直接の比較はできない。この最大加速度は、図5－5の中に矢印で示したように6秒

付近で生じている。

　図5－9（a）にGL－3．5～5mとGL－6．5～8mでの水平方向応力σx、鉛直方向応

力σzおよび平均主応力pの時刻歴を示し、同図（b）にσx～σz平面での応力経路を

示す。同様に、　GL－3．5～5mとGL－6．5～8mでの応力経路（せん断応力τ～平均主応

力p）と応カーひずみ関係（せん断応力τ～せん断ひずみγ）を図5－10に示す。

　図5－10では、間隙水圧の上昇に伴って応カーひずみ関係の割線剛性が低下し、履歴減

衰が大きくなる傾向が表現されている。特に、GL－3．5～5mでは残留ひずみが累積さ

れ、1．4％程度の大ひずみが発生している。また、サイクリック・モビリティ現象が表れ

ると、応カーひずみ関係にわずかに反り返りがみられる。

　図5－9では、K。＝0．5から出発して水平方向応力σxがあまり低下しない早い時期

に鉛直方向応力σYが大きく低下し、K。＝1．0に至る様子がうまく表現されている。

　図5－6、5－10のGL－6．5～8mの図には、6秒付近の最大加速度に対応するピーク

せん断応力を矢印で示した。変相線に沿って有効応力が回復することによって大きなせん

断応力が発生し、この結果GL－5～12m付近の加速度が大きくなったと考えられる。

128



　200

　　0
　－200

　200倉

ε1　0
こ

£－200

§200
2
§　o
《

　－200

　200

　　0
一200

　　0

図5－5

　3　　　　6　　　　　9
　Tlme　（sec）

絶対加速度の時刻歴

11

1：

§。

1→5

塞15

茎゜
の一15

25

　0

－25

図5－6

Time　（sec）

せん断応力の時刻歴

　1．O

　O．5

む

NO．O
o

’ミ1・0

§α5

軽1：1

羅α5

1：：

図5－7

Time　（sec）

間隙水圧の時刻歴

129



DEPTH
（m）

　　　MAXIMUM　ACC．
　　　　　　（9d）
0　　50　　1∞　　150　　　　1　　　　　　　　　1

1

　　　　MAXIMUM　DISR
　　　　　　　　（cm）

qo　　1．0　　　2．0　　　畳　　　1　　　，　　　l　　　l

’ 1

！

／
／

与 ≠
／

／
／

　2

　5

　8

12
14

17

20

24

28

34

40

46

52

58

64

70

図5－8 最大加速度および最大変位

O

　一30
欝

6
沼

2－60
お

婁　o
茎

占

　一45

一 90

（a）

0 3　　　　　6
　Time　（sec）

図5－9

9

0
（b）

§船 タ／

け

o－60
沼　　一60　　－30　　　0
2
至゜Gレa5－a・m

一 90

　－90　　　－45　　　　0
　Lateral　Stress　σx　（kPa）

有効応力の時刻歴と応力経路

130



　　10

　　　0

　8
5＿10
ド　　ー40

器　15
2
お

お

£

ω

　　一15

一 20

一 60 　　　　　一30

Mean　Stress　P（kPa）

　　　　　図5－10

　　　　　　　　　　　　　　10

　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　8
　　　　　　　　　　　エ
　　　　　　　　　　　）－10

　　0　　　　　　ト‘　－1．5

　　　　　　　　　　　　馨15

　　　　　　　　　　　お

　　　　　　　　　　　　お

　　　　　　　　　　　　＄

　　　　　　　　　　　　の

　　　　　　　　　　　　　一15

　　0　　　　　　　　　－O．4

応力経路と応カーひずみ関係

GL－35～50m

O．0 1．5

　　　　　　　Gレ6・5～、80m」

　　　　　O．0　　　　　　0．4

Shear　Strain　Y（％）

13　1



5．4．2　遠心力載荷実験のシミュレーション解析（二次元問題）

　（a）　解析条件

　対象とした実験は、Cambridge大学所有の振動型遠心載荷装置による水浸（シリコンオ

イル使用）盛土の振動実験である。実験は、41．8gの遠心力場で行われている。入力地震

波は、58．8Hzの疑似正弦波、最大加速度は20％G（41．8gの何％に相当するかを示す

）で、解析には200Hzのローパスフィルターをかけた図5－11を用いた。解析に用いた

要素分割を図5－12に示す。図中に、実験結果と解析結果を比較した節点番号（NP）、

要素番号（四角で囲んだ数字）を示した。

　モデルは天端まで水没しており、非排水とした。初期応力は、土質工学会委員会とほぼ

同様の手順で決定した。まず、41．8gの場で線形自重解析を行い、得られた各要素の平均

主応力pからG、＝8672（p）1／2kPaを用いて初期せん断弾性係数G、を決めた。この

G、とボアソン比γ＝0．3を用いて再度線形自重解析を行い、得られた応力を初期応力と

　（D　25

）　○

δ

毛～－25

一 Max＝15．32

AA　ハハ　ハAハ、〈Aハ、ズ
v馴 ▽〉）‘）V＞’＞＞VΨ

i　　　　l　　　　l
0　　　60　　　120
　　　　　Time　（msec）

　図5－11　入力地震波

180

NP＝154

　　　NP＝68
（㎜）

図5－12　要素分割
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した。ただし、側方応力と鉛直応力の比K。が0．4を下回る要素は、K。＝0．4になるよ

うに側方応力を設定し直した。

　時間積分法、レイレイ減衰の係数は、前節の5．4．1と同じで、積分時間間隔は0．1

msecとした。実験に用いられた砂の物性値を表5－3に示す。同表には、本モデルの5っ

の材料定数のうちG、、φ。、φ鵬を併記している。K、はボアソン比γ＝0．3とG、よ

り決定し、r＝25を用いた。盛土中央付近の初期平均主応力p、において、これらの材料

定数を用いた液状化強度曲線を図5－13に実線で示す。図中の○印は委員会で設定された

液状化強度である。一つしか指定されていないため、着色部のような強度曲線を想定し、

図5－4と同様にこの中央を通るように材料定数を決めた。

　（b）　解析結果

　図5－14に間隙水圧時刻歴、図5－15に加速度時刻歴の解析結果と実験結果の比較を示

　○．4
δ

、

ρ

oO．2
鷺

¢

3
8
レ
ωO．O

＼．

O　　　　　Measured

　　Calculated

　　　　　1　　　2　　　　　5　　　　10　　　20　　　　50

　　　　　　　　Number　of　Cycles　N1

図5－13　遠心力載荷実験の液状化強度曲線

表5－1 実験に用いられた砂の物性

True　Specific　Gravity Gs 2．65

Relative　Density Dr 60　％

Initial　Void　Ratio eo 0．8

Initial　Shear　Modulus
　（at　P　I＝　98　kPa）

G夏 85838kPa
　　●

Poisson’s　Ratio γ 0．3

Angle　of　Shear　Resistance φ。 39°

Angle　of　Phase　Transformation　Line φ皿c 32°

Resistance　against　Liquefaction
τm8翼／p1　（Cyclic　Number　N＝20）

R20 0．18
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す。間隙水圧時刻歴は、実験との対応はおおむね良好である。ただし、実験では間隙水圧

が大きく変動しながら上昇しているのに対し、解析の変動は小さい。これは、実験では貯

水の動水圧の効果が表れたためではないかと考えられる。間隙水圧の変動は、全応力の変

化によるもの、サイクリック・モビリティによるものがあるが、解析の小さな変動の周期

は入力波の周期に一致しており前者によるものである。一方、加速度時刻歴は実験との対

応はあまり良くない。実験では、間隙水圧の上昇に伴って加速度振幅が低下しているのに

対し、解析の加速度振幅はほぼ一定である。この原因は定かではないが、解析では初期平

均主応力p、が大きめに入力された可能性が考えられる。

　図5－16に要素44と要素57のせん断応カーせん断ひずみ関係、応力経路を示す。要素44

は堤体の左側に位置しており、一の初期せん断応力を有する。一方、要素57は右側に位置

しており、＋の初期せん断応力を有する。図5－16では、この初期せん断の方向にせん断

ひずみが累積される傾向が表現されている。これは、初期せん断の方向にせん断応力が作

用するときの硬化係数K。が小さくなる（負荷曲面の半径aが大きくなる）ためである。

また、間隙水圧の上昇に伴って6波目（100msec付近）以後せん断応力振幅が低下する傾

向が表現されている。

　図5－17に地震終了時（0．18秒）での変形と間隙水圧のコンターを示す。間隙水圧＝0

の線より上方では、0～－3kPa程度の小さな負の間隙水圧が発生している。実験での堤

体天端の最終沈下量は、2mm位と報告されている1｝。一方、解析結果は0．1mm程度で

かなり小さい。

　図5－17に示した変形は、図5－16で述べた（残留）せん断ひずみによる変形と間隙水

圧上昇に伴う剛性低下が重力のもとで生み出す変形の和を表している。本解析は非排水条

件で行ったため、最終沈下量が実験値に比べかなり小さくなっているが、地震中あるいは

地震後の間隙水圧の消散を考慮すると異なった結果が算出されることが予想される。

　図5－18は各時刻における盛土の変形と間隙水圧のコンターを同時にみたもので、

NAPOLIによる動的解析結果を画像処理システムを用いてアニメーション・ビデオに収録

し、この映像の静止画面を写真にとったものである。赤色は間隙水圧の高い領域を、青色

は低い領域を示しているが、盛土下端中心のA点付近から間隙水圧が増加し、これに伴っ

て自重により盛土天端が沈下し、両側にはらみ出す変形モードが表現されている。また、

静止画面では分からないが、アニメーション・ビデオでは入力波の周期と同じ周期で全応

力の変化に伴い、間隙水圧のコンターが左右に大きく揺れ動く様子をみることができる。
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図5－17　　地震終了時の変形と間隙水圧

図5－18　　盛土の変形と間隙水圧のコンター
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5，5　本章の要約

　本章は、第2章で提案した砂の繰返し弾塑性構成モデルを、構造骨格と間隙水の二相系

からなる有限要素法による液状化解析へ適用したものである。具体的には、土質工学会・

地盤と土構造物の地震時の挙動に関する研究委員会で取り上げられた新潟地震での川岸町

地盤の液状化解析（一次元問題）および水浸盛土の透遠心力載荷実験のシミュレーション

解析（二次元問題）を実施し、同委員会で示された7種類のモデルによる解析結果と比較

するとともに、本モデルの液状化解析への適用性について検討した。

　ただし、構成モデルを有限要素法解析プログラムに組み込むにあたり、扱い易さを考え

てモデルはできるだけ単純で、材料定数の数もできるだけ少ないものであることが望まし

い。このため、本章では、有限要素法による液状化解析の第一ステップとして、第2章で

提案した繰返しモデルをさらに単純化したものを使用している。

　本章の主要な結論は、次のとおりである。

　　①：新潟地震での川岸町地盤の液状化解析（一次元問題）において、液状化した地盤

　　　　や振動台実験で観察される地震時の典型的な応答（間隙水圧の上昇に伴い、せん

　　　　断波が上方へ伝播できなくなり、加速度振幅、せん断応力振幅が低下する現象）

　　　　を表現することができた。

　　②：水浸盛土の透遠心力載荷実験のシミュレーション解析（二次元問題）において、

　　　　間隙水圧時刻歴の解析結果と実験結果の対応はおおむね良好であった。また、初

　　　　期せん断応力が存在することによって生じる残留変形を表現することができた。

　　③：①、②の結果は、土質工学会・委員会で示された7種類の構成モデルによる解析

　　　　結果と類似したものであり、本モデルは液状化解析の有用な手法となりうるもの

　　　　と考えられる。

なお、5．4．2の二次元動的解析のCPU時間は、　IBM－4381（3．8HIPS）で75分であ

った。
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第6章総括

　本論文は、一般応力空間での砂質土の非線形挙動を表現する繰返し弾塑性構成式を開発

すること、さらに、これを有限要素法による砂地盤の液状化解析に応用することを主要な

目的としたものである。

　各章に得られた成果をまとめているが、それを総括すると以下のようである。

　第1章　序論

　本章では、本研究の目的と着目点、および繰返し弾塑性構成モデルに関する既往の研究

の概観を述べた。第2章、第5章で提案する繰返しモデルは無数曲面モデルの範疇に入る

が、研究の概観のなかで既往の無数曲面モデルと提案モデルの違いについても説明した。

　第2章　非共軸性の評価を取り入れた砂の繰返し弾塑性構成式

　本章では、有限要素法による二次元あるいは三次元液状化解析への適用を目的として、

一般応力空間での砂の非線形挙動を表現するひとつの繰返し弾塑性構成モデルを提案し

た。このモデルは、・一般応力空間での応力反転等の履歴挙動が妥当に説明できること、負

荷曲面はひずみの増加に伴って塑性状態で破壊曲面に漸近するが、両曲面は交差しないこ

と、土の異方性の影響により、応力主軸の回転に伴う塑性変形を記述できること等を考慮

して組み立てたものであり、繰返し載荷時の砂の挙動を妥当に説明できると同時に静的な

載荷条件下の挙動を包含するものである。

　本モデルの最大の特徴は、実験結果に基づいて非共軸性の評価が積極的に取り入れられ

ていることであり、適用例として実験結果に表れる非共軸性をどの程度表現できるかを示

した。また、非共軸性を評価することの重要性を実験結果（非排水単純せん断試験）との

比較から示した。

　本章で得られた主要な結論は、次のとおりである。

　　①：正規降伏曲面、負荷曲面、応力反転曲面等、すべての曲面が交差しない条件下

　　　　で、松岡・中井の破壊基準によって表現される異方性を組み込んだモデルが提案
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　　された。

②：偏差応力空間での流れ則に応力反転の影響を表すテンソル、応力履歴の影響を表

　　すテンソルが導入され、この流れ則に基づいて非共軸性の程度を示すスカラーc

　　が定義された。このcをストレスーダイレイタンシー関係に導入することで、応

　　力反転の効果をうまく評価することができた。

③：実験結果に基づくcと解析で得られたcの比較から、本モデルは増分線形モデル

　　の範疇で繰返し載荷時の非共軸性をうまく表現できることが分った。

④：新たな応力反転曲面f。Kを用いることで、無数曲面モデルの問題点とされている

　　応力振幅が低下する繰返し載荷をうまく表現することができた。

　第3章　三軸応力状態での飽和砂の不安定挙動の解析的検討

　本章では、第2章で提案した繰返しモデルを非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸

試験（体積ひずみ増分と軸ひずみ増分の比を一定に制御した三軸試験）で表れるひずみ軟

化を伴う不安定挙動の解析に適用した。

　本章では、まずモデルを静的な単調載荷の解析に適用したときの構成関係を示した。次

に、このモデルを用いて非排水三軸圧縮試験のシミュレーション解析を行い、本モデルの

非排水三軸圧縮試験への適用性を示した。さらに、非排水三軸試験およびひずみ経路制御

三軸試験でのひずみ軟化を表現する構成式の安定性について理論的考察を加えたうえで、

両試験でのひずみ軟化の判定式を示した。そして、この結果を基に材料固有のダイレイタ

ンシー特性と飽和砂要素に課せられる体積変化、すなわち、排水条件（間隙水の流出入）

がひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生に及ぼす役割を明らかにした。

　本章で得られた主要な結論は、次のとおりである。

　　①：提案した弾塑性構成モデルは、極めてゆるく詰められた砂において非排水せん断

　　　　強度がゼロになり、静的液状化が発生する挙動、間隙比の減少に伴いひずみ軟化

　　　　からひずみ硬化に至る挙動をうまく表現することができる。

　　②：限界状態（変相状態）に至る前に破壊する材料（φ鵬〉φ。）を想定することで

　　　　静的液状化を表現することができる。

　　③：非排水三軸試験およびひずみ経路制御三軸試験でひずみ軟化を伴う不安定挙動の

　　　　発生する条件は、それぞれ、下に示す式（3．26）と式（3．54）で表され、この時の変

　　　　形は、せん断帯の発生を伴わない均質なものである。
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　　Kp十Knpgp＜0　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．26）

　　Kp十Knp（gp－bgs》＜0　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3．54）

④：式（3．54）から分かるように、ひずみ軟化を伴う不安定挙動の発生には、材料固有

　　のダイレイタンシーに加えて、排水条件（間隙水の流出入）が重要な役割を演じ

　　ている。

　第4章　弾塑性構成式に基づく異方性砂の非排水挙動の評価

　本章では、液状化に関連の深い砂の非排水挙動に着目し、一般応力空間での両極端の応

力状態である三軸圧縮と伸張挙動を統一的に表現する構成式にっいて解析的に検討した。

三軸圧縮と伸張時には中間主応力に基づく異方性、構造的な異方性の影響が含まれ、砂の

非排水挙動に大きな違いがみられるため、一般応力空間でモデルを組み立てる上で両者を

統一的に表現できることは、重要である。

　本章では、第2章で提案したモデルの流れ則を拡張し、これを静的な単調載荷に対して

適用した。具体的には、塑性ポテンシャル曲面（流れ則）を定義する体積最大圧縮時の応

力比Mのπ平面での形状を任意に選定できるモデルを提案した。このモデルにより、飽和

砂の非排水三軸圧縮と伸張挙動の大きな違い（異方性）をどの程度表現できるかを示し

た。

　本章で得られた主要な結論は、次のとおりである。

　　①：平均主応カー定および側圧一定の排水せん断試験において、既往のモールクーロ

　　　　ン、Lade、　Drucker－Prager等の規準が構造的な異方性の程度をどの程度表現でき

　　　　るかを定量的に示すための指標Rmを提示した。

　　②：①で提示したRmは、材料の特性、供試体の作成方法、あるいは拘束圧の大きさ

　　　　等によって大きく変動しており、このような特性をひとっの規準を使って評価す

　　　　るための有効な方法として、体積最大圧縮時の応力比Mのπ平面での形状を任意

　　　　に選定できる規準を考える必要があることを示した。

　　③：②の結果に基づき、破壊時の応力比Aのπ平面での形状と独立に、Mのπ平面で

　　　　の形状を任意に選定できるモデルを提示した。

　　④：③のモデルを用いることにより、三軸圧縮時にはひずみ硬化する材料が、三軸伸

　　　　張時にはひずみ軟化を示すような特性（強い異方性）をうまく表せることを示し

　　　　た。
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⑤：④の結果は、Mの異方性（π平面での形状）をいかに設定するかが砂の非排水挙

　　動の解析に重要であることを示している。

　第5章　繰返し弾塑性構成式の有限要素法による液状化解析への適用

　本章では、第2章で提案した砂の繰返し弾塑性構成モデルを、構造骨格と間隙水の二相

系からなる有限要素法による液状化解析に適用した。具体的には、「（社）土質工学会・

地盤と土構造物の地震時の挙動に関する研究委員会」で取り上げられた新潟地震での川岸

町地盤の液状化解析（一次元問題）および水浸盛土の遠心力載荷実験のシミュレーション

解析（二次元問題）を実施し、同委員会で示された7種類のモデルによる解析結果と比較

するとともに、本モデルの液状化解析への適用性について検討した。

　ただし、構成モデルを有限要素法解析プログラムに組み込むにあたり、扱い易さを考え

てモデルはできるだけ単純で、材料定数の数もできるだけ少ないものであることが望まし

い。このため、本章では、有限要素法による液状化解析の第一ステップとして、第2章で

で提案したモデルをさらに単純化したものを使用した。

　本章で得られた主要な結論は、次のとおりである。

　　①：新潟地震での川岸町地盤の液状化解析（一次元問題）において、液状化した地盤

　　　　や振動台実験で観察される地震時の典型的な応答（間隙水圧の上昇に伴い、せん

　　　　断波が上方へ伝播できなくなり、加速度振幅、せん断応力振幅が低下する現象）

　　　　を表現することができた。

　　②：水浸盛土の透遠心力載荷実験のシミュレーション解析（二次元問題）において、

　　　　間隙水圧時刻歴の解析結果と実験結果の対応はおおむね良好であった。また、初

　　　　期せん断応力が存在することによって生じる残留変形を表現することができた。

　　③：①、②の結果は、土質工学会・委員会で示された7種類の構成モデルによる解析

　　　　結果と類似したものであり、本モデルは液状化解析の有用な手法となりうるもの

　　　　と考えられる。
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記号説明

A

Af

Am

a

aI

aN

ao

α

αij

α1ij

αKij

αNij

葛

B

b

石

β

C

Co

DEi」kl

DEPi」kl

DEP

DEPs

DEPt

Dss、　DSP、

Dr

：正規降伏曲面Fの半径

：正規降伏曲面Fのπ平面での形状を規定する材料定数

：体積最大圧縮時の応力比Mのπ平面での形状を規定する材料定数

：負荷曲面fの半径

：前ステップでの負荷曲面fIの半径

：最新の応力反転曲面f。Nの半径

：負荷曲面fの半径aを定義する変数

：塑性ひずみ増分の方向を表す単位テンソルg、」を定義する係数

：負荷曲面fの中心座標

：前ステップでの負荷曲面f1の中心座標

：新しい応力反転曲面f。Kの中心座標

：最新の応力反転曲面f。Nの中心座標

：ひずみ制御三軸試験におけるdv／dε。

：間隙水圧係数

：中間主応力係数（＝　（σガσ、）／（σ、一σ。））

：ひずみ制御三軸試験におけるdv／de

：塑性ひずみ増分の方向を表す単位テンソルg、」を定義する係数

：非共軸性の程度を示すスカラー変数

：粘着力

：弾性係数テンソル

：弾塑性係数テンソル

：三軸応力空間での有効応力に関する弾塑性マトリックス（2×2）

：DEPの対称マトリックス（2x2）

：三軸応力空間での全応力に関する弾塑性マトリックス（2×2）

Dps、　Dpp　：DEPの各成分

：相対密度
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d

df

dg

d2W

d2wp

δ

δi」

εij

εEij

εPij

εa　、　εr

εs

　PεS

eij

ePij

e

eP

eo

ηij

　　Oηij

η

ηfc、　ηfe

ηmc、　ηme

F

f

fs

fsN

fs腿

fsK

fE

：R／RsM（0≦d≦1）

：負荷指標（＝n、」dσ、」）

：9i」dσi」

：2次仕事増分

：2次塑性仕事増分

：現在の応力点と共役点（σF）との距離

：クロネッカーのデルタ

：ひずみテンソル

：弾性ひずみテンソル

：塑性ひずみテンソル

：三軸試験での軸ひずみ、側方ひずみ

：le、」1

：IeP、」1

：偏差ひずみ（＝ε・」一（1／3）εK・δ・5）

：塑性偏差ひずみ（＝εPi」一（1／3）εP・Kδi」）

：軸差ひずみ（＝（2／3）（εバε・））

：eの塑性成分

：初期間隙比

：偏差応力比（＝Si」／p）

：初期状態でのη・」

：1η、」1

：三軸圧縮および伸張状態での破壊時の応力比

：三軸圧縮および伸張状態での体積最大圧縮時の応力比

：正規降伏曲面

：負荷曲面

：応力反転曲面

：最新の応力反転曲面

：過去の最大の応力反転曲面

：新たな応力反転曲面

：弾性領域を定義する硬化曲面
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fI

G

GI

Gi」

G　（θ）

G　（θ）

Gm（θ）

Gs

9

9i」

γ

γP

Hs

J2

J3

J2

J3

K

KI

Kf

Km

Kp

KPI

Ko

k

κ1　、　2G　2

M
γ

：前ステップでの負荷曲面

：せん断弾性係数

：初期平均主応力p、でのG

：塑性偏差ひずみ増分de、」の方向を定義する単位テンソル

：正規降伏曲面Fのπ平面での形状を表す関数

：負荷曲面Fのπ平面での形状を表す関数

：体積最大圧縮時の応力比Mのπ平面での形状を表す関数

：土粒子の比重

：塑性ポテンシャル曲面

：塑性ひずみ増分dε、」の方向を定義する単位テンソル

：せん断ひずみ（＝2ε、2）

：塑性せん断ひずみ（＝2εP・2）

：＝nm。D㌔。。。9。t　　　　（一般応力空間）

　＝3Gn。g。＋Knpg。　（三軸応力空間）

：偏差応力S、」の2次不変量

：偏差応力s、」の3次不変量

：S、」の2次不変量

：s、」の3次不変量

：体積弾性係数

：初期平均主応力p、でのK

：間隙流体の体積弾性係数

：土粒子の体積弾性係数

：硬化係数

：Kpの初期値

：側圧係数（＝σ。／σ・）

：透水係数

：非共軸性の程度を表す材料定数（式（2．9））

：非共軸性の程度を表す定数（式（2．37））

：体積最大圧縮時の応力比

：ボアソン比
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Nl

n

nij

ns　、

P

PI

Pw
φ

φc

φm

φmc

Qi」

QNi」

QLi」

QHi」

q

qs

R

RE

RsN

Rs凹

Rl

RK

Ri」

RIi」

RMi」

R5

R20

Rm

r

np

：液状化に至る繰返し回数

：間隙率

：負荷の方向を規定する単位テンソル

：三軸応力空間での負荷の方向を規定する単位ベクトル

：平均主応力（＝　（1／3）σ肱）

：初期状態でのp

：間隙水圧

：破壊時の内部摩擦角

：三軸圧縮状態での破壊時の内部摩擦角

：体積最大圧縮時の内部摩擦角

：三軸圧縮状態での体積最大圧縮時の内部摩擦角

：Gi」を定義するテンソル

：応力反転の影響を表す単位テンソル

：負荷曲面fの偏差応力空間での外向き法線方向単位テンソル

：過去の応力履歴の影響を表す単位テンソル

：軸差応力（＝σ。一σ。）

：初期状態でのq（＝σ。・一σ。・）

：負荷曲面fと正規降伏曲面Fの半径の比（＝a／A）

：fEの基準化空間での半径

：fsNの基準化空間での半径

：f。凹の基準化空間での半径

：f1の基準化空間での半径

：f。Kの基準化空間での半径

：基準化応力比（ηi」／A）

：前ステップでのR、」

：過去の最大のR、」

：繰返し回数N＝5で液状化に至るせん断応力比（τm。。／p、）

：繰返し回数N＝20で液状化に至るせん断応力比（τm。。／p、）

：構造的な異方性の程度を表す指標

：応カーひずみ曲線を規定する材料定数
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ρ

ρf

ρs

λ

λP

λs

λt

λo

Sij
喜、」

S

θ

百

θw

θo

σij

σtij

σa　、　σr

σaO、　σrO

σF

σX　、　σY

σZ

σXO、　σYO

σZO

σ1、σ2、σ3

τ

τ1na】【

τoct

u

u

：土粒子と水の混合体の平均密度

：間隙水の密度

：土粒子の密度

：塑性ひずみ増分dεP、」の大きさを規定する比例定数（＝ldεP、」D

：DEPの最小固有値

：DEPsの最小固有値

：DEP。の固有値

：λpの初期値

：偏差応力（＝σ、」－pδ、」）

：Si」－pAαi」

：相似中心

：ローデ角

：s、」を用いて定義されるローデ角

：間隙水の体積ひずみ

：θ一π／6

：有効応力テンソル

：全応力テンソル

：三軸試験での軸応力、側方応力

：σ。、σ。の初期値

：共役応力

：水平方向応力

：鉛直方向応力

：σx、σYの初期値

：σzの初期値

：最大、中間、最小主応力

：せん断応力（＝σ、2）

：繰返し最大せん断応力

：八面体せん断応力

：土骨格の変位

：間隙水の変位
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Vs

V

vp

：せん断波速度

：体積ひずみ

：塑性体積ひずみ
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APPENDIX　A　要素試験のシミュレーション解析法

　応力増分dσ、」と全ひずみ増分dε、」は、弾塑性係数テンソルDEP、」。、およびその逆テ

ンソルDEP、」。、　1を介して、次式で関係づけられる。

　　dσi」＝DEPi」kldεk1　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（A．1）

　　dεi」＝DEPi」k1－1　dσKl　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（A．2）

式（A．1）は、dε、」を与えてdσ、」を算定することであり、ひずみ制御試験に、式（A．2）

はdσ、5を与えてdε、」を算定することであり、応力制御試験に相当する。ここでは、本

論文で取り扱った要素試験を含めて、種々の要素試験のシミュレーション解析法について

具体的に説明する。

　ここでは、応力とひずみは下式のようにベクトル表示する。ただし、Zは鉛直方向を、

XとYは水平方向を意味する。

dσx

dσY

dσz

dτXY

dτYZ

dτzx

dεx

dεY

dεz

dγXY

dγYZ

dγzx

dσ11

dσ22

dσ33

dσ12

dσ23

dσ31

dε11

dε22

dε33

2　dε12

2　dε23

2　dε31

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
　　。・・・・・・・・・・・・…　　（A．3）

・・…
　　。・・…　　。・・。・・…　　。・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・。・（A．4）

　①：繰返し非排水単純せん断試験

　第2章（2．4）では、繰返し非排水単純せん断試験のシミュレーション解析を行っ

た。この試験は、ひずみ制御方式であり、ひずみの境界条件は下のとおりである。

　　1驚。；♂εY＝dεz＝dγxY＝dγYZ＝°｝…・…………・……（A・5）

このため、式（A．1）において微小のdγzxを順次与え、　dσ、」を算定し、　dσ、」を累積す

ることによって現在の応力σ、」を求める。このσ、」のうち、せん断応力τ。xをモニターし
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ておき、τ。xの絶対値が所定の最大せん断応力τm。．を越えた時点でdγ。xの符号を変え

て繰返しせん断をシミュレートする。2．4の解析では、微小のdγzxとして1x10－5を

用いた。

　②：非排水三軸試験

　第3章（3．3、3．5）および第4章（4．4．2）では、非排水三軸試験の解析を

行った。この試験は、ひずみ制御方式であり、ひずみの境界条件は下のとおりである。

　　1ζ：Y；♂陥諄zl：ご一一（1／2）dε。｝……………・・……（A・6｝

このため、式（A．1）において微小のdε。とdεx＝dε。（＝一（1／2）dεz）を順次与

え、　dσ、」を算定し、　dσ、」を累積することによって現在の応力σ、」を求める。解析で

は、微小のdε。として1×1r5を用いた。なお、三軸圧縮試験はdεz〈0、三軸伸張

試験はdεz＞0である。

　繰返し三軸試験をシミュレートするには、上で得られたσ、♂から軸差応力q（＝σ。一

σX）を求め、これをモニターしておき、qの絶対値が所定の最大軸差応力qm。に達し

た時点でdεzの符号を変える。

　③：ひずみ経路制御三軸試験

　第3章（3．4）の図3－7では、aを一定としたひずみ経路制御三軸試験の解析を行

った。ここに、aは体積ひずみ増分dvと軸ひずみ増分dε。の比であり、次式で表され

る。

　　互＝　dv／dεz　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（A．7）

この試験もひずみ制御方式である。ひずみの境界条件は下のとおりであり、

　　1ζ：Y；♂1留二zl∴（ヨー、）dε、／2｝…一……・……（A・8）

互＝0のとき、②の非排水三軸試験の解析に一致する。図3－7の解析では、dε。＝

－ 1x10－5を用いた。

④：de＝0の条件下で体積ひずみを膨張側に制御する（dv＞0）三軸試験

第3章（3．4）の図3－8では、de＝0の条件下で体積ひずみを膨張側に制御する
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（dv＞0）三軸試験の解析を行った。この試験もひずみ制御方式であり、ひずみの境界条

件は下のとおりである。

　　1ζ：Y：1ζ：z：1ζ：x；1｝…・・……………・…・………・・…（A・9）

　解析では、　dε。・dεx・dεY・1×10－5を用いた。なお、　dεz＝dεxニdε。＜0は、

de＝0の条件下で体積ひずみを収縮側に制御する（dv＜0）三軸試験になる。

　⑤：その他の種々の三軸試験

　側方ひずみ拘束三軸圧縮試験（K。圧密試験）はひずみ制御方式であり、ひずみの境界

条件は下のとおりである。

　　1：装♂εY＝dγxY＝dγYz＝dγzx＝°｝…………・…・・…・（A．10）

　側圧一定三軸試験は、応力制御方式である。応力の境界条件は下のとおりであり、

　　誰；♂σY＝dτxY＝dτYZ＝dτzx＝°｝…………・…・…・・（A．11）

dσ。＜0は側圧一定三軸圧縮試験、　dσ。＞0は側圧一定三軸伸張試験になる。

　平均主応カー定三軸試験は応力制御方式であり、応力の境界条件は下のとおりである。

　　1；IY；♂陥：臨∴一（1／2）dσ。｝・……………・……佃2）

この試験は、式（A．6）の非排水三軸試験のひずみの境界条件を応力に変換したものになっ

ている。

　⑥：平均主応カー定、e一定排水せん断試験

　第4章（4．4．1）では、平均主応カー定、θ一定排水せん断試験の解析を行った。

ここで、θ＝30°　（三軸圧縮）、15°、0°、－15°、－30°　（三軸伸張）であり、この

試験は応力制御方式である。また、θと中間主応力係数b値との関係は、第1章の式（1．6

）のとおりであり、上のθでのb値はそれぞれ0．0、0．268、0．5、0．732、1．0であ

る。

　θ＝±30°　（軸対称応力状態）での応力の境界条件は、上の式（B．12）であり、　dσ。〈

0が、θ＝30°　（三軸圧縮試験）、　dσ。＞0がθ＝－30°　（三軸伸張試験）である。

　θ＝0°の応力の境界条件は、下のとおりであり、
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ll二；♂∫留警驚zx＝°｝・・…………一…・…・…（A・・3）

dσzの向き（符号）は、θおよびb値では表現できない。

θ＝±15°での応力の境界条件は、下のとおりであり、

詮Y；♂陥語ヨ論2dσ。、dσ。一一。．268dσ。｝……（A・14）

dσz＜0がθニ15°　（b＝0．268）、　dσz＞0がθ＝－15°　（b＝0．732）である。
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APPENDI×　B　材料の安定性に関する理論

　弾塑性理論の枠内で、材料の安定性に関して種々の仮定が提案されている。このうち、

Druckerの仮定とHil1の仮定はエネルギー理論に基づくものであり、Mande1の仮定は波動

伝播理論に基づくものである22）。DruckerおよびHi11の仮定は、それぞれ式（B．1）、

（B．2）で表されるが、

　　d2WP＝dσi」dεPi」≧0　　…………・……・・…・・……・……（B．1）

　　d2W　＝dσi」dεi」　≧0　　…………・…・…・…・…・…・……（B．2）

弾性ひずみ増分dεE、」が十分小さい破壊近傍では、両者はほぼ一致する。また、

dσ、」dεE、」＞0であることを考えると、Hi11の仮定はDruckerの仮定より若干広い範

囲を規定している。

　Hi11の仮定は、解の唯一性に対する十分条件であり、解の唯一性の保証は、その解が定

める状態が安定であることを意味している。しかし、その逆はいえず、解が唯一でなくて

も安定である場合が存在しうる。すなわち、安定な変形の分岐を生じ得る可能性が残され

ている23）。

　また、橋口16⊃’24⊃はこの両仮定より制限のゆるい仕事率・剛性緩和と呼ばれる仮定を

主張している。まず、ある応力状態から微小な変形を生じさせる場合に、応力のなす2次

の仕事率d2Wについて、次の関係が成り立っ。

　　d2「面＝d2「砺アε　一d2「面P　　　・・・・・・・・・・・・…　　。・・・・・…　　。・・・・・・・…　　。・・・・・・・・…　　（B．3）

　　　　　d2W　＝dσ、“dε、」、　dσ、」　＝DE、」kldεEk且｛1：惣：：：：：：：：：1：：：：：：：：：：：∴

ここで、dσE、」、dσP、」はそれぞれ弾性応力増分、塑性緩和応力増分、また、　d2WE、

d2弱Pはそれぞれ弾性応力仕事率、塑性緩和仕事率と呼ばれる。ただし、　d2WPは式（B．1

）の2次の仕事率d2WPとは異なることに注意が必要である。

　橋口の仮定は、　「ある所定の微小な変形が生じる場合になされる仕事が、弾性状態とし

て算定される仕事より大となる場合は起こり得ない」とするもので、次式で表される。

　　d2「面P　≧0　　 …

　　。・・・・・…　　。・・・・・・・・・・…　　。。…　　。。・・・・・…　　。・…　　。・・・・・・・…　　（B．4）

上式のd2可Pに式（3．27）を代入し、式（3．25）およびn。　g。＞0を考慮すると次式が成立
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する。

　　　－　　9G2nsgs　　　　　　　　　　　　　de2　≧0　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・…　　（B．5）　　d2wp＝
　　　　　　　Kp十Hs

すなわち、本論文で取り上げた非排水三軸試験におけるひずみ軟化は、橋口の仕事率・剛

性緩和の仮定を満たしていることが分かる。

　一方、Bazant2°｝は非対称接線剛性マトリックス［A1の極限状態（Critical　state）

は次式で与えられ、

　　｛du．｝T　［A］　｛du［｝　＝0　　・…　　。。・・・・…　　。。・。…　　。・…　　。・・・…　　。。。・…　　。…　　。・（B．6）

上式は、次の2つの場合に成立することを示している。

　　［A］　｛du｝　＝　　｛0｝　　　・。・。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　。・・・・・…　　。・・…　　。。（B．7）

　　｛du｝T｛dF｝　＝　　0　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。・・・・・・・・・・・・・・…　（B．8）

ここに、｛du｝は変位ベクトル、｛dF｝＝［A1｛du｝である。

　式（B．7）は、中立平衡極限状態を表し、この状態はdet［A］＝0で与えられる。一方、

式（B．8）は安定限界極限状態を表し、｛dF｝　（≠｛0｝）と｛du｝が直交することを示

す。この状態は、det［A。｝＝0で与えられる。ここに、　［A。】は［Alの対称成分で、

［As】＝（［A】＋［A】T）／2である。

　このため、　［A1が非対称のときは、　det【A1＝0でdet【A。】≠0あるいは、　det【A】

≠0でdet［A。】＝0の場合が生じ得る。前者は、安定した状態で解の唯一性の消失（分岐

）が生じる場合であり、後者は解の唯一性の消失は生じないが、安定性が保てない場合で

ある。

　ここで、安定とは平衡状態にある系に任意の外乱を加えたとき、外乱が小さければそれ

によって生じる変形も小さく抑えられる場合であり、不安定（安定性が保てない）とは、

外乱が小さくてもそれによって大変形に至る場合である23｝。
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